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1 

Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色等 

青森大学の建学の精神 

青森大学は、昭和 43 年に設立された。創立当初は、経営学部のみであったが、今や、社

会学部、ソフトウェア情報学部、薬学部を加え、文系、理系の 4学部の総合大学である。青

森大学の設置者は、学校法人青森山田学園である。学園の前身は大正 7年に発足した山田き

み裁縫教授所である。教育の理念として、「誠実、勤勉、純潔、明朗」を掲げ、地域の子弟、

特に女性に対し、手に職を付けさせるとともに、自立して地域社会で生きることができる力

を付けさせるための教育を行った。 

その後、昭和 23 年に青森山田高等学校が開設され、昭和 37 年に青森短期大学が設立さ

れた。そして青森大学が設立されたのは、第二次世界大戦後のベビーブーム世代が次々に高

校を卒業し、大学への進学率が上昇が著しい頃の頃の昭和 43年であり、地域の期待に応え

て、青森県を中心として若者を大学に受け入れ、青森県をはじめとする我が国の科学技術の

進展や経済の発展に貢献できる人材を育てていこうとする考え方が基本にあったからであ

る。 

青森山田学園が設置してきた全ての学校（大学を含む）を貫く建学の精神が地域の子弟を

受け入れ育てて、社会に有為な人材を送り出すことであることは、疑いがない。およそ私学

は建学の精神を持ち独自の気風を育てており、青森山田学園全体そして青森大学にとって、

「地域とともに生きる」ことが原点であり、建学の精神である。 

青森大学の使命・目的 

青森大学の使命・目的は、青森大学学則に明記するとおり、「教育基本法及び学校教育法

に基づき、学術の理論と応用を教授研究して、有能にして良識ある人材を育成し、文化の発

展並びに人類の福祉に貢献するとともに、地域社会の向上に資することを目的とする」（第

1条第 1項）である。青森大学は、学問の府にふさわしい教育研究と人材養成により、文化

の発展及び人類の福祉に貢献するとともに、地域社会の向上に資する大学として、すなわち

地域社会に貢献し、地域社会とともに生きる大学として設立された。この基本は、今日も変

わらない。 

青森大学の基本理念 

学則が示す使命・目的に基づき、大学設立時には経営学部を開設したので、経営学部の理

念を提示した。これは、次の 3点に要約される。1） 中小企業を対象に、経営の近代化を目

指し研究調査と教育指導を行う。2） 中小企業の発展に寄与する人材を育成する。3） 地域

企業と連携を強化し、地域の産業発展に貢献する。 

その後、青森大学が社会学部、工学部、ソフトウェア情報学部、薬学部、大学院環境科学

研究科等の増設を行い、総合大学へと発展していき、また、大学への進学率が上昇していく

に伴い、幅広い能力や個性を有する学生が入学してくるようになった。 

このような状況の中、4学部及び大学院に共通する大学全体としての基本理念が、主とし

て教育の在り方に関して明確になってきた。青森大学の基本理念は、平成 21年度に明文化

され、平成 24年 12月 7日付けで学則に加えられた。学則に示されている基本理念は、次の
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とおりである（第 1条第 3項）。 

１ 青森の豊かな自然と文化の中で人間性と確かな教養を培い、社会に役立つ基礎学力、 

技術及び専門知識を付けるための実践的な教育を行う。 

２ 教員と学生の親密なコミュニケーションを通じて、教員が個々の学生の能力を十分 

に引き出すための親身な指導を行う。 

３ 大学の知的財産を活用することにより地域への社会貢献を行うとともに、地域との 

親密な交流を通じて地域から愛される大学となることを目指す。 

青森大学の個性・特色等 

平成 24年 4月に就任した崎谷康文青森大学学長は、学生に身に付けてほしい 3つの力と

して、「生涯をかけて学び続ける力」、「人とつながる力」及び「自分自身を見据え、確かめ

る力」を提示し、この考え方を基本として、教養科目の再構築などカリキュラム改革を進め、

平成 25年度から新しい教養教育課程「青森大学基礎スタンダード」を展開し、平成 26年度

からは地域貢献基礎演習を導入している。崎谷学長が示した３つの力は、学則に定める基本

理念の 3項目と対応し、また、基本理念を補完している。すなわち、基本理念の第 1項は、

学生に身に付けさせるべき教育内容として、人間性と確かな教養、基礎学力と社会に役立つ

実践的な能力を示しており、このことは、学長が提示する、生涯をかけて学び続ける力を身

に付けさせることにつながる。基本理念の第 2項は、教員と学生のコミュニケーションと親

身な指導という教育方法を示しており、このような指導により、学生が社会において適切な

人間関係を築くことができる力を備えさせることができる。基本理念の第 3 項は、大学の教

育研究活動が地域と緊密な連携をとり、地域社会から愛される大学となることを謳ってお

り、このことは、学生が社会において自分が果たすべき役割を自覚していくこと、自分自身

を見据え、確かめていき、広く発信していくことに結びつく、と考える。 

 

 

Ⅱ．沿革と現況 

1．本学の沿革 

青森大学は、学校法人青森山田学園に属する。学園の前身は、大正７年に発足した山田き

み裁縫教授所である。昭和２３年に青森山田高等学校を開設し、これに伴って、昭和２６年、

学園は、学校法人青森山田学園と名称を変更し認可された。昭和３７年、学園は、青森短期

大学を開設した。 

昭和４３年に、青森市初めての４年制大学として青森大学を開設し、経営学部・経営学科

を設置した。当時青森市には４年制の大学がなかったので、青森大学は青森市初めての４年

制大学であった。昭和５６年に社会学部・社会学科を、平成４年に工学部（電子情報工学科、

情報システム工学科、生物工学科）を、平成９年に経営学部に産業学科、社会学部に社会福

祉学科を、そして平成１１年に大学院環境科学研究科（環境管理学専攻、環境教育学専攻）

を設置した。 

平成１６年、工学部・生物工学科を改組して薬学部・医療薬学科を設置し、工学部の電子

システム工学科と情報システム工学科を改組して、ソフトウェア情報学部・ソフトウェア情
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報学科を設置した。平成１８年から、薬学部６年制がスタートし、学科名を薬学科に変更し

た。平成２４年、大学院環境科学研究科を募集停止とし、社会学部は、社会福祉学科を廃止

して社会学科 1学科に統合した。平成２５年、大学院環境科学研究科を廃止した。また、同

年、青森短期大学を廃止した。 

平成 29（2017）年度より、経営学部の名称を総合経営学部に変更することとなった。 

 

青森大学の沿革 

昭和41(1966)年 4月 青森大学校舎完成（5,354 m2） 

昭和43(1968)年 4月 青森大学経営学部・経営学科開設 入学定員 100 人 

昭和54(1979)年 8月 青森大学体育館新設(1,386 m2) 

昭和56(1981)年  4月 青森大学社会学部・社会学科開設 入学定員 100 人 

青森大学 3 号館建築完成(2,401 m2) 

青森大学 4 号館（含む図書館）建築完成（2,760 m2） 

昭和59(1984)年 6月 

7月 

9月 

10月 

青森大学研究室増設 (378 m2)  

青森大学合宿所新設(581 m2) 

青森大学相撲道場新築 (158 m2) 

青森大学・短期大学雲谷ヒュッテ新築 (576 m2) 

昭和61(1986)年 12月 青森大学食堂増改築 (223 m2) 

平成 3(1991)年  4月 経営学部臨時定員 80 人、社会学部臨時定員 80 人 

平成 4(1992)年  1月 

4月 

青森大学工学部新校舎 6 階建完成 (8,820 m2) 

青森大学工学部開設 電子情報工学科入学定員 45 人、情報システム工学科入

学定員 45 人、 生物工学科入学定員 45 人 

平成 6(1994)年 10月 青森大学第二体育館（正徳館）完成  (3,179 m2) 

平成 7(1995)年  4月 青森大学研究棟完成 (1,061 m2) 

平成 8(1996)年  3月 青森大学・短期大学クラブ室完成 (580 m2) 

スチューデントプラザ学生会館完成 (8,073 m2) 

平成 9(1997)年  4月 

 

 

 

7月 

 

12月 

経営学部・産業学科開設 入学定員昼間主コース 80 人 

同夜間主コース 20 人 編入定員 20 人 

経営学科入学定員を 100 人から 80 人に変更 

社会学部・社会福祉学科開設 入学定員 100 人 

青森大学・短期大学 6 号館（大講義室・実験実習室）完成(2,161 m2) 

青森大学 7 号館（研究室・ゼミ室）完成 (1,366 m2) 

新図書館完成 (1,000 m2) 

レストラン完成 (814 m2) 

青森大学ヒュッテ完成 (429 m2) 

平成11(1999)年  3月 

 

4月 

青森大学大学院研究棟完成 

A 棟（研究室 416 m2)  B 棟 (研究室 303 m2) C 棟（研究室 291 m2) 

青森大学大学院環境科学研究科開設 環境管理学専攻入学定員 10 人 環境教

育学専攻入学定員 10 人 
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平成14(2002)年  4月 経営学部・産業学科の名称を産業デザイン学科に変更 

工学部・電子情報工学科の名称を電子システム工学科に変更 

平成15(2003)年  3月 

4月 

社会学部・社会福祉学科に介護福祉養成施設等指定認可 

社会学部・社会福祉学科の入学定員を 100 人から 150 人に変更 

平成16(2004)年  4月 工学部・生物工学科を改組して、薬学部・医療薬学科（入学定員 100 人）を開

設 

工学部・電子システム工学科、情報システム工学科を改組して、ソフトウェア

情報学部・ソフトウェア情報学科（入学定員 60 人）を開設 

平成18(2006)年  4月 薬学部 6 年制スタート これに伴い医療薬学科の名称を薬学科に変更 

薬学部の定員を 100 人から 120 人に変更 

平成20(2008)年  3月 

4月 

経営学部・産業デザイン学科廃止 

経営学部・経営学科の入学定員を 100 人から 120 人に変更 

社会学部・社会福祉学科の入学定員を 150 人から 130 人に変更 

平成21(2009)年  3月 

4月 

工学部廃止 

経営学部・経営学科の入学定員を 120 人から 130 人に変更 

社会学部・社会学科の入学定員を 100 人から 90 人に変更 

社会学部・社会福祉学科の入学定員を 130 人から 60 人に変更 

薬学部・薬学科の入学定員を 120 人から 90 人に変更 

ソフトウェア情報学部・ソフトウェア情報学科の入学定員を 60 人から 50 人に

変更 

平成24(2012)年 3月 

4月 

大学院環境科学研究科募集停止 

社会学部は社会福祉学科を募集停止して社会学科 1 学科に統合 

平成25(2013)年 3月 

4月 

大学院環境科学研究科廃止 

経営学部の入学定員を 130 人から 100 人に変更 

ソフトウェア情報学部の入学定員を 50 人から 40 人に変更 

平成28(2016)年 4月 社会学部の入学定員を 90 人から 70 人に変更 

平成29(2017)年 4月 経営学部の名称を総合経営学部に変更 

 

2．本学の現況 

・大学名  青森大学 

・所在地  青森県青森市幸畑 2 丁目 3 番 1 号 

・学部の構成 

総合経営学部 経営学科 

社会学部 社会学科 

ソフトウェア情報学部 ソフトウェア情報学科 

薬学部 薬学科 
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・学生数 

学生数（平成 29年 5月 1日現在） 

学 部 学 科 
在 籍 学 生 数（人） 

計 
1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 5 年次 6 年次 

総合経営学部 経営学科 129 110 92 63 ― ― 394 

社会学部 社会学科 90 59 50 53 ― ― 252 

ソフトウェア

情報学部 

ソフトウェア

情報学科 
49 19 34 19 ― ― 121 

薬学部 薬学科 57 59 59 58 41 54 328 

合 計 325 247 235 193 41 54 1095 

 

・教員数 

教員数（平成 29年 5月 1日現在） 

学 部 学 科 

専任教員（人） 
助 

 

手 

設置基

準上必

要人数 

兼担 

教員 

(人) 

兼任 

教員 

(人) 

教 

 

授 

准 

教 

授 

講 

 

師 

助 

 

教 

計 

学長 1(0) ─ ─ ─ 1(0) ─ ─ ─ ─ 

副学長 2(1) ─ ─ ─ 2(1) ─ ─ ─ ─ 

総合経営学部 経営学科 11(1) 5(2) 3(2) 0(0) 19(5) 0(0) 14 10 8 

社会学部 社会学科 14(3) 4(1) 3(2) 0(0) 21(6) 0(0) 12 18 16 

ソフトウェア 

情報学部 

ソフトウェア 

情報学科 8(0) 5(0) 1(0) 0(0) 14(0) 0(0) 12 7 4 

薬学部 薬学科 18(3) 10(2) 1(0) 4(1) 33(6) 1(1) 28 7 20 

大学設置基準上大学全体の

収容定員に応じて必要とさ

れる専任教員数 

      17   

合計 54(8) 24(5) 8(4) 4(1) 90(18) 1(1) 83 42 48 

（注）（ ）内は女性教員で内数。 

 

・職員数 （平成 28 年 5 月 1 日現在）               

本務者  （人） 兼務者  （人） 計  （人） 

28 2 30 
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Ⅲ．使命・目的等 

Ⅲ－1 使命・目的及び教育目的の設定 

（1）Ⅲ－1の現状 

Ⅲ－1－① 意味・内容の具体性と明確性について 

【全学】 

青森市初めての４年制大学として、地域の期待に応え、設立された青森大学の使命・目的

は、学則に「学術の理論と応用を教授研究して、有能にして良識ある人材を育成し、文化の

発展並びに人類の福祉に貢献するとともに、地域社会の向上に資することを目的とする」

（第１条第１項）と明記されている。 

この大学の使命・目的に基づき、大学の基本理念が平成２１年度に明文化され、平成２４

年度に学則に取り入れられた。学則に示している基本理念は、次のとおりである（第１条第

３項）。 

 

１ 青森の豊かな自然と文化の中で人間性と確かな教養を培い、社会に役立つ基礎学力、 

技術及び専門知識を身に付けるための実践的な教育を行う。 

２ 教員と学生の親密なコミュニケーションを通じて、教員が個々の学生の能力を十分 

に引き出すための親身な指導を行う。 

３ 大学の知的財産を活用することにより地域への社会貢献を行うとともに、地域との 

親密な交流を通じて地域から愛される大学となることを目指す。 

 

人材養成及び教育研究上の目的に関しては、学則第１条第２項に学部・学科ごとに規定して

いる。 

 

【総合経営学部】 

経営学部の人材養成及び教育研究上の目的は、現代社会においてリーダーシップを発揮

できる人材の育成、論理的思考やコンテクスト思考など、多様な角度から問題解決を図れる

人材育成、実践的な人材育成を行っている。そのために一貫したキャリア教育、選択できる

コース制、担任ゼミナール、選べるサブコースを用意している。また、経営学、商学、経済

学の経営学部における 3 本柱の修得を合わせて行っている。経営学部の使命・目的は、学則

に基づき、これを一層具体化し明確にしたものである。また、平成 28 年度に改訂した卒業

認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）において、目指す人材育成について明記し

ている。 

 

【社会学部】 

社会学部の人材養成及び教育研究上の目的は、次のとおりである。 

現代社会の理解に必要な、社会学を中心とした関連諸学問に関する幅広い知見を身に付

け、現代社会の諸問題を深く理解し、専門的な社会調査・分析能力を持って、地域社会や国
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際社会が直面している諸問題を実践的に解決していく能力を有する人材を育成する。 

また、基本的人権の尊重、権利擁護を基礎とした社会福祉の知識・技術・価値観の学びと

実践を通して総合的で高度な専門知識を教授し、地域社会に貢献できる人材を育成する。 

これに基づいて、平成 28年度に学部のディプロマ・ポリシーを次のように策定した。 

社会学部では、次のような方針で教育を行い、所定の単位を修得した学生に対して卒業

を認定する。 

現代社会の理解に必要な社会学及び社会福祉学を中心とした関連諸学問に関する幅広い

知識や技術を身に付け、現代社会の諸問題を深く理解し、専門的な社会調査・分析能力ある

いは相談・援助の能力を身に付け、地域社会が直面している諸問題に、実践的に取り組む能

力及び意欲を有する人材を育成する。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部の目的は、学則（第１条第２項）に次のように明示されている。 

基礎的な知識や情報技術からネットワークとプログラミング、CG・マルチメディア、イ

ンテリジェントシステム等の高度な情報技術までを教授することにより、応用力、実践力を

身に付けさせ、情報通信社会の発展に寄与する人材を育成する。 

これに基づいて学部の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）を平成 25 年

度に策定した後、平成 28 年度に見直しを行い、次のように改定した。 

 ソフトウェア情報学部は、所定の期間在学し、学位プログラムの課程を修め、基準となる

単位数の修得と必修等の条件を満たした上で、ソフトウェア情報学の専門的な知識・技能を

修得し、かつ、「生涯をかけて学び続ける力」、「人とつながる力」及び「自分自身を見据え、

確かめる力」の３つの力（以下「３つの力」という。）を備えた人物に学位を授与する。学

位授与の可否の判定は、次に示す４つの観点を基に行う。 

１．生涯をかけて学び続ける力 

 社会の発展や自身の成長に応じて、広い関心と知的好奇心を持って、新たな価値創造や

学習経験等の必要性に気づき、専門分野に限定せずに広い視野で、他者と協働しながら自

らの学修を主体的・継続的に進めることができる。 

２．人とつながる力 

 将来の地域社会を担う主体となることの自覚を持って、自分の考えを効果的に表現す

るとともに、他者に共感し、敬意を払って対話でき、社会の人々と新たな信頼関係を築き

ながら、協働することができる。 

３．自分自身を見据え、確かめる力 

 将来を展望しつつ、自らの学修活動を計画し、その実践を多面的に振り返り、社会にお

いて自ら果たすべき責任を自覚し、自身の能力・資質の成長を確認するとともに、新たな

課題を発見し、改善策を見出す活動ができる。 

４．専門的知識・技能を活用する力 

① 工学の基礎となる数学や物理学の知識を有する。 

② 情報システムを構成するソフトウェアとハードウェアの両面に関する知識・技能を

有する。 
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③ 課題を解決するために必要な情報システムを設計、実装、活用、評価することが 

できる。 

 

【薬学部】 

薬学部の人材養成及び教育研究上の目的は、薬学の基礎となる科学的知識・技術を授け、

さらに医療薬学的知識・技術及び医療人としての心構えと態度を身に付け、地域医療を

支える薬剤師を育成すること、である。この基本理念を基に、平成 25 年度に学部の策定

したディプロマ・ポリシーを平成 28年度に改定し、次のように定めた。 

薬学部は、所定の期間在学し、学位プログラムの課程を修め、基準となる単位数の修得と

必修等の条件を満たすことにより、薬剤師として必要な知識・技能・態度を修得し、「生涯

をかけて学び続ける力」、「人とつながる力」及び「自分自身を見据え、確かめる力」の３つ

の力（以下「３つの力」という。）を備えた人物に学位を授与する。学位の授与の可否の判

定は、次に示す４つの観点を基に行う。 

1. 生涯をかけて学び続ける力 

 社会の発展や自身の成長に応じて、広い関心と知的好奇心を持って、新たな価値創造や学

習経験等の必要性に気づき、専門分野に限定せずに広い視野で、他者と協働しながら自らの

学修を主体的・継続的に進めることができる。 

2. 人とつながる力 

 将来の地域社会を担う主体となることの自覚を持って、自分の考えを効果的に表現する

とともに、他者に共感し、敬意を払って対話でき、社会の人々と新たな信頼関係を築きなが

ら、協働することができる。 

3. 自分自身を見据え、確かめる力 

 将来を展望しつつ、自らの学修活動を計画し、その実践を多面的に振り返り、社会におい

て自ら果たすべき責任を自覚し、自身の能力・資質の成長を確認するとともに、新たな課題

を発見し、改善策を見出す活動ができる。 

4. 専門的知識・技能を活用する力を持ち、薬剤師として必要な資質を有する 

① 薬の専門家として、豊かな人間性と生命の尊厳について深い認識を持ち、人の命と健康

な生活を守る使命感・責任感及び倫理観を有する。 

② 医療人として必要なコミュニケーション・プレゼンテーション能力を修得し、医薬品の

専門家としてチーム医療に貢献できる。 

③ 地域の保健、医療、福祉、介護の課題を理解し、問題発見・解決能力により、薬剤師と

して貢献することができる。 

④ 患者・生活者、他職種から情報を適切に収集、分析でき、様々な体験から継続的に獲得

した知識を、外部に発信できる。 

⑤ 医薬品適正使用の基盤となる科学を修得し、医薬品の供給、調剤、服薬指導、処方設計

の提案等の薬学的管理の実践に応用できる。 

 

Ⅲ－1－② 簡潔な文章化について 

【全学】 



 

9 

大学の使命・目的は、学則第１条第１項に規定しており、簡潔な文章化が図られている。

また、学則第１条第２項には、大学の使命・目的に基づいて記述した各学部・学科の人材養

成に関する目的並びに教育研究上の目的が簡潔かつ具体的に示されている。さらに、学則第

１条第３項に、大学の基本理念を簡潔に示している。 

 

【総合経営学部】 

学則第 1 条第 2 項に簡潔な文章で明記している。また、具体的にはディプロマ・ポリシ

ー等として文章化している。 

 

【社会学部】 

学則第 1 条第 2 項に簡潔な文章で明記しており、具体的にはディプロマ・ポリシー等と

して文章化され、公開されている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部の使命・目的及び教育目的は、学則第１条第２項に簡潔に明示され、

より具体的には卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）として文章化され、公

開されている。 

 

【薬学部】 

薬学部では、学則および平成 29 年 4 月 1 日に改定施行された 3 つのポリシーに従って、

適切な教育が行われている。 

 

Ⅲ－1－③ 個性・特色の明示について 

【全学】 

平成２４年４月に就任し、平成２９年度まで在任した崎谷康文青森大学学長は、「青森大

学ルネッサンス」を提唱し、学生に身に付けてほしい３つの力として、「生涯をかけて学び

続ける力」、「人とつながる力」及び「自分自身を見据え、確かめる力」を提示した。大学の

建学の精神及び大学の使命・目的に示されている考え方を基本として、教養科目の再構築な

どカリキュラム改革の方針を示し、平成２５年度から教養科目を再構築して「青森大学基礎

スタンダード科目」を導入し、学生が主役になる新しい教養教育を展開し、平成２６年度か

らは「地域貢献基礎演習」を、平成２７年度からは「地域貢献演習」を実施している。 

崎谷学長が示した３つの力は、学則に定める基本理念の３項目と対応し、また、基本理念

を補完したものであるとともに、青森大学独自の伝統と資産を継承しつつ、大学の充実と新

生に取り組むものであり、東北日本の個性ある大学を目指すものである。 

 本学の個性・特色については、青森大学のホームページで詳しく紹介するとともに、学生

には青森大学学生生活ガイドブックを配布して、新入生オリエンテーションなどにおいて、

明示している。 

 

【総合経営学部】 
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経済のグローバル化や ICT 化などに対応できる人材、多角的な視点で課題を捉え柔軟で

創造的な発想・解決法を提案できる人材を育成するために、カリキュラムに学部横断で学ぶ

科目「青森大学基礎スタンダード」を配置し、加えて一貫したキャリア教育、選択できるコ

ース制、担任ゼミナール、選べるサブコースを用意している。 

 また、経営学、商学、経済学の経営学部における 3本柱の修得を合わせて行っている。特

に、学生が自身の興味・関心に基づいて選択できるコース制により個性の伸長を図っている。 

 

【社会学部】 

学則及びディプロマ・ポリシーとして文章化されているように、社会学や社会福祉学を学

び、地域の問題を解決し地域に貢献できる人材を育てることを具体的な目標としているこ

とは、大学の基本理念に示された個性や特色を反映・明示したものである。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

学則及び卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）として文章化されているソ

フトウェア情報学部の使命・目的及び教育目的に関する記述は、「ネットワーク」、「CG・マ

ルチメディア」、「インテリジェントシステム」など、情報技術の重要な応用分野を具体的に

挙げ、課題を解決するために必要な情報システムの設計から実装、活用、評価までを行える

ようになるための教育に力を入れるという本学部の特色を明示している。 

 

【薬学部】 

薬学部のディプロマ・ポリシーには、地域の保健、医療、福祉、介護の課題を理解し、問

題発見・解決能力により、薬剤師として貢献することができるという文言があり、これは、

学部の個性・特色を明示したものとなっている。 

本学の個性・特色は、大学の教育理念に明示されており、これを基に学部の 3つのポリシ

ーが構成されている。教育目的は、地域住民の健康と福祉への貢献を目指した本学及び薬学

部の使命・目的を反映したもので、薬学部としての個性・特色が出ているものと判断する。 

 

Ⅲ－1－④ 変化への対応について 

【全学】 

大学の理念、使命・目的は、学部の改組、新学部の設置等とともに、大学開設時から次第

に変化している。しかしながら、学問の府としての大学本来の使命を果たすべきことと同時

に、地域とともに生きる大学として、地域社会に貢献するという基本の考え方は、青森大学

の建学の精神でもあり、現在も維持してきている。また、大学の理念、使命・目的が、時代

の変化の中で具体的な教育研究活動に十分に活かされているかどうかに関しては、年２回

開催している教職員研修会や毎月の部長会などで、積極的に討議する機会を設けている。 

 

【総合経営学部】 

本学開学以来、経営学部は社会の変化に対応して、経営学科・産業学科・産業デザイン学

科・ビジネス情報学科の改廃を行いながら、現在の経営学科を設置している状況にある。こ
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れまでに、社会の要請に応えて数多くの有為な人材を輩出している。今後とも経営学を中心

とした専門能力の育成は不可欠であるが、隣接する分野の専門知識を広く包含した教育体

制を作るために、平成 29 年度より学部名称を総合経営学に変更した。 

 

【社会学部】 

社会学部は、社会学科及び社会福祉学科の 2学科で構成されていたが、平成 24年度より

社会福祉学科の学生募集を停止し、社会学科単独の構成となった。平成 26年度までに移行

期間も終了した。これに伴い、学部の使命・目的及び教育目的の見直しも行われた。 

このように、社会学部を取り巻く社会状況や入学生、在学生の状況を勘案し、個性、特色

のある学部を目指しつつ、1学部 2学科体制から 1学部 1学科体制へ移行し、変化への対応

を行ってきた。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部では、平成 25 年度に学部での審議を経てディプロマ・ポリシーを

策定した。その後、平成 28 年度には全面的な見直しを行って改定した。したがって、そこ

に明示されている教育目的などは現時点において社会の要請に対応したものと考える。 

 

【薬学部】 

本学薬学部は、４年制薬学部として平成 16年度に開設し、その後、新薬学教育制度や薬

剤師国家試験制度の改正に伴い、教育目的の見直しや目的に合わせたカリキュラム改正な

どを行い、平成 18年度に６年制薬学部薬学科に移行している。また、６年制に合わせて教

員組織の見直しも行った。さらに、平成 27年度から行われている改訂薬学教育モデル・コ

アカリキュラムに準拠した新教育課程表を策定し、これにより社会情勢等の変化への対応

を図っている。 

 

（2）現状の評価 

使命・目的及び教育目的の設定を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

【全学】 

本学の個性・特色の明示及び法令への適合については、今後も法令の改正や社会の変化を

見極めつつ、学部の改組などを含め適切に対応していくとともに、建学の精神を踏まえ、基

本の考え方を大切にしながら、具体的な教育の目的や方法の改善について、柔軟に行ってい

く。 

 

【総合経営学部】 

文理 4 学部を有する総合大学としての強みを活かし、他学部科目聴講や履修を積極的に

進めて、ソフトウエア情報学部とは情報関連の資格取得や社会学部とは観光分野での知見



 

12 

を深めることを検討する。 

 

【社会学部】 

社会学部の使命・目的及び教育目的は具体的かつ明確であるが、今後も時代の変化に応じ

て点検を行っていく。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

学則や卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）として文章化されている学部

の使命・目的及び教育目的が具体的かつ明確であるか、また、十分簡潔に書かれているかを

今後も折に触れて見直し、改善すべき点を見出した場合には的確に対応することが必要で

ある。 

 

【薬学部】 

使命・目的等についての検討は、薬学部自己点検委員会を設け、常に問題点を把握し、問

題が有る場合には各委員会に改善を促す施策を行っている。 

 

 

Ⅲ－2 使命・目的及び教育目的の反映 

（1）Ⅲ－2の現状 

Ⅲ－2－① 役員、教職員の理解と支持について 

【全学】 

大学の理念、使命・目的は、役員及び教職員に理解されている。平成２４年度に学則に基

本理念を明記するとともに、崎谷学長が、基本に立ち返ることの重要性を強く訴え、その後

も全教職員が参加する研修会などで確認してきた。これら一連の取組みにより、大学として

の理念、使命・目的を全ての教職員が自覚する必要があることが、これまで以上に、認識さ

れるようになった。また、学校法人青森山田学園の理事会等において、理事の学長が随時大

学の理念、使命等について説明しており、理事の理解と支持を得ている。 

 

【総合経営学部】 

大学開設以来、理事会、評議員会、部長会、事務局、各委員会等が綿密に社会情勢を分析

し、方針について議論を重ね、役員及び教職員の支持に基づいて使命・目的の達成を目指し

ている。学部においても、教授会、各委員会等による審議に基づき、使命・目的の達成を目

指している。また、大学運営については、各組織の方針に基づいた議論を心がけている。教

職員の意見が役員会等で審議され、運営に役立てられることを期待している。引き続き、役

員、教員及び職員の協働体制の下で使命・目的及び教育目的が達成される必要があろう。 

 

【社会学部】 

社会学部の使命・目的及び教育目的は、学則に明記され、本学ホームページにおいて公開
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している。また学生生活ガイド、大学案内等が教職員に配布され、理解と支持に活用されて

いる。策定においては、学部の意見・判断は、部長会、学長、法人理事会等に提案、決議さ

れて社会学部の使命・目的及び教育目的として決定されている。これらの一連のプロセスは、

メールや文書等を活用し教職員間で共有するようになっている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

平成 25 年度に策定した「3 つの方針」を平成 28 年度に改定するに当たって、卒業認定・

学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）も学部内での審議を経て全学の教職員に公開され

た。ソフトウェア情報学部の使命・目的及び教育目的は、学部および全学の教職員に理解さ

れ支持されていると考えられる。 

 

【薬学部】 

本学の教育理念は、明確に学生や教職員に周知され、教育理念を目標として人材育成のた

めの教育を行っていくとの認識については、教職員全体で共有されている。なお、教育理念

は、大学案内、大学ホームページ、学生ガイド等に掲載され、明示されている。平成 28年

度には、平成 25 年度に大学の教育理念を薬学部で具体化した３つのポリシーを改定した。

この作業は、大学・学部の基本方針に関係することでもあり、この策定過程で教務委員会作

成のポリシー素案について、学部で審議を経て決定された。 

 

Ⅲ－2－② 学内外への周知について 

【全学】 

大学の基本理念は、大学が作成した冊子やホームページなどにより、学内外に広く開示し

ている。学則に明記している本学の理念、使命・目的は、教職員に周知されている。入学式

や卒業式をはじめとする式典や行事において、大学の理念、使命・目的及びそれらに基づく

教育方針について、学長が繰り返し言及している。また、新入生のオリエンテーションにお

いて、学部長、学科長などが大学の理念、使命・目的を説明している。さらに、理念、使命・

目的を記載した「青森大学学生生活ガイドブック」を、教職員及び学生に配布している。 

青森大学の基本理念の３項目は、学生が集う場所など１０数か所に掲示しており、教職員及

び学生、さらに来訪者にも周知を図っている。 

 

【総合経営学部】 

学部の使命・目的及び教育目的について、教員については教授会を通じて周知を図ってい

る。また、学外には、オープンキャンパス、大学見学会、大学案内及び大学ホームページ等

で周知を図っている。 

地元企業へは企業研究で会社見学を実施し、企業幹部や担当者と学生との交流を実施し

ているだけでなく、学生ビジネスアイデアコンテストにも積極的に参加し、入賞者を輩出し

ている。 

また、高等学校教員には入試懇談会、高校生には進学相談会や高校訪問の場において学部

に関する説明を行っている。 
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【社会学部】 

社会学部の使命・目的及び教育方針は、学則に明示され、学生生活ガイドが全学生に配布

され、周知されている。また、在学生ガイダンス、新入生オリエンテーション等の機会を活

用し説明され周知が図られている。大学案内は各高等学校へ送付し、入試懇談会や高校訪問

で説明がなされている。 

地域や学外への周知は、ホームページを活用し社会学部の最新情報とともに掲載し周知を

図っている。また、社会学部の地域活動や講演会、大学祭等を活用して広く理解と周知に努

めている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部の使命・目的及び教育目的は、学則に明記されているほか、大学案

内パンフレットには高校生などにも分かりやすい形で示されている。学則は卒業認定・学位

授与の方針（ディプロマ・ポリシー）などとともに本学ホームページで学内外へ広く公開し

ている。 

 

【薬学部】 

大学・学部の使命・目的については、大学案内、本学ホームページ等により学内外に公表

されている。薬学分野別の第三者評価機関である薬学教育評価機構の「自己評価 21」を平

成 21年に受けており、これについても大学ホームページで公表している。その他、オープ

ンキャンパス、各種進学相談会、高校訪問などあらゆる機会をとらえて薬学部の教育方針に

ついての情報提供と周知を図っている。 

 

Ⅲ－2－③ 中長期的な計画への反映について 

【全学】 

本学の設置母体である学校法人青森山田学園の「青森山田学園グランドデザイン―第三

次基本構想―」は、平成２８年９月２日の法人理事会において決定されたものである。この

グランドデザインは、冒頭の法人の理念において、「学園の建学の精神は、地域社会の子弟

に対し、教育の機会を与え、社会に貢献できる人材を育てることであり、それが使命であっ

た。」と明記している。グランドデザインは、青森大学の中長期的な計画を示すものであり、

青森大学の課題と方向性について、学長の提唱する「青森大学ルネッサンス」の下、教育研

究と大学運営の見直しを開始し、基本方針として「地域とともに生きる大学」及び「学生中

心の大学」を掲げ、改革を進めていることを記述し、「就職に強い」「実践力が身に付く」「学

生生活が充実し楽しい」という魅力ある青森大学ブランドイメージを打ち出し、戦略的な改

革を進めることを掲げている。 

 さらに、グランドデザインを踏まえ、青森大学及び各学部の中期計画を策定している。 

 

【総合経営学部】 

本大学の将来構想については、将来構想委員会が主担当であるが、学部教授会、部長会、
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理事会等でも議論を尽くし、主体的に将来ビジョンを策定する必要がある。 

また、学部において作成した長期計画は毎年、学部の教授会で検討し、部長会においても報

告している。 

 

【社会学部】 

青森大学の基本理念、「青森大学ルネッサンス」による３つの力（生涯をかけて学び続け

る力、人とつながる力、自分自身を見据え、確かめる力）を社会学部で展開するために、社

会学部の使命・目的及び教育方針を生かした教育課程の編成及び実施を行い、入学者の受入

れに関する方針に反映させている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部では、平成 25 年度に策定した 3 つの方針を平成 28 年度に全面的

な見直しを行って改定し、それらに学部の使命・目的及び教育目的をより良く反映するよう

にした。 

 

【薬学部】 

薬学部は、6 年制が開始された平成 18 年度以降、薬学教育制度の改革とそれに伴うカリ

キュラムの見直し、実務家教員の採用など組織について見直しを進めてきた。平成 27年度

に始まった改訂薬学教育モデル・コアカリキュラムに対応した新教育課程表については平

成 26年度末に策定している。 

 

Ⅲ－2－④ 三つの方針への反映について 

【全学】 

青森大学の使命・目的及び教育目的は、青森大学の中長期的な計画に、明確に反映されて

いる。 

平成２８年１２月に、青森大学の３つの方針（「卒業認定・学位授与の方針」、「教育課程編

成・実施の方針」及び「入学者受入れの方針」）を改訂し、平成２９年４月から施行してい

る。この３つの方針において、本学が「地域とともに生きる大学」かつ「学生中心の大学」

として学則第１条の「有能にして良識ある人材を育成し、文化の発展並びに人類の福祉に貢

献するとともに、地域社会の向上に資すること」を目指す教育を行うこと、専門的知識・技

能を身に付け、かつ、「未来を拓く実践力」を培うため、「生涯をかけて学び続ける力」、「人

とつながる力」及び「自分自身を見据え、確かめる力」の３つの力を備えた人物に学位を授

与することなどを記述しており、新しい３つの方針に基づく改革を進めている。 

 このように、青森大学の使命・目的及び教育目的は、３つの方針等に明確に反映されてい

る。 

 

【総合経営学部】 

学部学科の構成は、本学の使命・目的に沿って組織されている。本学の 3 つのポリシー等

に対応して研究組織が構成されており、使命・目的及び教育目的と教育組織並びに研究組織
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の構成について整合性を図っている。 

 

【社会学部】 

青森大学の基本理念、「青森大学ルネッサンス」による３つの力（生涯をかけて学び続け

る力、人とつながる力、自分自身を見据え、確かめる力）を社会学部で展開するために、社

会学部の使命・目的及び教育方針を生かした教育課程の編成及び実施を行い、入学者の受入

れに関する方針に反映させている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部では、平成 25 年度に策定した 3 つの方針（卒業の認定に関する方

針、教育課程の編成及び実施に関する方針、入学者の受入れに関する方針）を平成 28 年度

に全面的な見直しを行って改定し、それらに学部の使命・目的及び教育目的をより良く反映

するようにした。 

 

【薬学部】 

薬学部においては、地域の保健、医療、福祉、介護の課題を理解し、問題発見・解決能力

により、薬剤師として貢献するとの使命・目的及び教育目的は、薬学系人材（とりわけ、薬

剤師の）育成を目指している学部の教育計画の基礎となっている。これは、平成 28年度に

改定した３つのポリシーに十分反映させていると判断している。 

 

Ⅲ－2－⑤ 教育研究組織の構成との整合性について 

【全学】 

青森大学の使命・目的及び教育目的を達成するには、各組織が相互に関連性を持って適切

に活動することが必要であり、各学部の委員で構成される全学的な委員会やセンターなど

の組織が設置されている。教育に関する委員会等としては、教務委員会、図書委員会、FD委

員会、情報・IT化委員会、学習支援センター、国際教育センターなどがあり、学生支援に関

しては、学生委員会、キャリア支援チームなどがある。 

研究に関しては、学部が基本単位である。また、付属研究所として総合研究所があり、４

つの研究班を置いている。各学部の一部の教員は、その専門に近い研究班の所員となってお

り、学部と総合研究所の相互交流が図られている。総合研究所内の意見調整は、各研究班長

等で構成される総合研究所運営会議で行われ、学部と研究所・研究班の連携は適切に行われ

ている。 

教育の基本単位は、学部である。各学部には、学部教務委員会があり、ここで教育に関す

る基本的な方策が審議される。 

教育研究については、学長のリーダーシップの下、大学全体の方針に基づき、各学部と連

携を図って推進することが重要になっている。重要な案件については、教務委員会等の委員

会や各学部からのメンバーにより構成される、教学改革タスクフォースにおいて議論を進

めており、教育については、全学的組織である教務委員会において、各学部との連携調整を

図りつつ、適確に審議が行われるようにしている。また、研究活動については、平成２８年、
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研究推進の全学的な司令塔として、「青森大学の研究推進と研究ブランディング事業の推進

に関する会議」を設けた。 

各学部にわたる全学的な教学マネジメントなど大学運営の基本的な事項は、各委員会の

議論を踏まえ、学長が主宰し、必要に応じ法人本部からも出席する部長会において審議して

いる。 

このように、本学の使命・目的及び教育目的を達成するための教育研究組織は、適切な整合

性をもって構成されており、適確な運営が行われている。 

 

【総合経営学部】 

学部学科の構成は、本学の使命・目的に沿って組織されている。本学の 3 つのポリシー等

に対応して研究組織が構成されており、使命・目的及び教育目的と教育組織並びに研究組織

の構成について整合性を図っている。 

 

【社会学部】 

社会学部の使命・目的及び教育方針が全学的な組織に反映できるよう、社会学部教員が総

合研究所評議員や役員、全学的な各委員会委員として参画している。また、地域貢献センタ

ーのセンター員、学習支援センターのセンター員、オープンカレッジの講師等を務めるなど、

社会学部と組織との連携を図っている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部の使命・目的及び教育目的を達成するため、ソフトウェア情報学科

を置き、また、学部教務委員会や学部就職委員会などの諸委員会を構成して教育研究が滞り

なく行えるようにしている。 

 

【薬学部】 

医療に関わる者にふさわしい倫理観・使命感を持ち、積極的に地域の保健・医療に貢献す

ることができる薬剤師の育成のため、教育研究組織については均衡がとれ、充実した体制の

整備を図っている。また、必要に応じ教員の採用を行い、学部教育の活性化を図る。 

 

 

（2）現状の評価 

 使命・目的及び教育目的の反映を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

【全学】 

本学の基本理念は、様々な形で明示している。基本理念に加え、本学の建学の精神、使命・

目的及び教育目的は、学則などに明示しているものの、引き続き、学内外への周知について

工夫し努力していきたい。 
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今のところ、中長期的な計画及び３つの方針等への使命・目的及び教育目的の反映がなされ

ており、教育研究組織の構成との整合性が図られているが、今後も自己点検・評価等を通じ

て継続的に確認し、改善を図っていきたい。 

 

【総合経営学部】 

学内に設置されている地域貢献センターや観光文化研究センター総合研究所の研究員等

を学部教員が兼任することで、各分野の教育研究の研鑽と充実に努めている。 

 

【社会学部】 

今後、社会的ニーズから社会学、社会福祉学と情報との融合を目指し、新たな社会学部の

可能性を目指して検討を行っている。 

またこの魅力ある学部を地域社会、高校生、保護者等に周知を図るため、地域との連携を

図り、今後も発展させていく。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

学部の使命・目的及び教育目的の学外への周知については、まだ十分とは言えない。し

かしながら、毎年実施している「新入生アンケート」の結果から、青森県内および県外に

おいて、ソフトウェア情報学部の認知度がかなり向上している様子が伺える。 

 高校の生徒、保護者、教職員に対して大学見学会、進学相談会などを通じてのみならず、

高校へ出向いての特別授業、インターンシップ受入れ、高校生向けセミナーの実施、課題研

究への助言等の高大連携活動を引き続き行って、学部の教育目的の周知をさらに広く図っ

て行きたい。 

 

【薬学部】 

薬学部自己点検委員会を開催し、現状を見直すようにしている。 

 改善が必要な場合には、然るべき委員会で検討を行う。 

 

 

Ⅲ．使命・目的等に関する全体の自己評価（現状の評価と将来への展望を含む） 

本学の使命・目的に関しては、「青森大学ルネッサンス」の下、全学的な改革を進める中で、

原点に立ち返り再点検し、再確認してきた。このことにより、使命・目的や基本理念及び特

色等が、明確かつ適切な形で機能するようになった。本学の使命・目的については、引き続

き、建学の精神を踏まえ、時代の変化に応じ、また、時代を先取りして、より明確かつ適切

なものとなるよう、不断の点検を行いつつ、様々な機会での情報発信に努め、学内外に周知

を図っていく。今後もこれらの再確認を徹底し、誰が見ても本学の使命・目的等が理解でき

るよう、より一層努力していく。 
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Ⅳ．学生 

Ⅳ－1 学生の受入れ 

（1）Ⅳ－1の現状 

Ⅳ－1－① 教育目的を踏まえた入学者受入れの方針の策定と周知について 

【全学】 

入学者受入れの方針を「アドミッション・ポリシー」として全学および各学部で策定、分

かりやすく示している。 

入学者受入れの方針は、入学試験ごとに次のようにまとめられる。 

１）高等学校において学習することになっている内容の達成度に基づいた入学試験（大学入

試センター試験利用入学試験、一般入学試験） 

２）本学が提供する教育内容や取得できる資格に係る勉学に高い意欲がある志願者を選抜

する入学試験（AO 入学試験） 

３）高等学校及び中等教育学校の学校長が入学志願者の人物及び学力などを評価して推薦

する入学志願者のための選抜試験（推薦入学試験第Ⅰ期、推薦入学試験第Ⅱ期） 

これらの内容は、外部に向けては入学試験ガイド、ホームページなどで告知・周知を図っ

ており、オープンキャンパス、進学説明会や高校訪問においても入試に関する情報提供だけ

でなく、本学が求める学生像や本学の特色を説明し理解してもらうようにしている。学内に

おいても、学生の受入れに関わる教職員に周知を図り、入学者と求める人材像が適合するよ

うに努めている。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部では、本学部が示す教育目的に沿った入学者受入れの方針及び受入れの具

体的な判断基準を明確にして、学生の受入れを行っている。さらに、上記の方針について、

大学のホームページ上で公表・公開し、広く周知を図っている。 

総合経営学部では、経営学の専門的知識・技能を身に付け、自らの未来を切り拓く実践力

を備えた人間の養成を目指して教育を行っている。そのため入学者の受入れにあたっては、

本学部で学ぶ意欲があり、高等学校までの学習や経験を通じて基礎的知識を持ち、身近な問

題に自ら取り組み、その結果を表現できる力を身に付けていることを重視する。入学者の受

入れは、下記の方針に基づいて適正に行う。入学者の選考は、様々な個性、能力等を有する

人物を受け入れることができるよう、多様な選抜方法を用意して行う。 

１．高等学校の教育課程を幅広く修得している。 

２．身近な問題について、知識や情報を基にして、筋道を立てて考え、その結果を説明する

ことができる。 

３．総合経営学部で主体的に学ぶ意志がある。 

４．学んだ知識や経験を社会で活かしたいという意欲がある。 

５．地域における社会的活動、文化・スポーツ活動等に取り組む意欲がある。 

６．総合経営学部から求められる入学前教育に計画的に取り組むことができる。 
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【社会学部】 

社会学部では、現代社会の諸問題を深く理解し、地域社会や国際社会が直面している諸問

題を、実践的に解決していく専門的な知識・能力・資質を有する人材を育成するため、社会

学、社会福祉学及び地域社会への貢献に関わる科目等を学習する。したがって、高等学校ま

でに相応の基礎学力を身に付けた人、現代社会や社会福祉の分野を学ぶ意志を持つ人、並び

にこれらの分野に関わる職業を目指す人を受け入れようとしている。このアドミッション・

ポリシーは、入学試験ガイド大学案内や本学ホームページで広く周知されている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部では、基本的な知識や情報技術、そして更に高度な情報技術を学ぶ

ことにより、応用力、実践力を身に付け情報通信社会の発展に寄与できる人間を養成するこ

とを教育の目的としている。そのため、これら教育目的に沿った入学者受入れ方針を明確に

して、学生の受入れを行っている。 

 入学者受入れの方針は、入学試験ガイドや本学ホームページ上で広く公開している。 

 

【薬学部】 

青森大学薬学部は、地域の薬剤師を養成することを目的とした６年制の学部であり、薬

剤師として必要な資質を得るために必要な知識、技能及び倫理観を身に付けさせることが

使命である。その使命を理解し、必要となる基礎力を有し、薬学を学ぶ強い意志を持つ学

生の入学を求めている。入学者の受入れは、下記の方針①～⑥に基づいて適正に行い、入

学者の選考は、様々な個性、能力等を有する人物を受け入れることができるよう、多様な

選抜方法を用意して行っている。 

 

① 化学、数学、語学を中心に高等学校の教育課程を幅広く修得している。 

② 身近な問題について、知識や情報を基にして、筋道を立てて考え、その結果を説明す

ることができる。 

③ 自ら学ぼうとする意志を持っている。 

④ 人への思いやりを持ち、多様な人々とコミュニケーションを取ろうとする態度が身

に付いている。 

⑤ 薬の専門家として、他者と協働して、地域社会に役立ちたいという志を持っている。 

⑥ 薬学部から求められる入学前教育に計画的に取り組むことができる。 

 

これらのポリシーは入学試験ガイド、ホームページなどで告知・周知を図っており、オー

プンキャンパス、進学説明会や高校訪問においても入試に関する情報提供だけでなく、本学

が求める学生像や本学の特色を説明している。学内においても、学生の受入れに関わる教職

員に対する周知を図り、入学者と求める人材像が適合するように努めている。 

 

Ⅳ－1－② 入学者受入れの方針に沿った入学者受入れの実施とその検証について 

【全学】 
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本学では、入学試験ガイド及び本学のホームページで公開されている全学及び学部ごと

の入学者受入れの方針に基づいて学生の受入れを行っている。平成 29 年度においては、平

成 30 年度の入学試験へ向けて、入試管理委員会が全学レベルの決定を行い、入試管理委員

会との連携の下、学生募集タスクフォースと入試課が全学レベルの学生募集に関する活動

を行い、各学部の入学者選抜委員会が実際の入試業務を事務局と協働で行う体制で実施し

た。 

本学では、多様な能力を持つ入学志願者を入学させるために、数種類の入学試験を提供し

ている。推薦入試、AO 入試の面接等には各学部の教員が当たり、厳正に審査しており、ま

た、一般入試の入学試験問題は本学の教員が作成し、適切な能力を有しているかどうかを公

正に判断できるようにしている。選抜に際しては、各学部の入学者選抜委員会が入学試験ご

とに試験結果をまとめ、入学者選抜会議を開催し、当該学部の入学者選抜委員会としての判

定結果を学部教授会に提案する。そして、学部教授会で審議し、入学試験合格予定者を決定

する。各学部の入学試験合格予定者は学長に報告され、学長の許可を受け正式に入学試験合

格者として発表されている。 

 

【総合経営学部】 

多様な学生を受け入れるために、総合経営学部では以下の入学試験を実施している。 

１．一般入学試験（A 日程、B 日程、C 日程、D 日程） 

基礎学力を重視するとともに、積極的な勉学意欲があるかどうかを選考基準とし、A 日程

から D 日程の 4 つを設定している。一般入学試験では、学力試験を行い、その成績をもと

に選考する。また、成績優秀者に対し、授業料半額免除の学力入試学業特待生制度を設けて

いる。 

２．大学入試センター試験利用入学試験（前期、中期、後期） 

大学入試センター試験受験者の中から、総合経営学部が指定する科目の成績を基に選考

する。また、試験は前期日程、中期日程及び後期日程の 3 つを設定している。特に成績上位

者には授業料半額免除、中でも得点率が約 75%以上の場合は授業料全額免除の学力入試学

業特待制度を設けている。 

３．推薦入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期） 

総合経営学部の教育内容を理解し、経営学の勉学に対して強い意欲がある人を学力・人物

に関する学校長の推薦書・調査書及び面接によって選考する。各種検定試験合格者・資格取

得者及びスポーツ・文化活動・社会活動（ボランティア等）において顕著な実績のある人は、

選考において考慮する。 

４．AO 入学試験 

受験生が総合経営学部の教育理念をよく理解した上で、自ら進んで本学で学ぼうとする

目的意識を持っているかどうかを選考の基準とする。調査書、AO 入試志望理由・自己推薦

書を参考にして面接を行い、上記の基準を満たしているかどうかを判断する。 

５．編入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期、AO） 

 教育内容を理解し、基礎的な知識を身に付け、勉学に対する目的意識と専門分野に強い関

心を持ち、学習に取り組む意欲があるかどうかを選考の基準とする。 

６．社会人特別入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期、AO） 
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高等学校などを卒業後、社会人としての経験があり、新しい知識や技術について学び直し

たい、また、人生をさらに豊かにするため生涯学習を続けたいなどの意欲があるかどうかを

選考の基準にする。出願書類を参考にして面接を行い、上記の基準を満たしているかどうか

を判断する。 

７．日本留学試験等利用入学試験 

 本学部で学ぶのに必要な基礎学力を備えており、志望理由が明確かどうかを専攻の基準

にする。独立行政法人日本学生支援機構日本留学試験受験者の中から、本学部が指定する科

目の成績と提出された出願書類及び面接を行い、上記の基準を満たしているかどうかを判

断する。 

８．留学生 AO 入学試験 

 受験生が総合経営学部の教育理念をよく理解した上で、自ら進んで本学で学ぼうとする

目的意識を持っていると同時に、本学で学ぶために十分な日本語能力があるかどうかを、選

考の基準とする。最終学歴の成績、現在在学中の学校の成績、日本語能力などを証明する書

類や「留学生 AO 入学試験志望理由・自己推薦書」を参考にして面接を行い、上記の基準を

満たしているかどうかを判断する。  

 

以上のように、入学者受入れの方針に沿って多様な学生の受入れを行っている。基礎学力

のある学生、簿記など各種資格取得に意欲のある学生、多方面にわたり知識の習得を行う意

欲ある学生及び学業とスポーツ活動の両立を図り、保健体育の教員やスポーツ指導者など

を目指す学生の受入れに力を入れている。 

これらの入学試験によって、受験生が各自にふさわしい入学試験を選択できる体制にある

と言える。 

 

【社会学部】 

社会学部では次の 6種類の入学試験を行っている。 

１ 一般入学試験（A 日程、B 日程、C 日程、D 日程） 

２ 大学入試センター試験利用入学試験（前期、中期、後期） 

３ 推薦入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期） 

４ AO入学試験 

５ 編入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期、AO） 

６ 社会人特別入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期、AO） 

このうち推薦入試、AO 入試合格者を対象として、新聞記事を要約し、その上で意見を書

くという入学前課題を行っている。この入学前課題は、社会学あるいは社会福祉学の分野に

ついての専門的な知識を身に付けて地域で活躍したいという意志のある者を受け入れると

いうアドミッション・ポリシーに沿って考案されたものであり、高校レベルの文章読解力並

びに文章作成力の習熟度を調べるとともに、地域社会を中心とした社会問題への敏感さを

養うことを目的としている。入試問題の作成は、学部の教員が担当し、入試委員とともに校

正を行っている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 
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ソフトウェア情報学部では、次の 6 種類の入学試験を実施している。 

 1 一般入学試験（A 日程、B 日程、C 日程、D 日程） 

 2 大学入試センター試験利用入学試験（前期、中期、後期） 

 3 推薦入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期） 

 4 AO 入学試験 

 5 編入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期、AO） 

 6 社会人特別入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期、AO） 

一般入学試験では、総合経営学部、社会学部、ソフトウェア情報学部共通で、「国語」、「現

代社会」、「数学Ⅰ」、「英語」の 4 科目から 2 科目選択の学力試験を課し、基礎学力を備え

ているかどうかを選考の基準としている。  

大学入試センター試験利用入学試験では、数学系 4科目から 1科目、また理科系 6科目、

国語、英語の計 8科目から 1科目、合計 2科目を選択としている。 

推薦入学試験では、情報関連の分野に関して強い勉学の意欲があるかどうかを判定する

ために推薦書、調査書及び面接によって選考するが、特に面接では情報に関する記事を読ん

でもらい、まとめるという課題も課している。 

入試問題（数学、英語）の作成は、学部の複数の教員が担当し数回の校正を行っている。 

 

【薬学部】 

本学では、多様な能力を持つ入学志願者を入学させるために、数種類の入学試験を提供し

ている。推薦入試、AO入試の面接には各学部の教員が当たり、厳正に審査している。また、

一般入試の入学試験問題は本学の教員が作成し、適切な能力を有しているかどうかを公正

に判断できるようにしている。 

 選抜に際しては、各学部の入学者選抜委員会が入学試験の区分ごとに試験結果をまとめ、

入学者選抜会議を開催し、当該学部の入学者選抜委員会としての判定結果を薬学部教授会

に提案し、薬学部教授会で審議し、入学試験合格予定者を決定する。この入学試験合格予定

者は学長に報告され、学長の許可を受けたのち、正式に入学試験合格者として発表されてい

る。 

 本学の入学者選抜は１）本学が提供する教育内容や取得できる資格に係る勉学に高い意

欲がある志願者を選抜する入学試験（AO入学試験）、２）高等学校および中等教育学校の学

校長が入学志願者の人物および学力などを評価して推薦する入学志願者のための選抜試験

（推薦入学試験第Ⅰ期、推薦入学試験第Ⅱ期）、３）高等学校において学習することになっ

ている内容の達成度に基づいた入学試験（大学入試センター試験利用入学試験、一般入学試

験）の３つに分けられる。 

 薬学部については、１）の AO入学試験では小論文と面接試験（１名の受験者に対し２名

の教職員による 15分間面接）、２）の推薦入学試験は、出願資格となる評定標準基準を高校

ごとに設定し、基礎学力を担保した上で、小論文と面接試験（１名の受験者に対し１名の教

職員による 15分間面接）を課している。基礎学力調査の成績とともに、出願時に高等学校

長が作成する調査書を勘案し、総合的に判断している。 

 ３）の大学入試センター試験利用入学試験、一般入学試験では、学力試験の結果をもとに

選抜を行っている。 
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 また編入学については、「大学を卒業した者又は 2年以上在学した者」「短期大学又は高等

専門学校を卒業した者」「外国の大学又はこれに相当する課程を卒業した者又は 2年以上在

学した者」のいずれかに該当する者で、かつ本大学の所定の単位を修得した者と同等以上の

学力を有する者でなければならないとしている。この場合の「既に履修した授業科目及び単

位の取り扱い」並びに「入学すべき年次」については、教授会が審議し、学長が決定するこ

ととしている。 

また入学志願者に対し、面接試験時に将来の医療人としての志向や、薬剤師としての資質を

評価するなど、医療従事者としてふさわしい人材かどうかの質問を行っているが、そういっ

た適正を評価し、発掘していく方法を検討することも将来的な課題となっている。 

 

Ⅳ－1－③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持について 

【全学】 

青森大学では、平成 21 年度に入学定員に沿った適切な学生受入れ数の見直しを行った。

経営学部経営学科の入学定員を 120 人から 130 人に、社会学部社会学科の入学定員を 100

人から 90 人に、社会学部社会福祉学科の入学定員を 130 人から 60 人に、ソフトウェア情

報学部ソフトウェア情報学科の入学定員を 60 人から 50 人に変更、薬学部薬学科の入学定

員を 120 人から 90 人にそれぞれ変更した。また、平成 24 年度には社会福祉学科を廃止し

て、社会学科に統合した。さらに、平成 25 年度には経営学部経営学科の入学定員を 130 人

から 100 人に、ソフトウェア情報学部ソフトウェア情報学科の入学定員を 50 人から 40 人

に変更した。これにより、平成 25 年度の充足率は前年に比べわずかながら上昇し、平成 26

年度には前年度を下回ったが、平成 27 年度には回復した。平成 28 年度には、社会学部社

会学科の入学定員を 90 人から 70 人に変更した。 

平成 29 年度の入学者の充足率は、総合経営学部経営学科が 129％、社会学部社会学科が

112％、ソフトウェア情報学部ソフトウェア情報学科が 128％、薬学部薬学科が 55％、大学

全体では 107％となっている。大学全体では 2 年連続して充足率が向上している。 

入学者受入れの方針に沿って様々な形態の入学試験の機会を提供しており、本学で学ぶ

意欲を持つ学生を確保するため、学生募集の活動を積極的に行っている。学生に確かな教養

と十分な専門的学力を身に付けさせ、社会に送り出すことにより、青森大学の魅力を高めて

いくことが肝要であり、平成 25 年度には、教養科目を再構築して、「青森大学基礎スタンダ

ード科目」を開設した。さらに、平成 26 年度からは地域貢献基礎演習を、平成 27 年度か

らは地域貢献演習を導入するなど、教育課程と教育方法の改革を進めている。本学は、どの

学部においても、社会で役立つ資格や免許を取得できる学修ができるのが強みであり、高い

就職率を維持している。 

このような大学の教育研究活動等、特に教育の成果を明確に示していくことが最も重要で

ある。 

さらに、学生募集については、学長自ら青森県の高校を訪問し、「青森大学ルネッサンス」

に基づき、教育改革が進展していることを説明するなど、トップセールス活動を行っている。

オープンキャンパスを工夫して開催するとともに、平成 25 年度入試から社会人特別入学試

験制度を設けるなど、社会人入学や編入学が増えるよう努力している。 
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【総合経営学部】 

総合経営学部では、入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持のために、入学定員数の

適正化を目指して、適宜入学定員の見直しを行っており、平成 25 年度に入学定員を 130 人

から 100 人に変更した。 

直近の入学者の充足率は、平成 26 年度 64％、平成 27 年度 91％、平成 28 年度 117％、

平成 29 年度 129％と回復傾向にある。 

 

【社会学部】 

社会学部では入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持のために、平成 21年度から社

会学科の入学定員を 100人から 90人に変更し、社会福祉学科の入学定員を 130人から 60人

に変更した。また、平成 24年度から社会福祉学科を廃止して、社会学科に統合した。これ

により充足率は平成 22年・23年度に比べると（社会学科は平成 22年度は 47％、平成 23年

度は 39％）やや持ち直したが、平成 24・25 年度の充足率は 60 から 61％、平成 26 年度は

54％、平成 27 年度は 75％、平成 28 年度は 80％、平成 29 年度は 129％となり、平成 27 年

度からは回復が見られる。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部では、平成 25 年度に入学定員を 40 名に変更し、現在まで同じ入

学定員で学生募集を行なっている。平成 28 年度に定員充足率が 45％と過去数年で最も低

くなったが、平成 29年度、平成 30年度は 2年連続して 128％となって入学定員を大幅に上

回り回復傾向にある。また、在籍学生は、収容定員の 99％になっている。 

 以上の結果は、平成 29年度入試に向けての学生募集の取り組みを検証し、その取り組み

を更に継続発展させたことが大きな要因と考えられる。 

 

【薬学部】 

18歳人口の減少傾向に加えて、平成 18年度に開始された薬学部６年制への移行が要因と

なって、全国の薬学部志願者数が顕著に減少した。本学薬学部は平成 16年度に４年制度薬

学部として開設され、最初の２か年は定員を満たしていたが、６年制度がスタートした翌年

の平成 19 年度以降、平成 26 年度に至るまで一度も定員 90 名を確保できていない。なお、

平成 18～20年度の定員は 120名であったが、平成 21年度以降、定員を 90 名に改め、現在

に至っている。 

６年制薬学部の発足以降の入学者数（定員充足率％）は、次のとおりである。平成 18年

度：124名（103 ％）、平成 19年度：75名（62.5 %）、平成 20年度：47名（39.2 %）、平成

21年度：61名（67.8 %）、平成 22年度：53名（58.9 %）、平成 23年度：52 名（57.8 %）、

平成 24年度：45名（50.0 ％）、平成 25年度：56 名（66.2 %）、平成 26年度：59名（65.6%）、

平成 27年度：60名（66.7%）、平成 28年度：56名（66.2%）、平成 29年度：50名（55.6%）。 

 薬学部における入学定員充足率は、平成 19年度以降平均して 60 %で推移しており、十分

な学生を受け入れることができていない。 

 青森県下をはじめとする地域の人口減少傾向が続く中、総生徒数の減少、６年制移行後の
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薬学部進学希望者数の減少など、厳しい情勢が続いているが、中高生向け薬剤師体験セミナ

ーを青森県（131名）で、またサイエンスキャンプを連年実施しており、定員一杯（40名）

の参加者を受け入れ実施している。このほか出前講座、公開セミナーなど数々の広報、普及

活動を展開している。 

また薬剤師国家試験の合格率向上に向けての取り組みも加速化させているほか、薬学部

専用の入学説明会資料や卒業生との座談会を実施した内容を小冊子にして各種の説明会時

に配布するなど、啓蒙資料を充実させつつある。 

以上、地域の薬剤師不足の解消に向けて、地道な取り組みをさらに続けており、入学者の確

保に努めている。 

 

（2）現状の評価 

学生の受入れを満たしている。 

（3）将来の展望 

【全学】 

入学者受入れの方針を明確化し、周知を図るとともに、学生受入れ方法に工夫を加え、学

生募集活動を積極的に行っているが、適切な学生受入れ数の維持については、更なる努力を

続けていく必要がある。 

今後も入学案内、ホームページをはじめ、様々な媒体を使って青森県を中心に北東北・北

海道など広く学外に本学の方針と魅力を伝えるとともに、様々な募集活動の工夫充実を図

り、本学独自の特色ある教育内容を広報発信することで、志願者を増加させ、適切な学生受

入れ数の維持に努めていく。 

また、留学生の受入れについては、邦人の学生の教育に対するよい刺激ともなり、国際交

流に資するものであり、無理のない範囲での受入れを推進していきたい。また、系列校であ

る青森山田高校からの入学者の増加については、連携協力を強化しながら、さらに努力して

いきたい。 

 

【総合経営学部】 

学生の受入れについて、直近 2 年は入学者の充足率が 100％を超えているものの、選抜可

能な受験者数と安定した入学者数の確保は、本学部にとって重要な課題である。適切な広

報・宣伝活動を実践し、オープンキャンパス、高校生に対する模擬授業、大学見学会を通じ

て、本学部の魅力・教育の成果を可視化する努力が必要である。 

 

【社会学部】 

入学者受入れの方針や受入れ方法については、入学案内やホームページで明確に周知し

ており、入学定員の確保にも結びついてきている。受入れ方法の工夫は常に議論され、オー

プンキャンパスで学部の垣根を取り払ったり、体験重視の模擬授業を行うなど、いくつかの

試みがなされ、参加学生も増加してきている。しかし、今後はマーケティングをしっかりと

行い、本学部の重要事項を明確化するとともに、女子学生の比率を高めるような試みが求め
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られる。そのためには、本学の魅力を知ってもらうための広報活動や、現在進めている大学

改革の充実が急務である。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

平成 29 年度に入試の応募者数が大幅に増加したが、30 年度は更に増加した。特に、推薦

入学試験と一般入学試験の応募者が増加している。その理由を分析する一手段として、本学

部では入学の動機を調査するため、毎年新入生アンケートを実施している。このアンケート

の結果で注目されるのが、教育現場の教員の影響が圧倒的に大きく、その次が大学案内パン

フレット、大学ホームページの順になっている。 

本学部では、以前から高大連携活動として学部教員が連携校で特別授業を行ない、連携を

深めている。これらの活動は、今後授業内容の見直しも含めて充実していく必要がある。 

また、学部における研究活動の積極的な発信や教育内容の幅広い広報も必要である。 

具体的には、オープンキャンパスにおける模擬授業、高校生科学研究コンテストなどを通

して、また大学案内パンフレット、大学ホームページを充実して、本学部の魅力が高校生に

伝わるよう努力して行きたい。 

 

【薬学部】 

入学者受け入れの方針については、平成 29年度に改定し、公表した。 

入学志願者の評価と受け入れの決定については、責任ある体制の下で行われており、薬学

部における入学者選抜試験で薬学部での就学可能な学生を受け入れている。一方で、いずれ

の選抜試験のケースでも、入学後の成績から判断すると、基礎学力が十分ではない学生が存

在しており、試験方法の改善等が今後の検討課題である。 

 入学者定員は、１）青森県内に唯一の大学であること、２）近隣地域が薬剤師不足である

こと、を鑑みると適切であるが、入学者定員の減少に歯止めをかけることが非常に重要な課

題である。本学が立地する青森県のみならず、東北・北海道一円で人口減少や少子化が加速

する中で、就学するにあたり、それに相応しい学生を周辺地域で如何に獲得するかが大きな

課題である。 

 しかしながら、本学薬学部への入学者はここ数年横ばいから減少傾向にあり、こうした入

学定員数の確保とともに、適性と能力の適確な評価が喫緊の課題であることから、青森山田

学園、青森大学および薬学部が検討組織を立ち上げ、問題点の抽出、解決策の策定および実

行に向けて、平成 30 年度から取り組むこととしている。 

 

Ⅳ－2 学修支援 

（1）Ⅳ－2の現状 

Ⅳ－2－① 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制の整備について 

【全学】 

学修支援及び授業支援に関しては、教務委員会が中心となって FD 委員会等と業務を分

担し、それぞれが方針を検討し、計画を立案し、それに基づいて、以下のとおり、教員と職
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員が協働して支援を実施している。 

（a）オリエンテーション、ガイダンスの実施 

履修指導と学修支援において、教務・学生課と教務委員会等の教職員が協働して「キャン

パスガイド」を作成し、履修登録手続きを開設している。さらに、学生全員を対象に行って

いる履修指導としては、4 月に実施する新入生オリエンテーション及び在学生ガイダンス等

における解説などにより、学生が正しく理解できるように履修指導を行っている。また、履

修期間中は各学部の教務委員が学生一人ひとりの履修相談を行い、教務・学生課の職員は、

登録が不十分である学生を洗い出し、学部教務委員会やゼミ担当教員及び担任教員と連携

しながら直接指導を行っている。 

（b）出席状況に基づいた指導 

授業の出席については、本学と業者で共同開発した「教育支援システム」上で管理し、科

目担当教員全員と学部長及び教務委員が教務・学生課職員と情報を共有できる体制を整え

ている。さらに、学ぶ意欲の減退や生活の乱れなどが出席状況に現れることを踏まえて、全

学部の教授会には必ず教務・学生課の職員が参加して、欠席が続いている学生の発見、当該

学生への連絡・指導に関し教職員が連携している。深刻なケースでは、学生の保護者に電話

連絡及び面談を実施し、保護者に対して学修指導への協力を依頼している。一方、科目担当

教員は、学生一人ひとりの出欠状況等を学生支援システムやその他の適切な方法で確認し、

科目の特性に応じて指導している。 

（c）成績、単位修得状況に基づく指導 

学生の成績は、各担当教員が「教育支援システム」から入力した評価が教務・学生課に集

約され、その後、教務・学生課職員が当システム上で適切に情報を集計・整理して、修得単

位や GPA(Grade Point Average)の現状を把握し、必要に応じてそれらが掲載された成績表

にまとめている。卒業認定基準及び進級規定等に照らして、修得単位が一定以下の学生につ

いては、教授会等で報告し、演習担当教員や担任教員による面談指導を行い、特別な指導を

要する学生には、保護者に対しては、半期ごとに発送する成績表の中に修学状況に関する注

意文書を同封し、送付している。 

 

【総合経営学部】 

１ 学部教務委員会 

総合経営学部では教員と職員によって学部教務委員会が組織され、定期的（毎月第一水曜

日 4 限）に会議を開催している。学部教務委員会では、学習支援について、教職協働の意識

を持って双方の意見交換や提案がなされている。 

２ 教務委員による学生対応記録の作成 

総合経営学部教務委員会では、近年の学生数の増加傾向に対して学生対応が疎かになら

ないように、教務委員が対応した学生について「学生対応記録」を作成し、更新されるたび

に教務委員間で共有している。これにより、その場限りの対応ではない、継続的で親身な学

修支援を実現している。 

 

【社会学部】 

社会学部教務委員会では、月１回、社会学部担当の教務職員も出席して会議を実施してい
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る。その場では、個別の学生の履修状況や出席状況も情報交換しながら、学生への学修支援、

履修指導について方針を共有している。また、これらの情報で、特に重要なものは、月１回

の教授会の席でも、情報提供し、教職員ともに情報共有をし、学生の指導にあたっている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部では、次のような学修支援を行っている。 

１）入学前教育 

平成 28 年度までは学部で作成した数学基礎力に関する課題を 3 回課して添削指導をして

いたが、それでは不十分であるという認識に至り、平成 29 年度は業者に委託して内容の充

実を図ることにした。対象者はこれまでどおり推薦入試・AO 入試合格者とし、2 月から 3

月にかけて数学基礎力に関する課題の指導を通信教育で 9 回行った。 

２）個別の履修指導 

1 年生と 2 年生に対しては、全学で行われる新入生オリエンテーション     や在学

生ガイダンスとは別枠の時間を年度当初に学部で確保し、     個々の学生の希望や

単位修得状況（2 年生の場合）に応じて、どの     ような科目を履修したらよいかを

個別指導している。 

３）学習アドバイザー制度 

1 年生には「ソフトウェア情報学基礎ゼミナールⅠ・Ⅱ」、2 年生には「プログラミングワ

ークショップⅠ・Ⅱ」、3 年生には「創作ゼミナールⅠ・Ⅱ」、4 年生には「卒業研究」の各

担当教員が学習アドバイザーとして全ての学生に割り当てられ、勉学、学生生活、進路など

に関する相談に応じ、指導を行っている。 

４）出欠情報の学部内共有 

 必修科目の出欠情報を各回の授業ごとに担当教員から学部の全教員宛     にメー

ル送信し、欠席し始めた学生に速やかに対応できるようにして     いる。 

５）学生データベースの活用 

メールなどで個別に寄せられた情報を、学部で運用しているデータ     ベース「AU

ログ」に集約し、学生の指導に活用している。 

 

【薬学部】 

教育研究活動全般を実施・支援する事務組織として、大学事務局に管理部門（総務課）、

教学部門（教務・学生課、学術研究交流課）、入試課、就職課が配置されており、学部の区

別なく全職員が一丸となって教育研究を支援している。この他、薬学部については組織上、

大学事務局スタッフであるが、薬学部独自の事務室「薬学教育センター」が設置され、薬学

専門事務を担う３名の常勤スタッフと１名の教員（助教・助手による輪番制）が配置されて

いる。 

 また学年ごとのオリエンテーションをはじめ、担任教員と薬学教育センターそれぞれに

よる学習相談の体制を整備しており、履修指導の仕組みは適切に機能している。特に、基礎

学力の低い学生が円滑に専門教育に取り組めるようにリメディアル科目を導入するなどの

配慮もしているが、さらなるフォローアップを意識して平成 30 年度から自然科学系教養科

目を追加導入する予定である。 
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 さらに、本学独自の経済支援制度をはじめ各種奨学金の情報収集・提供の体制を整えるな

ど、さまざまな経済事情の学生の生活面を支援する仕組みが用意され、多くの学生に活用さ

れる取り組みが図られている  

 

Ⅳ－2－② TA(Teaching Assistant)等の活用をはじめとする学修支援の充実について 

【全学】 

(a) オフィスアワー制度 

全学的にオフィスアワー制度を設け、全専任教員が週１回以上の時間帯（非常勤講師につ

いては授業の前後で対応）を設定し、学生の授業等に関する相談や学修支援活動に活用して

いる。オフィスアワーは指定した時間に各教員の研究室で行い、学生は当該時間内であれば

予約なしで訪問できることを原則としている。開設時間と場所は学内の掲示板でも確認で

き、学生にも周知されている。現状では、オフィスアワー制度の活用実績は高いとは言えな

いが、学生はオフィスアワーの時間以外にも教員を訪ねて指導や支援を受けており、これに

は本学の学生と教員の距離の近さが影響していると考えられる。 

(b) スチューデント・アシスタントの活用による学修支援及び授業支援の充実 

学修効果を高めるために、平成２６年度からスチューデント・アシスタント制度を導入し

ている。科目の特性や必要性に応じて、授業の経験が豊富な４年生を中心とした上級学年の

学生をスチューデント・アシスタントとして認定して、授業支援を展開している。スチュー

デント・アシスタントは、担当教員の指導の下、それぞれ学部学生、下級生に対する助言や

支援、実習準備等の教育補助業務を行っている。演習科目及び実習科目での活用が多く、平

成 29 年度では活用された学生は延べ 211 人となり、前年度から倍増している。 

(c) 中途退学者・休学者等への支援 

中途退学者、休学者、停学者、留年者等への対応の基本的姿勢は、事前の指導の徹底にあ

ると考え、上述のように、教職員が個々の学生の出席や単位取得の状況を把握することに努

めている。成績や出欠の状況などから気になる状況の学生については、教授会・学科会議等

における連携のみならず、事務職員間で普段の業務で気になった学生の情報を共有してい

る。このような指導にもかかわらず、休学・退学を申し出る学生に対しては、演習担当教員

や担任教員又は教務・学生課職員による面談や指導を行うことで、退学者にも将来の展望を

踏まえた進路変更となるよう丁寧な対応を心がけている。また、休学者に対しては、連絡を

継続して、状況に応じ早期の復学を促している。 

さらに、各学部教授会、学生委員会、教務・学生課が連携して、退学者を減らすために学

生の個別指導を強化してきた結果、この3年間は退学者が一定の減少傾向になっている

が、まだ改善の余地があると考えている。現在、学生委員会が中心となって、退学者をさ

らに減少させるために退学の事由等を分析して、部長会を通じて全学的に情報共有を行

い、改善策を検討している。留年者については、留年が決定してからも学生と保護者の意

向を踏まえ、演習担当教員や担任教員が、必要に応じて学部長・学科長も交えて卒業・進

級に向けた話し合いを持ち、就職も含めた個別の支援を行っている。停学者については、

処分の検討を行う学生委員会が中心となり、停学期間中に面談を行い、円滑な復帰を支援

している。 
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【総合経営学部】 

１ オフィスアワー制度 

オフィスアワー制度については全学的な取り組みと歩を合わせて、総合経営学部でも全

教員がこれを定め、研究室に掲示を行っている。 

２ スチューデント・アシスタント制度の活用 

総合経営学部において当該制度は、①新入生を対象とした教務（履修）相談会、②オープ

ンキャンパスでの模擬授業補助、③高校生の大学見学会での補助、④4 年生の就職先内定者

のキャリア系授業（3 年生対象）の補助などに活用している。 

３）担任制による学修支援 

総合経営学部の学生は1年生から4年生までゼミナールに所属する。中途退学者、停学者及

び留年者への対応策として、ゼミナールを通じて、出席不良の学生への声がけや面談、学

修相談等によって対応するとともに、これらの学生のデータを学部教員間で共有してい

る。 

 

【社会学部】 

１）担任制とオフィスアワー 

社会学部の特徴として担任制がある。１人の教員が各学年の学生２～３人を担任し、学業

から卒業・就職まで支援していく。平成 26 年度からは、月 1 回の担当教員による面談日（毎

月第 1 水曜日）を定め、毎月、オフィスアワーとは別に全ての学生に面談を実施している。

一方で、欠席が多い学生、単位取得数が少なくなりそうな学生に関して、担当教員が随時面

談を行って指導をしている。この取り組みは学力不振でついていけない学生を最小限に止

めること、さらには退学者を減少させることにつながり、有効であると評価している。 

また、オフィスアワーについても、各教員が研究室前にオフィスアワーの時間帯を掲示し

ている。 

２）上級学生の活用 

学部学生間による相互補完的な学習効果を考慮し、上級生を下級生のゼミに動員するこ

とを行っている。例えば、「就活実践演習」や「ソーシャルワーク実習指導」では就職活動

や現場での実習を終えた上級生が下級生に対し、就職活動や実習の体験を踏まえて報告や

助言を行う機会を設けるなどの取り組みもなされている。 

３）教授会報告 

出席や成績が不振な学生の名簿を作成し、記載されている学生の担任教員が、その学生の

近況を報告することにより、個々の学生のニーズを学部教員全員で共有するとともに、その

学生が受講している科目を担当している教員が適切な支援を行うことを可能にしている。

さらに、個々の学生の出席、取得単位、連絡先、及び就職に関する希望などの情報は、学期

ごとに学生台帳としてまとめられ、各教員が学修支援の基礎情報として有効に使用してい

る。 

４）学生支援会議への参画 

 学生委員会主催で、支援が必要な学生（障がいのある学生含む）のための学内外の関係

者が集まり、支援方針を確認する会議が開催され、その会議に参画した。 
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【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部では、次のように学修支援の充実を図っている。 

１）オフィスアワー制度 

 本学部の教員は、一般に大学での滞在時間が長く、いつでも学生の相談に対応するという

気持ちでいるが、授業や会議で研究室を離れることも少なくない。特に 1、2 年次の学生が

気軽に質問や相談のため教員を訪ねることができるように、平成 26 年度よりオフィスアワ

ーの制度を設けた。各教員が対応可能な時間を設定した上で、研究室の入り口に時間と趣旨

を書いて掲示すると同時に、学部教員全員のオフィスアワーのリストを学生用掲示板に掲

示している。 

２）中途退学者などへの対応策 

中途退学者などを出さないようにするため、学習アドバイザーが日頃から勉学、学生生活、

進路などに関する相談に応じ、指導を行っている。 

また、「経済的に修学困難な方に対する奨学制度（経済特待）」の対象者となった学生は毎

年度、更新の申請が必要であるが、特に初回の更新時（2 年次）には申請を忘れがちである。

更新できなかった場合、勉学の継続が困難になり退学せざるを得ない状況に陥ることも予

想されるため、学部として更新の申請状況を把握し、学習アドバイザーを通じて個々の学生

を指導するようにしている。 

３）スチューデント・アシスタントの活用 

演習系の授業で教員のみによる指導では個別の学生への対応が不十分な場合や、立場の

近い上級生による下級生の指導が有効な場合などに、授業補助としてスチューデント・ア

シスタントを活用している。また新入生入学時のオリエンテーションでもスチューデン

ト・アシスタントを積極的に活用し、新入生と在学生の交流を促すことで、新入生が早く

大学になじめる環境を作るよう、取り組んでいる。 

 

【薬学部】 

本学では身体に障がいのある者に対して、個別対応にて受験の機会を提供するよう配慮

している。身体に障がいのある学生が本学への入学を希望する場合には、入学試験前あるい

は入学後に本人もしくは保護者からの申し出を受け、面談などにより必要な対策を相談す

ることにしている。大学側は障がいの程度を把握すること、入学希望者側は学内設備や入学

試験時の配慮を確認しておくことが必要であるが、極めてプライベートな情報であり、情報

管理について支援体制とともに整備を進めている。 

現在は、「青森大学における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針」を基

に、学生委員会が主となり、特別な支援を要する学生への対応の流れを取りまとめ、全学教

員に周知済みである。 

 本学は歩行が不自由な学生の受入れ実績があり、施設・設備については、講義に使用する

教室のある建物の玄関から教室まで車イスを使って行けるように車イス用のスロープを整

備しているほか、教室内、レストランも同様に整備している。またバリアフリートイレを設

置している。さらに、学修・生活上の支援については、学生委員会が主となって取りまとめ

た「特別な支援を要する学生への対応について」の方針にしたがって、障害をもった学生と
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持病をかかえた学生、その他支援が必要だと思われる学生に対し、個別対応する体制として

いる。 

一方、オフィスアワー制度については、全専任教員が週１回以上の時間帯（非常勤講師に

ついては授業の前後で対応）を設定し、薬学教育科目における個々の学習状況に応じた履修

指導・学習相談の機会を設けている。オフィスアワーは指定した時間に各教員の研究室で行

い、学生は当該時間内であれば予約なしで訪問できることを原則としている。開設時間と場

所は学内の掲示板でも確認でき、学生にも周知されている。学生はオフィスアワーの時間以

外にも教員を訪ねて指導や支援を受けており、これには本学の学生と教員の距離の近さが

影響していると考えられる。 

 定期試験不合格者に対しては補講受講を行っている。留年生対策としては、未修得科目の

単位修得を目指して担任とともに、例年「留年生のためのオリエンテーション」を薬学部と

して例年開催して目標を定めさせる指導を行っている。なお、卒業延期生等に対しては、終

日利用できるよう専用の教室 5306室、5528号室を確保している。 

 

（2）現状の評価 

学修支援を満たしている。 

（3）将来の展望 

【全学】 

学修支援と授業への支援については、これまでの体制を継続していくだけでなく、今後は、

以下のような内容について改善する計画である。 

オフィスアワーの活用状況が必ずしも十分ではない原因を分析し、学生に学生支援制度

として理解され、かつ、利用されやすい仕組みに改善する。 

各科目における教育効果をさらに高めるために、学生の「授業アンケート」や「学修時間・

学修行動調査」等から得られた情報を基にシラバスを改善する PDCAサイクルを整備し、教

務委員会と FD委員会が連携して運営していく。各科目の特性や学生のニーズ等に応じた授

業実践をさらに増やす工夫として、「基礎スタンダード」の各種のオムニバス科目を FD活

動の一環として活用して、担当する教職員グループで授業設計・実践・振り返りを行って、

アクティブ・ラーニングの開発・共有を進めていく。 

退学率の低下では、一定の成果を上げているが、より安定的に退学・休学を予防できるよ

う、教務委員会と学生委員会が中心となって、欠席及び学業不振の学生への早期指導のシス

テムを全学的に整備していく。 

「学生中心の大学」を一層推進するため、スチューデント・アシスタントをより多く認定・

活用して授業支援を拡充していく。スチューデント・アシスタントの意義や認定条件等をよ

り具体化して全学に周知し、スチューデント・アシスタントの養成を活発化するとともに、

スチューデント・アシスタントを活用した授業参観等の研修機会を積極的に増やしていく。 

 

【総合経営学部】 

教員と職員の協働について、今年度初めて新入生を対象に開催して好評を得た教務（履修）
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相談会は、次年度以降は対象を全学年に拡大して継続して実施する予定である。 

課題であった「履修の変更や解除などの事務手続きの簡略化」は、平成 30 年度の新シス

テム導入により、学生自身がシステム上で履修の変更や解除ができる予定であることから、

解決の見通しが立っている。 

学生状況の把握については、教員と職員とがより一層データ共有の充実化を図ることを

目的として、今年度から「学生対応記録」を付け始めた。学生面談の時のみならず、学生の

保護者との「情報交換会」など様々な機会での活用が見込まれるため、継続して取り組む計

画である。 

 

【社会学部】 

入学生が増えたことに伴い、学生ニーズの多様化が進んでいる。こまめな学生情報の共有

と指導方針の統一を図っているが、十分ではない。 

よって、よりきめ細かな対応によりまず 1 年生の不本意入学生の退学者や留年生を減少

させたい。具体的には、１年次に少人数クラスでの演習を設定し、担任制と併用しつつ複数

教員が学生に常にかかわる体制を構築することである。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部では、学部創設時から学習アドバイザー制度を設け、学生の様々な

相談に応じてきた。また、平成 26 年度よりオフィスアワー制度を新設し、学生に対する学

修支援をより一層強化できるような体制を取っている。入学生の習熟度も多様化が進んで

行く状況を踏まえ、個々の学生にきめ細かく対応して行くことが今後もますます重要とな

る。 

 

【薬学部】 

教員の FD活動への参加等を通じ、事務組織との連携・協働した資質・能力の向上が図ら

れているほか、セミナー、イベント等の外部参加者を対象にした行事は全て事務員・教員が

協力して行う体制となっている。課題は、実務家教員が最新の医療に対応するための現場機

会や研鑽の機会が必ずしも十分ではないことである。 

 学生もしくは保護者の申し出に応じ、障がいのある学生に個別対応する修学支援体制も

整っており、関連する学内各部署が協働して必要な措置を講じている。また、ハラスメント

防止に関わる規程・相談窓口および所管する組織も整備しており、これらについては、大学

のホームページに掲出しているほか、オリエンテーションなどの機会でも周知しており、い

ずれも適切に機能している。加えて、学生からの意見聴取の仕組みを複数設けており、問題

の性質に応じて学部または全学規模で検討・対応する体制が整っている。これらの取り組み

により、学生の抱える様々な不安や不満を可能な限り低減し、学業に専念できる環境づくり

に努めている。 

 ただし現状で顕在化していない問題、特に精神面での問題を抱える学生が相談に訪れな

いまま休学・退学に至るようなケースに対応しきれていない可能性が考えられるため、さら

なる対策を検討する必要がある。 

また２、３、４、６学年の健康診断受診率が極めて低い。受診が義務であることを学生、
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教職員全員に周知徹底するとともに、受診期間中は授業日の変更、授業時間の短縮を行うな

ど、受診が完全実施されるよう改善する必要がある。 

 

 

Ⅳ－3 キャリア支援 

（1）Ⅳ－3の現状 

Ⅳ－3－① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する支援体制の整備につい

て 

【全学】 

１）キャリア教育のための支援体制 

１ キャリア教育 

キャリア教育は、青森大学基礎スタンダードにおけるキャリアスキル（創成コア）として、

1年生に「キャリアデザインⅠAB」、２年生に「キャリアデザイン IIAB」、及び３年生に「就

職活動実践演習 AB」の３年間にわたる講義を体系的に実施している。 

表Ⅳ－2は、平成 29 年度の「キャリアデザイン IAB」、「キャリアデザイン IIAB」及び「就

職活動実践演習 AB」において実施した講義内容プログラムを示している。大学内の教員が

講師として就職の現状や課題を講義するだけではなく、外部講師を招き、就職活動に必要な

自己分析や面接指導、グループディスカッションの対策などを行っている。 

表Ⅳ－2 平成 29年度キャリア教育プログラム 

キャリアデザインⅠAB【1年前期】 

週 日付 内容 担当 

1 4月 7 日 ガイダンス 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

2 4月 14日 これからの私 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

3 4月 21日 自分を客観視する（1）SPI模擬試験の受験 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

4 4月 28日 自己実現と社会との関わり 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

5 5月 12日 仕事とやりがい 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

6 5月 19日 自分を客観視する（2）SPI模擬試験の解説 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

7 5月 26日 大学生で何をどう学ぶのか 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

8 6月 2 日 目標設定と実行計画づくり 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

9 6月 9 日 自分が一番影響を受けた人 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

10 6月 16日 キャリアインタビュー①準備 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

11 6月 23日 キャリアインタビュー②実行 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

12 6月 30日 キャリアインタビュー③振り返り 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

13 7月 7 日 自分の未来像を描く 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

14 7月 14日 大学でやるべきこと（マインドマップ作り） 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

15 7月 21日 目標設定と実行計画のブラッシュアップ 鈴木、船木、美濃、佐藤、白岩 

キャリアデザインⅡAB【2年後期】 
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週 日付 内容 担当 

1 9月 15日 ガイダンス 李、鈴木、船木、美濃 

2 9月 22日 ライフプラン設計 李、鈴木、船木、美濃 

3 10 月 6日 SPI模擬試験 李、鈴木、船木、美濃 

4 10 月 13 日 SPI模擬試験解説（非言語） 李、鈴木、船木、美濃 

5 10 月 20 日 SPI模擬試験解説（言語） 李、鈴木、船木、美濃 

6 10 月 27 日 主体的活動の勧めⅠ 李、鈴木、船木、美濃 

7 11 月 1日 ビジネスマナーⅠ（基本的なマナー） 李、鈴木、船木、美濃 

8 11 月 10 日 ビジネスマナーⅡ（電話・メールの対応） 李、鈴木、船木、美濃 

9 11 月 17 日 自己分析Ⅰ 李、鈴木、船木、美濃 

10 11 月 24 日 自己分析Ⅱ 李、鈴木、船木、美濃 

11 12 月 1日 面接演習（PREP 手法） 李、鈴木、船木、美濃 

12 12 月 8日 インターンシップの勧め 李、鈴木、船木、美濃 

13 12 月 15 日 主体的活動の勧めⅡ 李、鈴木、船木、美濃 

14 1月 19日 一般常識模擬試験 李、鈴木、船木、美濃 

15 1月 26日 グループワーク（先輩との座談会） 李、鈴木、船木、美濃 

 

２ インターンシップ 

インターンシップは、就職活動前の業界理解、企業理解のよい機会あり、内定に結びつく

可能性もある。近年、全国的にインターンシップを開催している企業が増加しており、早期

からのインターンシップへの参加を勧めている。これまでは、就職課が企業との窓口になっ

ていたが、学生個人で申し込む形態のインターンシップが主流となっており、インターンシ

ップの参加学生数を把握することが困難となっている。 

一般的なインターンシップは３日～５日程度の期間であるが、１日２日程度の短期イン

ターンシップも増加している。 

 

２）就職指導 

就職支援は、学長が示す方針に基づき、キャリア支援チームが具体的な方策を固め、それ

を基に就職課が実務に取り組むという体制で行っている。就職課では、就職担当職員が常時

在室し、学生の就職活動の悩みや企業情報などについて親身になって相談に応じている。進

学や専門技術・知識についての相談は担当教員やゼミ担当教員が対応している。 

大部分の学生は、就職課を訪問し最新の企業情報を収集しているが、就職課へ来ることが

できない場合は、担任教員やゼミ担当教員が相談に乗っている。 

表Ⅳ－3 は、就職指導に関する平成 29 年度の年間スケジュールを示しているが、学年に

応じて緻密な対応をしている。１年次においては、学生の就職に対する関心はまだ低いので、

キャリア教育の立場を踏まえつつ、早くから就職に関する意欲を醸成する必要から、本学で

は「キャリアデザインⅠ」（必修）の講義を開講しており、講義では実践的なキャリア形成
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のための教育に取り組んでいる。２年次、３年次においては、さらに、実践的な就職ガイダ

ンスを行っており、３年次の後半には具体的な就職活動を開始することとなる。薬学部の学

生に対しては、５年次が実務実習のため講義ではなく、就職ガイダンスで就職活動に必要な

情報を提供し、合同就職セミナーや個別企業説明会などを業界研究、企業研究の場としてい

る。 

表Ⅳ－4は、最近３年間の就職相談室を利用した学生の延べ人数を示している。就職活動

について支援を必要としている学生は多い。進路相談の他、履歴書やエントリーシートの添

削、面接練習などを希望する学生も多く、学生に応じた支援が必要となっている。 

 

表Ⅳ－3 就職指導年間スケジュール 

月 １年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次 ６年次 

４
月 

公務員講座説明

会 

公務員講座申込 

SPI 模試 

就職ガイダンス 

公務員講座説明

会 

公務員講座申込 

就職ガイダンス 

公務員講座説明

会 

公務員講座申込 

就職ガイダン

ス 

個別企業説明

会 

就職ガイダン

ス 

合同就職セミ

ナー 

就職ガイダン

ス 

合同就職セミ

ナー 

個別企業説明

会 

５
月 

ガイダンス（イ

ンターンシッ

プ） 

ガイダンス（イ

ンターンシッ

プ） 

ガイダンス（イ

ンターンシッ

プ） 

   

６
月 

ガイダンス（イ

ンターンシッ

プ） 

ガイダンス（イ

ンターンシッ

プ） 

ガイダンス（イ

ンターンシッ

プ） 

ガイダンス（身

だしなみ） 

   

７
月 

  SPI 模試    

８
月 

      

９
月 

  SPI 講座 東北地区私立

大学合同就職

セミナー 
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１０

月 

 SPI 模試 ガイダンス（身

だしなみ） 

SPI 講座 

就活アンケート 

就活アンケー

ト 

 就活アンケー

ト 

１１

月 

  業界研究 

SPI 講座 

   

１２

月 

  業界研究 

SPI 講座 

 就職ガイダン

ス 

 

１
月 

  業界研究 

SPI 講座 

   

２
月 

  SPI 講座 

３学部合同就職

セミナー 

   

３
月 

      

平成

３０

年４

月 

新入生ガイダン

ス 

在学生ガイダン

ス 

在学生ガイダン

ス 

在学生ガイダ

ンス 

在学生ガイダ

ンス 

合同就職セミ

ナー 

 

在学生ガイダ

ンス 

合同就職セミ

ナー 

 

 

表Ⅳ－4 就職相談室等の利用状況     （人） 

名称 ｽﾀｯﾌ数 

開室日数 

開室時間 

利用学生延べ人数 

備考 
週当たり 年間 

平成 27

年度 

平成 28

年度 

平成 29

年度 

就職課 5 5 235 8：30～17：00 358 567 457 スタッフは職員 

 

３）企業セミナー 
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表Ⅳ－5には、学生と企業の求人担当者との相談会（企業セミナー）の実施時期と参加人

数を示している。平成 29年度は業界研究を早期より企画し、実際に企業の方より業界や企

業の説明を伺う機会を増やした。企業セミナーは、企業の広報解禁が 3月 1日であるため、

その直前の 2月 28日に行っている。また、薬学部については、実務実習の終了後に行って

おり、就職活動の始まっている 6年生と、実務実習が始まる 5年生、進路を考える機会とす

るための 4年生を対象として実施している。 

 

表Ⅳ－5 企業セミナー 

年度 企業セミナー 備考 

平成 29 年度 

1 実施月日  平成 29 年 4 月 5 日 

2 参加企業    47 社 

3 参加学生     66 名 

薬学部 4・5・6 年

生対象 

学生数は延べ人

数 

1 実施月日  平成 29 年 7 月 12 日 

2 参加企業  8 社 

3 参加学生  20.名 

経営・社会・ソフ

トウエア 3年生対

象 

1 実施月日  平成 29 年 11 月 18 日 

2 参加企業  5 社 

3 参加学生  139 名 

経営・社会・ソフ

トウエア 3年生対

象 

1 実施月日  平成 29 年 12 月 9 日 

2 参加企業  5 社 

3 参加学生  117 名 

経営・社会・ソフ

トウエア 3年生対

象 

1 実施月日  平成 30 年 2 月 7 日 

2 参加企業  10 社 

3 参加学生  138 名 

経営・社会・ソフ

トウエア 3年生対

象 

1 実施月日  平成 30 年 2 月 28 日 

2 参加企業  103 社 

3 参加学生  89 名 

経営・社会・ソフ

トウエア 3年生対

象 

 

４）経営・社会・ソフトウェア 3年対象「就職活動実践演習ＡＢ」 

 平成 29 年度の「就職活動実践演習ＡＢ」では、より実践的なスキルを身に付けるため、

外部講師によるグループディスカッション演習の他、自己分析や面接指導。青森県ヘアアー

チスト専門学校やスーツの販売店等の協力を得て、頭髪から服装、持ち物までの身だしなみ

について指導を行っている。 

 

５）就職率 

平成 25年度から就職率は高い数値で維持されている。就職率は、各年度とも 90％を上回

る実績であった。薬学部に関しては、北東北の深刻な薬剤師不足を反映して、求人が殺到し

ており、求人に十分応じられない状態である。 



 

40 

表Ⅳ－6は、３年間にわたる就職率の推移を示している。ここでの就職率は、就職希望者

に対する就職者の数値である。また、この数値には各年度の秋季卒業生も含まれている。さ

らに、表Ⅳ－7は、平成 29年度の進路先の詳細な状況を示している。 

 

表Ⅳ－6 就職率推移(就職率＝就職者数／就職希望者数) 

学部 
学

科 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

卒業

者数 

就職

希望

者数 

就

職

者

数 

就職

率 

(％) 

卒業

者数 

就職

希望

者数 

就職

者数 

就職

率 

(％) 

卒業

者数 

 

就職

希望

者数 

就職

者数 

就職

率 

(％) 

総合

経営 

経

営 
56 53 48 90.5% 76 75 71 94.7％ 59 57 53 93.0％ 

社会 
社

会 
55 53 52 98.1％ 53 50 48 96.0％ 51 47 45 95.7％ 

ソフ

トウ

ェア

情報 

ソ

フ

ト

ウ

ェ

ア

情

報 

22 22 21 95.4% 22 22 21 95.5％ 16 16 13 81.3％ 

薬 薬 53 29 29 100% 68 47 22 46.8％ 42 41 29 70.7％ 

計 186 149 142 95.3％ 219 194 162 83.5％ 162 161 140 87.0％ 

                         卒業した年の 5月 1日現在 

※卒業者数には、秋季卒業生を含む。 

※平成 29年度より経営学部を総合経営学部へ名称変更を行った。 

 

表Ⅳ－7 卒業後の進路先状況（平成 29年度実績） 

（ａ）進路別卒業者数 

（人） 

 進路別卒業者数 全学 
総合経営学

部 
社会学部 

ソフトウェ

ア情報学部 
薬学部 

進学者 A 大学院研究科 1 0 1 0 0 

B 大学学部 0 0 0 0 0 
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C 短期大学 0 0 0 0 0 

D 専攻科 0 0 0 0 0 

E 別科 0 0 0 0 0 

就職者 正規の職員・従業員、自

営業主等 
140 53 45 13 29 

正規で職員等でない者 0 6 7 0 0 

臨床研修医 0 0 0 0 0 

専修学校・外国の学校等入学者 1 1 0 0 0 

 一時的な仕事に就いた者 0 0 0 0 0 

上記以

外 

進学準備中の者 1 0 0 0 1 

就職準備中の者 19 4 2 3 10 

その他 5 1 3 0 1 

死亡・不詳の者 0 0 0 0 0 

計 193 76 53 22 42 

就職希望者数 194 75 50 22 41 

※就職希望者は、学校基本調査の就職者＋就職準備中の合計 

 

（ｂ）産業別就職者数 

 （人） 

産業別就職者数 全学 
総合経営学

部 
社会学部 

ソフトウェ

ア情報学部 
薬学部 

A 農業、林業 0 0 0 0 0 

B 漁業 0 0 0 0 0 

Ｃ鉱業 0 0 0 0 0 

Ｄ建設業 0 0 0 0 0 

E 製造業 8 5 2 1 0 

F 電気・ガス・熱供給・水道 13 2 3 8 0 

G 情報通信 4 3 1 0 0 

H 運輸業、郵便業 7 5 2 0 0 

I 卸業・小売業 31 17 14 0 0 

J 金融業・保険業 3 1 1 1 0 

K 不動産業、物品賃貸業 1 1 0 0 0 

L学術研究、専門・技術サービス業 2 2 0 0 0 

M 宿泊業、飲食サービス業 4 2 2 0 0 

N生活関連サービス業、娯楽業 1 0 1 0 0 

O教育・学習支援業 11 5 3 3 0 

P 医療・福祉 42 2 11 0 29 

Q 複合サービス業 0 0 0 0 0 
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Rその他サービス業 1 1 0 0 0 

S 公務員 11 7 4 0 0 

T 上記以外のもの 1 0 1 0 0 

計 140 53 45 13 29 

※上記「進路別卒業者数」のうち、「就職者」について産業別に示した 

 

【総合経営学部】 

・ 教育課程内外を通じた社会的・職業的自立に関する指導 

総合経営学部では、建学の精神及び基本理念に則り、社会や地域に貢献できる人材づくり

を目指して、確かな教養、専門的知識、技術の習得に努め、実践的な教育を行っている。学

部においても「演習」（基礎演習・専門演習）ではルーブリック体系にもとづき、専門必修

科目、専門コースを通じて培われる知識の活用能力、課題探究力、問題解決力など総合的な

見地から学生たちの能力育成に努めている。キャリア教育課程の強化が図られる一方で、教

員ならびに職員に対する参加意欲と知識適合性は年々、高まりつつあり、さらなる日々の実

施体制の改善と充実が図られつつある。またキャリア教育の強化に伴い、内定学生が後輩に

向けたアドバイス（成功体験のフィードバック）を担う場面も増えてきている。 

・ 教育課程における社会的・職業的自立に関する指導 

簿記会計や情報処理関連の科目においては、資格取得のための特別講座も開設されてい

る。また教育課程において「キャリアデザインⅠ・Ⅱ」を設け、キャリア意識の向上、就職

活動の実践力を育成するため、基礎スタンダード科目講義「就職活動実践演習 AB」が教育

課程に編入されている。 

・ 教育課程以外での社会的・職業的自立に関する指導 

総合経営学部ではキャリア支援チームと演習担当教員が連携しながら、３年次の後半か

ら 4 年次にかけて、就職・進学ならびにキャリア支援のための活動を展開している。具体的

には、学部のキャリア支援チームによって就職状況の把握、演習担当教員への情報提供、演

習担当教員からキャリア支援チームや就職センターに向けたフィードバック情報の提供、

就職センターやキャリア支援チームの委員ならびに演習担当教員から学生にむけた助言

（履歴書作成・添削、エントリーシート作成、面接試験への心構え）、就職相談（個人面談、

学生個人についての就職活動の把握）が実施されている。またインターンシップや業界ごと

に特化させたセミナーの充実も図られるなど、キャリア教育の品質向上にむけた試みが

日々、行われている。むろん学生に向けた指導は、演習の時間外にも行われており、就職・

進学に対する相談・助言体制がオフィスアワー制度などを通じてフェイス・トウ・フェイス

で営まれている。 

以上のように教育課程におけるキャリア教育、キャリア支援チームと就職センター、そして

演習担当教員が連携して取り組んできたキャリア意識の形成、ならびに教員と職員が一丸

となったきめ細やかな就職・進学支援体制により、総合経営学部の就職率は平成 28 年度

94.7％であった。 

 

【社会学部】 
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基礎スタンダード科目 3年生対象「就職活動実践演習 A/B」について 

従来は経営学部・社会学部の独自の 3 年生対象の就職関連科目を実施して教学における

就職指導を展開してきたが、一昨年度からは青森大学スタンダード科目として薬学部を除

く経営学部・社会学部・ソフトウェア情報学部の 3年生を対象に通年で「就職活動実践演習

A・B」を実施しており、今年度では後期に集中して「就職活動実践演習 A/B」として実施し

た。 

担当の教員は、社会学部が佐藤・鈴木、鳥谷部、ソフトウェア情報学部が白岩、李、非常

勤の中崎の 6名がそれぞれ担当した。ほぼ毎週授業が行われる前に打ち合わせを行ったが、

就職課員も加えて合同で行った。授業では、後期以降の実践的な活動前の準備期間と捉えて

授業を展開した。具体的には就職課より就活の流れに関することやインターンシップ説明

会なども併せて行った。 

授業は、外部講師（月一回程度）の全面的な支援を受けて「就職活動実践演習 A・B」が行

われ、エビデンスのスケジュールにもある通り、金曜日のみならず土曜日も実施するなど、

変則的に授業を実施し、学内や青森市内で業界研究会を行って学生に参加させることとし

た。授業の回数は、25 回（全体の時間数 43時間）近くになるものと考えられる。授業は就

職課と教員スタッフの双方で連携して実施した。 

目標としては、これまで以上の質的な面での結果を各学生が出すことをねらいとして、最

初に SPI試験を実施して、SPI試験の実力や性格上の強みや弱みを各自に認識してもらい自

己紹介の際にこれを有効に役立つように外部講師に解説してもらった。外部講師よりは 2時

間続きのグループデスカッションを実施するとともに、自己分析に関しては、2日間連続し

てグループデスカッションを行うなど、ハードな授業を展開した。さらには面接指導も複数

回実施し、見た目管理を実際に身につくまで行った。毎回の授業終了時には、大学側ではポ

ートフォリオを学生から記入してもらった。29 年度では、スタッフ以外の教員に応援を求

めたのみならず、4年生の内定者に自己点検やグループデスカッション、面接対策などの授

業に SAとしてアルバイト代を出して協力してもらったことが大きいと考えられる。 

（社会学部の就職について） 

社会学部就職委員会は、全学で実施されている就職委員会と就職課と密接に連繋をとり

ながら、①学部内の就職指導をいかに行うのか、ということと、②最終的には社会学部内に

おける各学生の就職内定率の向上をいかに達成するか、ということで努力している。 

毎月実施される教授会においては、各委員会報告において別紙の通りの報告書を作成し、

席上で報告し、情報を共有している。 

１）就職委員について 

   平成 29年度の社会学部の就職委員は社会学科より、合計で 4名の就職委員から構成され

ている。また、全学において必要に応じて開催される「就職支援推進チーム」には、社会学

科から 1 名が出席している。就職課より毎月の内定率と連絡事項をまとめて教授会で報告

して、情報を共有している。 

２）社会学部における就職指導体制について 

   平成 29年度の社会学部独自で実施されている就職指導体制はおおむね以下の通りになる。 

（3年・4年の担任制）平成 24年度からは社会福祉学科（現在は社会福祉学コース）の教員

も加わって 1 年生から 4 年生まで実質的な担任制が設けられたが、この担任制によって就



 

44 

職指導が基本的には展開され、各学年の担任が責任をもって就職指導を行っている。最も重

要な 4年生の就職指導にあっては、昨年度の実績では、年間で７回程度担任により就職面談

を実施し、その結果を就職委員や就職課に随時報告し、平成 29年度もおおむねこの回数で

就職の面談を行い、就職課などと連携して、結果として社会学科の就職内定率は、毎年 90％

以上に達している。 

面談したした結果報告は簡便化した形で各先生に提出してもらっているが、担任による

指導が希薄である場合は、可能な限り就職委員がフォローしている。 

３）就職内定率の向上について 

近年の社会学科の卒業生が 90％以上の就職内定率が達成できてはいるが、就職課が当初

目標としていた夏休み前に内定率を約 80％達成することは達成できていない。その理由と

しては福祉関係の就活や公務員試験などの受験などで就活が長引いているからである。な

お、未内定者の指導については、就職課のみならず、ハローワークのスタッフによる就職相

談会などが重要なものとなっている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ア）就職指導体制について：ゼミ担当教員と学部就職委員との連携 

ソフトウェア情報学部では、学生は 3 年の 4 月から研究室に配属となる。3 年次の創作ゼ

ミナールおよび 4 年次の卒業研究を原則として同一研究室において実施する。研究室のゼ

ミ担当教員が学習アドバイザーであり、同時に就職指導担当教員ともなる。学部就職委員（2

名）は、キャリア支援チームおよび就職課と緊密に連携をとると共に、各研究室のゼミ担当

教員とも連携しながら、3 年次および 4 年次の学生への就職活動支援を実施している。ゼミ

担当教員の普段の就職指導に加えて、学部就職委員により別の角度からの肌理の細かい就

職指導を行っている。具体的には 4 年生の就職希望者全員に対して、学部就職委員による

就職活動状況について面談を実施している。前期、5 月から 7 月にかけて集中的に実施し、

さらに後期にも就職未内定学生に対して実施している。面談の内容については、個人情報に

関わる個所を除いて、学部内の教員に知らせて就職に関わる学生情報を学部内で共有して

いる。 

イ）就職支援について 

 ソフトウェア情報学部におけるカリキュラムの内、就職支援を旨とする授業科目は「情報

と職業」および「学外実習」の 2 科目である。どちらも３年次の科目である。 

 「情報と職業」では、インターネットによる検索を実施して、情報関連業種・職種の調査

を行っている。また「学外実習」は首都圏において開催されるソフトウェア関連の展示会や

イヴェントを視察する必修科目である。平成 29年度は 10 月 3日～4日の 2 日間、「CEATEC 

ジャパン 2017」（幕張メッセ）に参加した。事前の調査、企業による展示に向けての質問

事項の準備、名刺の作成およびレポート提出を課している。情報関連の展示会見学を通して、

情報技術に関する最新動向、情報技術を扱う企業や業界、さらには社会人としてのマナーを

学ぶことを目的としている。 

ウ）インターンシップ参加実施について 

「キャリアデザイン」および「就職活動実践演習」の講義、あるい 

は就職課の呼びかけに応える形で、企業のインターンシップに参加したソフトウェア情報
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学部学生があった。学生の職業への意識向上や、採用時における企業と学生のミスマッチを

解消して、早期離職を防ぐ有効な手立てと考えられる。これらの体験は、直接参加企業への

採用選考に繋がらないかもしれないが、採用面接における「学生時代に力を入れたこと」へ

の質問に対する有力な解答になり得る。今後も学生へのインターンシップ参加奨励を継続

していく必要がある。 

 

【薬学部】 

薬学部は、薬学に関する基礎的及び専門的な知識、豊かな人間性と高い倫理観、解決能力、

現場での実践力などを兼ね備えた薬剤師を養成するための教育を行っている。キャリア教

育において、卒業後自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るべく、教育課程に

おいては、次に記載するキャリア形成教育科目を入学当初から順に導入する一方、教育課程

外においても、事務局就職課と連携してカリキュラムに導入し、職業観・人生観の醸成を図

っている。 

１）教育課程： 

薬学部キャリア教育関連科目：キャリアデザイン IＡ、キャリアデザイン IＢ、実務実習

事前実習、就職活動実践演習 A (地域医療管理学)、就職活動実践演習 B（病院薬局学、保険

薬局学） 

１年次 「薬学概論Ⅰ・Ⅱ」：早期の職業体験（Early exposure）を実施。病院薬局及び

調剤薬局訪問、薬草園見学などの体験学習を通して薬剤師の仕事に触れさせ、学生には、そ

の都度レポートを提出させている。薬学概論Ⅰでは、薬学部を卒業して、薬剤師免許を取得

した場合の免許を生かすことができる職種についても学ぶことができる。 

３年次 「キャリアデザインⅡＡ（薬倫理学）」：薬害・公害を中心とした健康被害の事件

を経験者から学ぶ教育をしている。特に、サリドマイド被害患者を招聘した講義は注目され

ている。 

４年次 「キャリアデザインⅡＢ（臨床コミュニケーション学演習）」： 医療現場におい

て、コミュニケーション能力を向上させるためには何が必要かについて考え、患者の立場に

立ったコミュニケーション手法について学んでいる。「実務実習事前学習」：前期で開講して

いる。これは、５年次に合計５か月間行う実務実習に備えるべき内容を含んだ科目である。

キャリアガイダンスという名称はついていないが、学生は実務経験者から卒業後の仕事（時

と場合に応じた対応など）について学ぶ機会を持つことができる。 

５年次 「就職活動実践演習 A (地域医療管理学)」：薬学とつながりのある在宅療養管理

体制を専門分野の指導薬剤師を招聘して講義及び演習形式で学んでいる。「就職活動実践演

習 B（病院薬局学、保険薬局学）」: 病院薬局学では、病院薬局の機能とその役割、病院調

剤の流れ、さらに臨床試験体制を学ぶ。保険薬局学では、薬剤師の品位と信頼される行動を

学ぶ。調剤の具体的な業務内容を知る。特殊医薬品の管理体制を学ぶ。 

２）教育課程外： 

「就職ガイダンス、業界・職種研究、就職試験対策講座等各種就職支援」 

就職支援は、就職課と就職委員の教員が中心となり、各種就職に関する情報の伝達を行い、

外部情報を学生に伝えた。4月には新 5年生および新 6年生を対象とした就職セミナーを実

施した。それを基にして、6年生は就職活動を開始した。企業説明会は随時行い、就職課お
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よび指導教官は、進路である就職に関するアドバイスを行なった。12 月に薬学部 5 年生を

対象に就職ガイダンスを開催し、実務実習での経験を活かして、企業研究を行わせた。 

薬学部においては地方の薬剤師不足を反映し、常に求人募集がある。従って、その中から

学生ひとりひとりに適した就職先を選択させることが重要となってくる。そのため、就職を

希望する学生に対し、個々に企業説明会を開催するなど、きめ細かい対応を行っている。 

「インターンシップ」 

薬学部では、現在、薬学部のカリキュラム上で、特にインターンシップという名目の授業

は行っていないが、5年次に薬局実習を 2.5か月間、薬局実習を 2.5か月間行っている。こ

れらの実習によって、学生は実習項目を現場で学ぶとともに、医療現場における薬剤師の役

割についても学ぶことになる。一方、希望する学生に対しては、就職委員が就職課と連携し

ながら、希望薬局、希望企業等へ斡旋の努力をしている。 

「薬剤師と学生との座談会開催」 

29 年 1 月に本学薬学部 4 年生と、青森市内で働く本学出身薬剤師との座談会を開催した。

参加学生は、薬剤師国家試験に向けての心構えや将来の薬剤師像について現役薬剤師と意

見交換できて大変有意義であったとの感想を述べている。 

 

（2）現状の評価 

 キャリア支援を満たしている。 

（3）将来の展望 

【全学】 

 現在、「売り手市場」と言われるくらい求人状況は良い状態である。企業も採用の意欲が

あり、本学で開催する企業セミナーへの参加企業は増えている。しかし、企業の採用基準に

変化はなく、学生うちに一般教養やコミュニケーションの力、表現力等を身につけてほしい

と考える企業は多い。キャリア系の授業では SPI や履歴書対策、面接対策等実践的な内容

を行っているが、企業に求める学生の能力はキャリア系の授業だけで身につくものではな

い。1 年生からの普段の授業から少しずつ身につける指導が必要であると考えている。 

最近の傾向として低学年からのインターンシップを重要視している。本学は、インターン

シップに取り組む学生は非常に少ないが、今後、インターンシップに関しての就職セミナー

やガイダンスを実施し、インターンシップへの参加を促していきたいと考えている。 

 また、支援が必要な学生や配慮が必要な学生が増えている。一般的な大学生の就職活動が

困難な学生であり、専門の就労支援施設等と連携をしながら、学生個人の資質や能力に合わ

せた進路指導が大事になっている。 

 

【総合経営学部】 

今後の就職支援ならびにキャリア教育の一層の充実は、就職センターを中核としたキャ

リア支援チームと演習担当教員間における取り組み如何にかかっている。キャリア支援チ

ームは就職意欲が弱く、就職ガイダンスに積極的に参加できない意識の低い学生たちにも

歩み寄り、時間をかけて向き合い、彼等のキャリア意識の向上に努めていかなければならな
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い。学生を就職活動から脱落させない視点より捉えれば、今後の検討課題は、① 学生との

コミュニケーション強化を日々、はかるための改善が必要である。例えば、就職情報ML が、

配信されているが、この仕組みを通じて学生は、就職情報をリアルタイムで獲得している。

がしかし、学生一人に一つのアカウントが支給されていても、メールボックスを何らかの理

由で確認できない（確認しない）４年学生も散見される。 

 

【社会学部】 

今年度で青森大学基礎スタンダードの科目「就職活動実践演習 A/B」として実施されて 2

年目になるが、後期から外部講師を入れて、ガイダンスを実施した。内容はこれまでの就職

ガイダンスに比べてかなり実践力が身につくガイダンスになっている。実際の結果に関し

ては、平成 30年度の 6・7月になってみないと不明であるが、実践力の身についた学生が力

を発揮すれば、それなりのいい結果が出るものと期待される。 

初回のガイダンスにて授業には休まずに全部出ることを強調したが、一部の学生が欠席し

たことは今後の課題として残るところである。 

さらに就職課と授業担当者の連携が必ずしもうまくいっているとはいえず、今後の大き

な課題と言える。 

今後の課題は今しばらくは外部講師の助力が必要であると思われるが、近い将来は外部

講師の力を借りなくても、自前で指導できる体制をいかに構築することができるかが非常

に重要になっているといえる。そのためにも就職課と授業担当者の実質的な連携が強く求

められている。 

担任制による就職指導体制は確立しているが、担任によって若干温度差も見られること

から何らかの対策を取って各担任の意識を高めてもらう努力が必要となっている。 

毎年 90％以上の社会学部の内定率を上げていることはある程度評価できるが、今後質の

向上が一層求められる一方、卒業後の数名の未内定者については卒業後も引き続き就職委

員などにより内定がとれるまで就職を指導することが必要であると言える。さらに内容や

質の向上に関しては、さらに一層個別指導の徹底を図っていく工夫が求められているので

この点の課題を今後クリアする必要があると考えられる。 

なお、卒業後に内定は取れたにもかかわらずその後数年以内にミスマッチなどにより会

社などを辞めてしまう例も聞かれるため、学生に対して就活の準備を一層強化するように

指導する必要がある。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

今年度の 4 年生は 1 年次より、就職を意識した「キャリアデザイン」および「就職活動実

践演習」講義、その他の「青森大学基礎スタンダード」科目において、総合経営、社会、ソ

フトウェア情報 3 学部合同でのグループワーク等を実施して来た。学生たちは、初めて会

った他学部の学生と協力して作業を進めるという経験を積み上げて来た。その結果就職活

動を積極的に推し進めた。その結果、平成 29 年度の民間企業への就職率は 90.9%の値とな

った。 

また、今年度は教員志望の学生が 4 名と多く、臨時採用を含めて、希望者全員が青森県内

の私立高校、市立または私立の中学へ就職した。 
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さらに、昨年度から平成 29 年度へかけて、学生が県内外における企業との連携に取り組

む企画が数多く実施された。このような外へ向けての積極性を持つ学生の育成が今後非常

に重要になると考えられる。例えば、青森県内 IT 企業と 3 年生および 4 年生の学生が共同

で「障害児訓練用アプリ」の開発を継続している。さらに弘前市の NPO 法人の協力のもと、

実証実験を実施している。あるいは、2020 年度からの初等教育におけるプログラミング必

修化を見据え、3 年生による小学生向けプログラミング体験教室を実施した。このような形

での学部と企業等の連携を進めることが、学生の就職支援においても将来の重要な方向性

を示していると 

思われる。 

 平成 29 年度ソフトウェア情報学部卒業学生の民間企業就職内定先の内、情報サービス業

および製造業を合わせると 90%の高い率となっている。どのような業種・職種に進むとし

ても IT の知識・技術は不可欠ではあるが、学部として、IT や情報に関連した仕事の魅力を

さらに学生にアピールして、情報関連企業への就職をさらに確固とすることが今後の課題

である。 

 

【薬学部】 

薬学部卒業生の就職状況については、国家試験に合格して薬剤師免許を取得すれば間違

いなく就職できる状況にある。その意味では、就職率は、薬学部開設以来 100％である。 

本学卒業生の平成 28 年度の就職先は病院 4 名 18％、薬局 16 名 72％、公務員 1 名 5％、進

学 1名 5％であり、ほとんどが薬剤師免許を活かした職種となっている。 

本学薬学部の課題は、地元に継続的に一定数の薬剤師を輩出し続けることである。そのた

めには、入学者の確保と基礎学力に問題を抱える入学生といえども親身な指導により学力

の向上を図る必要がある。企業セミナーへ低学年から参加することは、自らの将来の社会

的・職業的独立について考えさせる良い機会であり、今後とも継続していく。教育課程にお

いて、入学直後にはキャリアデザインについて考えさせる教育を行っているが、２～３年次

では、このような教育の機会が設けられていない。この時期の学生にも薬学専門科目の他に、

各年次でキャリア教育が必要であろう。そのためには今後薬学領域の外部講師を招いた特

別講義や講演会を開き、学生を積極的に参加させることを検討する。同窓会をこれまで以上

に活用して、本学薬学部を卒業した先輩の薬剤師からの話を聞く機会をもつとともに意見

交換を行うことも必要である。本年度は 1 月に本学薬学部 4 年生と青森市内で働く本学出

身薬剤師との座談会を開催したが、このような催しを定期的に開催し、薬剤師としての将来

像を見据えることで、学生のやる気につながることを期待している。 

 

Ⅳ－4 学生サービス 

（1）Ⅳ－4の現状 

Ⅳ－4－① 学生生活の安定のための支援について 

（１）概要 

１）学生サービスのための組織 
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学生サービス、厚生補導、生活指導は、教務・学生課が担当しており、通常のサービスは

もとより、問題事項が発生した時はいち早く対応している。教員組織としては、学生委員会

が組織されており、教務・学生課と連携して学生サービスや生活指導を全学的に行っている。 

２）学生に対する教員の相談窓口 

全学的には、学習支援センター及び教務・学生課が学生の相談窓口を開設しているほか、

薬学部では平成 28年度より薬学教育センターを学部内に設置し、学習支援センター担当の

教職員がこれに対応している。また、「オフィスアワー」や、「担任制」などそれぞれの学部

が独自の制度を用いて対応している。総合経営学部は、「オフィスアワー」を設け、年度初

めにオフィスアワー一覧表を作成して掲示している。各教員の研究室の扉には、オフィスア

ワーの時間が明記されている。社会学部は、オフィスアワーに加え、「担任制」を設け、個

別の学生に対するきめ細かな指導を行っている。また、ソフトウェア情報学部では「学習ア

ドバイザー」制を、薬学部では「担任制」を設けている。これらの学部の教員は、授業のな

い時間は大部分研究室にいるので、学生は、研究室を訪ね随時相談している。 

このほか、ハラスメント防止対策委員会のもと、教務・学生課と各学部には相談窓口並び

に相談員を置き、委員会活動を通じて、ハラスメントについての、大学側から学生及び保護

者に対する説明責任を徹底させる方針を確認している。 

（２）奨学金 

本学では、次の３つの奨学制度を提供している。 

１）学業特待制度：学業特待制度は、学力入試学業特待、薬学部特別奨学制度、資格特待制

度の 3種類に分類される。 

学力入試学業特待は、入学試験及び編入学試験において、成績優秀な者に対して授業料全

額免除あるいは授業料半額免除（学業特待）を与えている。原則として４年間（薬学部は６

年間）又は編入学した時点以降の標準就学期間の授業料の全額免除又は半額免除とするが、

毎年度審査を行い、在学中の成績が著しく低下した場合には取り消す場合がある。 

薬学部特別奨学制度は、学校法人青森山田学園が設けた制度であり、入学試験の成績優秀

な者に対して a.授業料全額免除、b.授業料半額免除+授業料半額無利子貸与、c.授業料半額

免除を与えている。 

資格特待制度は、推薦入試・AO 入試・大学入試センター試験利用入学試験・一般入学試

験において適用される特待制度で、総合経営学部（日本商工会議所簿記検定試験 1級又は 2

級の合格者並びに全国商業高等学校協会簿記実務検定 1 級の合格者、基本情報技術者試験

の合格者）、社会学部（介護福祉士の有資格者、訪問介護員養成研修、介護職員基礎研修、

介護職員初任者研修、実務研修のいずれかを修了した方、特例高校で介護福祉士の指定科目

を履修した方）、ソフトウェア情報学部（応用情報技術者試験の合格者、基本情報技術者試

験の合格者）、また、３学部共通で（ビジネス文書実務検定２級以上の合格者、パソコン利

用技術検定１級及び２級の合格者、情報処理検定ビジネス情報部門１級及び２級の合格者、

情報技術検定１級及び２級の合格者、実用英語検定２級以上の合格者、日本漢字能力検定２

級以上の合格者）入学試験受験時に上記括弧内の条件を満たしている学生に対して、授業料

全額免除又は授業料半額免除が与えられる。 

２）経済的に修学困難な方に対する奨学制度（経済特待制度）：勉学に強い意欲がありなが

ら、経済的な理由で修学するのが困難な学生に対して、授業料を半額免除する制度（経済特
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待）を、平成 20年に発足させた。授業料は、総合経営学部と社会学部の授業料は年間 64万

２千円、ソフトウェア情報学部は 98万円、薬学部は 130万円である。経済特待は、これら

の半額を原則として４年間（薬学部の場合は６年間）免除する制度である。申請には、保護

者の所得証明を提出させ、家族の所得確認を行い、経済特待審査委員会で審議し決定してい

る。この免除制度には返還義務はない。この制度に応募する者は、まず日本学生支援機構等

から奨学金を借りて、その上なお経済的に困難な場合に申請するよう指導している。なお、

授業料半額免除の場合、その一部について日本私立学校振興・共済事業団からの補助がある。

地域社会の経済状況悪化により、この制度の希望者は、表に示すように年々増加している。 

３）スポーツ・文芸特待制度：大学で学ぶ意欲と学力があり、スポーツや文芸に優れている

学生に対し、そのレベルに応じて授業料、各種納入金などの免除や減額を行っている。授業

料及び各種納入金の減免率等については、スポーツ及び文芸部の監督や部長を含む委員に

より構成される学生募集タスクフォースの議論を経て、学長の承認を得て決定している。   

上記の３種類の奨学金に加え、日本学生支援機構の奨学金を利用している学生は、非常に

多い。無利子のものは枠が制限されているが、有利子のものは希望者にほぼ全員貸与されて

いる。金額は月額 5万円から 14万円（薬学部）の間である。また、学生の出身地の地方自

治体が奨学金制度を設けているところもある。学生は、これらの奨学金制度を積極的に利用

している。さらに、保護者がリストラ、病気、死亡などにより、学費を払えない学生が毎年

生じている。この場合は、申請書を提出させて学費の延納を認めている。また、入学時以外

の年次でも経済特待の奨学金制度に応募させて認めることを行っている。 

 

奨学金制度の利用状況 

年度 経済特待制度 学業特待制度 日本学生支援機構奨学金 

平成 23 年 139 人 29 人 591 人 

平成 24 年 175 人 40 人 602 人 

平成 25 年 187 人 47 人 644 人 

平成 26 年 193 人 47 人 613 人 

平成 27 年 197 人 55 人 630 人 

平成 28 年 360 人 55 人 639 人 

平成 29 年 308 人 57 人 670 人 

（３）課外活動 

１）学生の課外活動（部・サークル活動、大学祭など）は、学友会を中心に行われている。

学友会は、学長が会長であり、正会員（学部学生）と特別会員（教員と事務職員）から構成

されている。特別会員は、学生に適切な助言を与える役割を担っている。 

学友会には、体育会と文化会があり、体育会には 25の部と 3つのサークルが、文化会に

は 9 の部と 13 のサークルがそれぞれ活動している。体育会の部では、部長（教職員）、監

督、コーチが指導に当たっている。文化会の部には、顧問（教職員）が配置され指導に当た

っている。年度初めに、各部に対して、活動上の必要経費を配分している。大学祭に際して

は、上記の経費とは別に、各参加団体に必要経費を配分している。 

２）毎年、各学部の学生委員会が中心となってスポーツ大会を開催し、教員と学生間の親睦
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を図っている。 

３）毎年、図書委員会主催で読書感想文コンクールを行い、教員が評価して、上位数名に学

長賞を授与している。 

（４）心身に関する健康 

１）毎年、全学生を対象に健康診断を行っている。 

２）学内の保健室には看護師が常駐し、学生の健康相談に対応している。 

３）心的支援を必要とする学生に対しては、まず担任教員又はゼミ担当教員と教務・学生課

事務職員が相談に応じ、さらに、社会福祉学科の精神保健福祉士の資格を持つ教員が助言や

指導を行っている。状況に応じて、最寄りの心療内科の診断・指導を受けるよう指導してい

る。また、こうした心理カウンセリングのための学生相談窓口の常設に向けて、学生委員会

の企画によって、外部専門カウンセラーの派遣を依頼し、事前予約制による学生相談を平成

25年度より実施している。平成 29年度も、通年で 19回の学生相談（心理カウンセリング）

を実施し、多くの学生が利用している。 

４）学内を全面禁煙としており、その遵守をさらに徹底する方針を確認している。 

５）生活相談 

学生の生活相談全般は、教務・学生課が窓口となり、生活指導等を行っている。また、各

学部では担任教員又はゼミ担当教員が学生の相談に親身に応じている。 

各学部の学生委員 2 名により構成される全学学生委員会では学生の厚生補導に関する定

例会議を開催しているほか、学生の賞罰に係る臨時委員会を必要に応じて開催している。 

６）学生の安全 

学生の安全を確保する意識と体制を維持するため、本学は、学生委員会が中心となり、年度

初めに、事件・事故発生時の連絡網の体制を確認し、全学教職員に資料配布・通知している

ほか、例年、学生向けに交通安全講習会、全学の避難訓練、犯罪対策講座等を企画、実施し

ている。平成 29 年度は、4 月の新入生オリエンテーションガイダンスで、近年多発するサ

イバー犯罪（カード詐欺やネット犯罪）及び防犯対策に関する対策講座を、7月は青森大学

×幸畑地区まちづくり協議会による合同防災訓練を、9月は災害避難訓練を実施した他、11

月には通学で自転車、自動車を利用する全学生を対象にする交通安全講習会「冬道運転につ

いて」を実施している。 

 

 

（2）現状の評価 

 学生サービスを満たしている。 

 

（3）将来の展望 

学生に対するサービスのうち、経済的な支援に関しては可能な限りの方策を整備してい

る。特に、多くの学生の出身地である東北や北海道は経済状態が年々悪化している上、東日

本大震災の影響がなお続いていることから、経済的困難を抱えた学生を対象とする授業料

半額免除制度は、希望者が今後も増加していくと予想される。大学の財政上の問題はあるが、



 

52 

今後も授業料半額免除制度を維持する。 

学生の健康相談、心的支援、生活指導に関しては、現在でも一定の体制を整えているが、

必ずしも有効に活用されているとは言えない。このため、教授会と学生委員会に対しては、

学生が教員とさらに親密になり、気楽に教員に相談することができる雰囲気を作ることを、

全教員の合意事項とするよう呼びかける。 

各学部では、毎年スポーツ大会を開催しており、学生と教員の交流に大きな役割を果たし

ている。この種の機会をさらに積極的に設けて、学生同士、学生と教員の親密な関係を作り

上げていく。 

学生の安全については、今後も、授業や学内活動に防災の視点を採り入れ、避難訓練につ

いても、青森市危機管理課や NPO法人青森県防災士会など、専門家の協力を仰いで、内容の

充実を図る。 

学生の国際交流という観点からは、留学生の支援体制の充実とともに、日本人学生の海外

留学の支援を進めていく。国際人養成のためにも、学生の長期・短期の留学制度の整備を図

っていく。 

学生サービス等に関しては、相談窓口も含めて、さらに学生からの意見を積極的に汲み上げ

るように努めて、サービスの向上を図っていく。 

 

 

Ⅳ－5 学修環境の整備 

（1）Ⅳ－5の現状 

Ⅳ－5－① 校地、校舎等の学修環境の整備と適切な運営・管理について 

１）校舎施設配置 

図５－１は、本学の校舎施設配置図を示している。大学キャンパスは一つに統合されてい

る。校地面積が大きいので、中央に広い中庭があり、自然の中のゆとりあるキャンパスにな

っている。 

施設の維持・管理は、事務局が行っており、適切に運営されている。本学には管財課があ

り、職員の中には電気や水道、建物補修に精通している者がいる。施設に不備が生じたとき

には、軽度であれば職員・校務員が補修している。職員・校務員が対処できないときは業者

に依頼している。 
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２）主要施設 

表５－２は、本学の主要施設概要を示している。 

表５－２ 青森大学の主要施設概要 

施設名・号館 延床面積(m2) 階数 主要施設 

1・2号館 4,715 3 事務局（教務・学生課、入試課、総務課、学術研究交流課） 

  2 学生ホール・介護実習室・屋内弓道場・実習室（２） 

3 号館 2,855 2 
事務局（スポーツ健康センター、情報教育センター、国際教育セン
ター、観光文化研究センター）・講義室（１０）・演習室（４）・
実習室（３）・学生ラウンジ 

4 号館 2,760 3 
図書館・音楽室・学生ホール・書庫・パソコン実習室・ 
青森山田高等学校通信課程青森校・講義室（２）・職員室 

5 号館 8,798 6 

講義室（７）・実験室（３４）・研究室（ソフトウェア情報学部・
薬学部）・自習室（１）・会議室（２）・コンピュータ演習室
（３）・演習室・事務室（就職課）・学生ホール・薬学教育センタ
ー 

6 号館 2,160 4 大講義室（記念ホール）・地域貢献センター、集いのスペース 

7 号館 1,366 7 
学長室・研究室・会議室・保健室・学生相談室・ゼミ室（４）・学
習支援センター 

8号館A棟 448 3 
法人本部棟 理事長室・本部長室・応接室 
事務室（企画広報部・総務部・財務部） 

〃 B棟 288 2 事務室（管財課・学園ねぶた会）・会議室 

〃 C棟  305 2 事務室（学園百周年・青森山田サービス・青山商事） 

研究棟１ 204 2 研究室 

新研究棟 1,061 3 研究室・会議室・応接室 

図書館新館 1,054 3 閲覧室・視聴覚室 

食堂棟 813 3 食堂・学生ラウンジ・売店 

小 計 26,827   

    

第一体育館 1,386 2 事務室・体育館 

第二体育館 
（正徳館） 

3,179 2 事務室・体育館・トレーニングルーム・研究室・応接室・倉庫 

屋内野球場 1,396 1 屋内野球練習場 

小体育館 596 1 剣道場・柔道場・空手道場・更衣室 

相撲道場 159 1 相撲道場 

弓道場 97 1 弓道場 

合宿所 587 2 スポーツ合宿所 

教職員宿舎 427 2 蛍ケ丘ハイツ 

大学ヒュッテ 428 2 雲谷ヒルズスキー場内ヒュッテ 

学生寮 8,078 6 スチューデントプラザ 

クラブ室 187 2 運動部クラブ室 田茂木野グラウンド内 

クラブ室 554 2 文化部クラブ棟 

倉庫 9 1  

貯蔵庫 16 1  

動物舎 102 1 薬学部所属 

薬草園 690 1 薬学部所属 

小 計 17,891   

    

グラウンド 59,337  野球場・陸上競技場・サッカー場 
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小計 59,337   

合 計 104,055   

 

３）校地・校舎面積の大学設置基準との比較 

表５－３は、校地・校舎面積の大学設置基準との比較を示している。 

校地は基準値の７．９倍の広さであり、多数の木が植えられている校庭で、学生は授業の合

間の休息を楽しんでいる。また、校舎面積も基準面積を上回っており、講義室、自習室、演

習室、実験室、コンピュータ演習室、図書館などの教育施設を十分備えている。また、十分

な体育施設を備えており、これを活かして体育関係の部活動が活発で、全国上位の成績を

上げている部もある。 

表５－３ 校地・校舎面積の大学設置基準との比較 

 校地面積 校舎面積 

青森大学①   110,317 m2 26,827 ｍ２ 

設置基準上の基準面積② 13,800 m2 18,386 ｍ２ 

比較 ③＝①÷② 7.9 倍 1.45倍 

４）講義室等 

表５－４は、講義室、演習室、実験室などの室数を示している。 

表５－４ 講義室、演習室、実験室等 

室名 室数 

講義室 20 

演習室 5 

コンピュータ演習室 3 

自習室 1 

ゼミ室 4 

実験室 34 

実習室 3 

会議室 5 

 

５）附属図書館 

表５－５は、講義室、演習室、実験室などの室数を示している。 

表５－５ 附属図書館 

面積 

図書館本館 

図書館第二書庫 

図書館新館 

2,082.4 ｍ2 

（784.3 ｍ2） 

（244.2 ｍ2） 

（1,053.9 ｍ2） 

座席数 226席 

図書館本館開館時間 

 

図書館新館開館時間 

平日（月～金）8:30～19:50 

土曜日 8:30～16:30 

平日（月～金）8:30～16:50 

土曜日  閉館 

蔵書数 （和書） 

    （洋書） 

142,502冊 

22,411冊 
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６）体育施設 

 表５－６は、体育施設の概要を示している。本学は体育活動が盛んであり、十分な体育施

設がある。 

表５－６ 体育施設 

名称 面積 仕様 

第一体育館 1,386.00 m2 鉄筋 2階建て 

第二体育館（正徳館） 3,179.00 m2 〃 

屋内野球場 1,396.51 m2 鉄筋平屋建て 

剣道・柔道・空手場 596.83 m2 〃 

相撲道場 158.99 m2 木造平屋建て 

弓道場 97.02 m2 〃 

グラウンド 59,336.90 m2 1面 

テニスコート 2,012.86 m2 3面 

クラブ室１ 187.14 m2 木造 2階建て 

クラブ室２ 554.02 m2 木造 2階建て 

 

７）教育研究活動の目的を達成するための施設設備等 

表５－７に示す主要機器は、ソフトウェア情報学部と薬学部が研究用に使用するものと、

全学の情報教育のための機器である。 

表５－７ 主要機器一覧 

研究用機器 

1) ルミノ・イメージア

ナライザー 

2) 透過型電子顕微鏡 3) DNA オートシークエ

ンサー 

4) NMR 

5) 小型分離用超遠心

機 

6) 高速冷却遠心機 7) 走査型電子顕微鏡 8) リアルタイム定量

PCR システム 

9) 質量分析機 10) 蛍光偏光度測定 

システム 

11) ルミネッセンサー 12) 超純水製造装置 

13) ディープ・フリー

ザー（-80℃） 

14) 動物飼育キャビネ

ット 

15) 全自動散薬分包機 16) 共焦点レーザー顕

微鏡 

17) 分離用超遠心機 18) 安全キャビネット 19) 水剤調製器 20) 散剤調製台 

21）クリーンベンチ 5台 22)吸光・蛍光プレート

リーダー 

23) プレートウォッシ

ャー 

24) フリーザー（ -

30℃） 

25)ショーケース（4℃） 26)旋光光度計 27)蛍光光度計 28)吸光光度計 

29)ゲル撮影装置 30)HPLC（高速液体クロ

マトグラフィー） 

31)溶出試験機 32)崩壊試験機 

33)摩損度試験機 34)安息角測定器 35)ベネトロメータ― 36)スプレッドメータ

ー 

37)粘度計 38)表面張力計 39)光試験機 40) ３DCG 開発用ノー

トパソコン 
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41) 3 次元スキャナー 42) 基盤加工機 43) 切削機 44) ハイビジョンプロ

ジェクター 

45) 電気的性質測定装

置 

46) ロボット制御用ノ

ートパソコン 

47) X 線回折装置 48）マウス飼育キャビ

ネット 

49）高圧蒸気滅菌機 50）バイオハザード 

キャビネット 

51）薬用冷蔵ショーケ

ース 

52）白衣滅菌消毒器 

教育用機器 

 

Ⅳ－5－② 実習施設、図書館等の有効活用について 

附属図書館 

下表は、附属図書館の概要を示している。 

 

 附属図書館 

面積 

図書館本館 

図書館第二書庫 

図書館新館 

2,082.4 ｍ2 

（784.3 ｍ2） 

（244.2 ｍ2） 

（1,053.9 ｍ2） 

座席数 226席 

図書館本館開館時間 

 

図書館新館開館時間 

平日（月～金）8:30～19:50 

土曜日 8:30～16:30 

平日（月～金）8:30～16:50 

土曜日  閉館 

蔵書数 （和書） 

    （洋書） 

143,752冊 

22,427冊 

 

視聴覚資料（CD、ビデオ、DVDなど）   2,368点 

定期刊行物 （和雑誌） 

      （洋雑誌） 

      （新聞） 

   120種 

    11種 

     8種 

 

（ａ）図書館の運営 

1) ドメインコントロー

ラ１ 

2) ドメインコントロー

ラ２ 

3) ファイルサーバー１ 4) ファイルサーバー２ 

5) UNIX サーバー 6) 教育用ロボット開発

キット 

7) コンピュータ 57 台

（含む教員用 1 台）

（A 演習室） 

8) コンピュータ 65 台

（含む教員用 1 台）

（B 演習室） 

9) コンピュータ 73 台

（含む教員用 1 台）

（C 演習室） 

10）プロジェクター 11) ネットワークスイ

ッチ 
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図書館の適正な運営を行う組織として、「青森大学図書委員会規程」に基づき図書委

員会を設置している。図書委員会は、図書館長（総合経営学部教員）、社会学部教員２

人、ソフトウェア情報学部教員１人、薬学部教員１人で構成されている。図書委員会は、

教育、研究及び学習活動に資するため、図書、雑誌その他の資料を収集、管理し、その

有効な利用を大学の教職員及び学生に図るとともに、地域社会と協力し、学術情報の提

供に寄与することを目的として、各学部の意見を集約し、図書館の適切な運営を実施し

ている。 

本学図書館は、図書館本館、図書館新館、図書館第二書庫で構成され、総床面積は２，

０８２．４ｍ2である。蔵書数は、和書が１４３，７５２冊、洋書が２２，４２７冊であ

る（表を参照）。図書館長は本学教員で、職員は２名（司書２名）、ほかに、学生スタッ

フが９名で運営している。 

図書館本館には、利用者が個別に勉強できる個人ブースに加えて、グループワークが

できるラーニングスペースを備えており、電子黒板も利用しながらインターネット情報

を活用した授業実施にも活用されている。また、学内無線 LAN(Wi-Fi)環境が整備されて

いるので、電子機器を使用した効率的な学習が可能になっている。また、情報検索のた

めの OPAC を導入しており、図書館本館と新館の専用端末だけでなく、広く学外からも

本学 Webサイト上での利用ができるようになっている。このシステムは、本学所蔵資料

の検索機能に加えて、ILL機能（論文複写の申し込み）も有しており、他機関への各種

依頼が迅速化され、利用者の利便性を図っている。また、本学図書館のホームページか

ら NIIや NDLの資料検索も可能になっている。 

図書館の開館時間は、本館、新館ともに午前８時３０分である。閉館時間は、本館が

月～金は午後７時５０分であり、土曜日は午後４時３０分である。新館は月～金が午後

４時５０分であり、土曜日は閉館である。平成２９年度の図書館利用状況は、利用者総

数１２，８２８人（１日当たり５３人）、貸出総数１，０１４冊（１日当たり４．１９

冊）である。 

本学では、学生向けのコンピュータ演習室を３室（Ａ演習室５７台、Ｂ演習室６５台、Ｃ

演習室７３台)用意し、情報リテラシー科目をはじめとする全学共通の基礎スタンダード科

目での利用及び各学部の専門科目での利用を可能にするとともに、平日２３：３０、土曜１

７：００まで開放して授業外学習での利用環境も提供している。 

アクティブ・ラーニングルームにはタブレット端末を１０台常設し、それぞれの端末から

教室内のプロジェクターに無線で接続することでお互いの画面を共有しながらグループワ

ークやディスカッションに活用できるようにしている。図書館では図書検索用の PCを３台

用意し、OPAC による図書検索を可能にしている。その他、留学生支援室には留学生利用専

用の端末 PCを２台設置している。学内には全建屋に LANを整備し、さらに学内の４ヶ所で

公衆無線 LANサービスを全学生向けに提供している。インターネットへの接続は SINET5へ

の接続と FLET’Sサービスによる接続を並行して運用しており、コンピュータ演習室、アク

ティブ・ラーニングルーム、図書館を始め、学内 LANに接続する全てのコンピュータやタブ

レット端末にインターネット接続サービスを提供している。 

教育環境の整備については、教員や学生からの指摘や要望等を踏まえ、逐次改善を図っ

ている。特に、学生からの要望については、学修時間・学修行動調査の際に、記述を求
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めており、今後の改善を進める上で役立てていくこととしている。 

Ⅳ－5－③ バリアフリーをはじめとする施設・設備の利便性について 

バリアフリーについては、講義に使う教室のある建物には、玄関から教室まで車いす

を使って行けるように整備しており、レストランも同様である。障害者用トイレは５号

館、レストラン、正徳館の3ヶ所、階段昇降機は3号館の中の一か所に設置されている。 

 

Ⅳ－5－④ 授業を行う学生数の適切な管理について 

学生一人ひとりに対して、きめ細かい指導を行うため、演習や実技科目については、原則

として、１クラス当たりの人数を 30 人以内にし、少人数クラス編成にしている。これによ

り、学生と教員がコミュニケーションを取りやすくなり、授業の理解度向上につながってい

る。 

本学の校地、校舎、設備、実習施設、図書館等の教育環境は、量的には整備され、適

切な運営・管理が行われているが、老朽化した施設や設備の修理や更新を進めることに

より、キャンパスの魅力を高めていく必要がある。少人数クラス編成にするなどにより

学生一人ひとりにきめ細かな指導ができる体制となっており、授業の学生数は適切に管

理されている。 

 

（2）現状の評価 

 学修環境の整備を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

教育研究環境は、かなり整備されており、かつ十分活用されているが、総じて施設・設備

が老朽化しているという問題がある。大学の財政は厳しいので、一度に改修することは極

めて困難であるが、年次計画を立てて、優先順位の高いものから順次改修していく。特に

情報教育の根幹であるコンピュータは年次計画で順次更新してきたが、今後も国の助成事

業を活用するなどにより更新を行っていく。 

 

Ⅳ－6 学生の意見・要望への対応 

（1）Ⅳ－6の現状 

Ⅳ－6－① 学修支援に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用について 

学習支援センター IR 推進室において、学生向けの調査を通して、意見・要望の把握を行

っている。 
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平成 29 年度入学生全員を対象に、①カリキュラム・ポリシーに照らした教育成果の把握

と、②アドミッション・ポリシーに照らした学生の状況把握を目的とした「新入生調査」を

実施した。設問中で、授業の難易度や授業に対する意見を問うている。得られた回答の分析

を、全教職員に配信した。 

教務委員会と連携し、前期末・後期末に、全学部全学年を対象とした「学修時間・学修行

動調査」を実施した。これらの調査の分析結果をメールで全教職員に配信するとともに、大

学 Web ページに掲載した。さらに、回答の中から、学修環境をより良くするための意見や

アイデアを取り出し、部長会で報告した。この中には、学修支援に対する回答も含まれてい

る。 

平成 29 年度前期「学修時間・学修行動調査」の設問「学修環境をより良くするために、

あなたの意見やアイデアを自由に書いてください」に記載された学生の意見・要望・アイデ

アより、学生サポート 5 件を含めた項目を抽出し、学習支援センター、及び事務局の「学生

への回答」を取りまとめ、学生向けに掲示するとともに、部長会資料として教職員間で共有

した。 

 

学修支援に関する学生の意見・要望を、主に調査の回答を通して収集し把握しているが、

教職員が学生から受けた相談結果の情報等を統合できていない。 

また、得られた全回答（配布版）を部長会資料として全教職員に配布しているものの、この

情報に基づいた組織的支援は、学内関連組織の応答を学生向けに掲示することに留まって

おり、さらに強化が必要である。 

 

Ⅳ－6－② 心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の

意見・要望の把握・分析と検討結果の活用について 

学修支援センター IR 推進室で前期末と後期末に実施している「学修時間・学修行動調査」

の中で、心身に関する健康相談関連では「人間関係など、学生生活で困ること」を、経済的

支援関連では「大学外でのアルバイトや仕事」の時間を、それぞれ設問に含めている。他の

設問と合わせてこれらの回答も収集・分析を行っている。 

現在の方法では、健康相談や経済的支援の必要性を間接的にしか把握できておらず、設問の

内容・量ともに改善する必要がある。 

Ⅳ－6－③ 学修環境に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用について 

学習支援センター IR 推進室において、学生向けの調査を通して、意見・要望の把握を行

っている。 

平成 29 年度入学生全員を対象に、①カリキュラム・ポリシーに照らした教育成果の把握

と、②アドミッション・ポリシーに照らした学生の状況把握を目的とした「新入生調査」を

実施した。設問中で、授業の難易度や授業に対する意見を問うている。得られた回答の分析

を、全教職員に配信した。 

教務委員会と連携し、前期末・後期末に、全学部全学年を対象とした「学修時間・学修行

動調査」を実施した。回答の中から、学修環境をより良くするための意見やアイデアを取り
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出し、部長会で報告した。 

平成 29 年度前期「学修時間・学修行動調査」の設問「学修環境をより良くするために、

あなたの意見やアイデアを自由に書いてください」に記載された学生の意見・要望・アイデ

アより、施設・設備 5 件を含めた項目を抽出し、学習支援センター、及び事務局の「学生へ

の回答」を取りまとめ、学生向けに掲示するとともに、部長会資料として教職員間で共有し

た。 

学修環境に関する学生の意見・要望を、主に調査の回答を通して収集し把握しているが、

教職員が学生から受けた相談結果の情報等を統合できていない。 

また、得られた全回答（配布版）を部長会資料として全教職員に配布しているものの、この

情報に基づいた組織的支援は、学内関連組織の応答を学生向けに掲示することに留まって

おり、さらに強化が必要である。 

 

（2）現状の評価 

学生の意見・要望への対応を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

平成 28 年度に学生全員を対象として実施した「満足度調査」を改善し、来年度以降には

実施すべきである。 

学修支援や学修環境に関する学生の意見・要望について、様々な手段で得られた情報を集

約するシステムを整備すべきである。また、得られた意見・要望への対応は、現在、全回答

（配布版）を部長会資料として全教職員に配布し学内関連組織の応答を学生向けに掲示す

ることに留まっており、実際の対応活動と接続させる改善が必要である。なお、組織的支援

に関しては、学生の意見・要望を募るだけでなく、改善活動に学生を参画させることにも取

り組んでいる（X-1-②）。 

学生の意見・要望の集約に関して、学修支援・学修環境と心身に関する健康相談・経済的支

援の両システムを統合すべきである。 

 

 

Ⅳ．学生に関する全体の自己評価（現状の評価と将来への展望を含む） 

学生の受入れについては、今後も様々な媒体を使って本学の方針及び教育内容を伝える

などの方策を強化し、適正な人数の学生の受入れにさらに努力する。 

学修支援では、オフィスアワーのより効果的な活用、PDCA サイクルの整備による各科目

の特性や学生のニーズ等に応じたシラバスや授業方法の改善、安定的に退学・休学を予防で

きるような早期指導のシステムの全学的な整備、スチューデント・アシスタント制度の周知

と活用の促進、学習支援センターやキャリア支援チーム等の活用と利便性の向上を進める。 

キャリア支援については、各学部の就職指導体制とともに、就職課における就職指導、カ

リキュラムにおける就職関連科目において、よりきめ細かい指導に努める。特に、企業の広
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報及び選考活動の開始時期並びに内定日が変動している状況に対応し、就職支援体制の整

備充実を進める。また、内定が得られずに卒業する学生が出た場合や、就労後に離職する学

生についても、必要に応じ指導助言するなど、継続した指導ができるようにする。さらに、

学外の諸団体との連携強化を図り、教育課程内の授業とその他の活動内容を充実させ、学生

の社会的・職業的自立を指導するための体制整備を進めていく。 

学生サービスについては、経済面について可能な限りの支援を行っているが、学生の健康

相談、心的支援、生活指導において、より有効な支援体制を整えていく。それと同時に、教

職員と学生の交流の機会を増やし、学生の意見を積極的に汲み上げていく。学生の安全につ

いては、授業や学内活動に防災の視点を採り入れるとともに、避難訓練において、消防署、

青森市危機管理課や NPO法人青森県防災士会など、専門家の協力を仰いで、内容の充実に努

めていく。 

教育研究環境の整備については、一通り整えられ十分活用されているものの、総じて施設

や設備が老朽化しており、厳しい大学の財政の下、一度に改修することは困難であるが、年

次計画を立てて順次改修していく。 

学生の意見・要望への対応については、「満足度調査」を改善し、学修支援や学修環境に

関する学生の意見・要望について、様々な手段で得られた情報を集約するシステムを整備す

べきである。学生の意見・要望の集約に関して、学修支援・学修環境と心身に関する健康相

談・経済的支援の両システムを統合すべきである。 
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Ⅴ．教育課程 

Ⅴ－1 単位認定、卒業認定、修了認定 

（1）Ⅴ－1の現状 

Ⅴ－1－① 教育目的を踏まえた卒業認定・学位授与の方針の策定と周知について 

【全学】 

大学の目的・使命及び経営学部、社会学部、ソフトウェア情報学部、薬学部の教育研究の

目的、並びに、基本理念を青森大学学則（以下「大学学則」という。）に定めている。平成

25 年度、基本理念と教育研究上の目的を踏まえ、全学的に卒業認定・学位授与の方針（以

下「ディプロマ・ポリシー」という。）を定め、これを達成するために教育課程編成・実施

の方針（以下「カリキュラム・ポリシー」という。）を策定した。さらに、平成 28 年度に策

定した新たな卒業認定・学位授与の方針及び教育課程編成・実施の方針においては、本学の

教育目的と教育内容・方法・評価等についてこれまで以上に明確にしたところである。 

大学案内やキャンパスガイドで受験生や在学生に示すとともに、新入生にはオリエンテ

ーションにおいて解説を行っている。学外に向けてはホームページ等で公表し、非常勤講師

に対しては、委嘱の際にディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに沿ってシラバ

スを作成することを明示した「シラバス作成要領」を配布し、周知を徹底している。また全

学のディプロマ・ポリシーに加え、各学部では、教育研究上の目的を踏まえた学部ごとのデ

ィプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシーを策定、全学のポリシーと同様に周知徹

底している。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部では、学則第 1 条 2 に定めている総合経営学部の人材養成及び教育研究上

の目的を一層具体化し明確にした卒業認定・学位授与の方針を定め、大学のホームページで

公開している他、全学生に配布している「学生生活ガイドブック」にも記載して周知してい

る。 

 

【社会学部】 

社会学部の教育目標を踏まえた、卒業単位・学位授与の方針（ディプロマポリシー）につ

いては、毎年学生に配布される「学生生活ガイド」に記載し、学生がいつでも確認できるよ

うにしている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

全学のディプロマ・ポリシーに加えて、ソフトウェア情報学部としてのディプロマ・ポリ

シーを策定し、大学の公式ページおよび学生生活ガイドブックを通じて学生に周知してい

る。 

 

【薬学部】 

青森大学薬学部薬学科の教育研究上の目的は、「薬学の基礎となる科学的知識・技術を授
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け、さらに医療薬学的知識・技術及び医療人としての心構えと態度を身に付け、わが国の医

療環境の進展に応え得る薬剤師を育成することを目的とする」であり、薬剤師養成教育に課

せられた基本的な使命を踏まえて設定されている。薬学部では、その教育研究上の目的およ

び基本理念に基づいて、学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）を定めている。薬学部デ

ィプロマ・ポリシーは、平成 25年度に制定したもの（旧ディプロマ・ポリシー）を、平成

28年度の全学同時ディプロマ・ポリシー見直しに伴って改定、平成 29年度から施行してい

る。 

 ディプロマ・ポリシーは学生生活ガイドブックや本学ホームページを介して教員と学生、

さらには広く社会に周知されている。また、学生には入学時、教員には新任研修時に説明し

ている。 

 

Ⅴ－1－② 卒業認定・学位授与の方針を踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業認定基

準、修了認定基準等の策定と周知について 

【全学】 

単位制に基づく単位の計算方法及び授与については、大学学則第 10 条に明記している。

原則的には、講義・演習は 15時間で１単位、実験、実習又は実技は 30時間で１単位とし、

シラバスには全ての科目において単位認定に必要な具体的学修（授業外学修も含む）を指示

するとともに、単位認定の評価基準についても明記している。 

卒業要件は、大学学則第 11条に、学部ごとに基礎スタンダード科目並びに専門科目につ

いて必要単位数が明記され、履修の手引きとなる「キャンパスガイド」にも示されている。

また、新入生オリエンテーション及び在学生ガイダンス等を利用して学生に繰り返し説明

しているほか、担任教員・ゼミナール担当教員、加えて教務・学生課職員等による個別対応

においても、学生に卒業要件を意識させる工夫がされている。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部では、卒業認定・学位授与の方針を踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業・

修了認定基準等の基準を定め、これを公表している。 

単位認定（成績評価）は、全学統一の基準である「単位修得試験規程」に従い、100 点満

点で 60 点以上の場合に単位を認定することとなり、成績評価方法については各科目のシラ

バスに明記している。 

進級・卒業基準は、全学部共通規則である「青森大学における進級・卒業に関する判断基

準」に従っており、学生には毎年度のガイダンス時に資料を配布して説明しているほか、本

基準に抵触する可能性のある学生の保護者には警告文を送付し、学生本人には個別に指導

を行っている。  

進級基準は全学部共通規則のほか、総合経営学部独自の基準である「4 年次演習登録基準」

を定め、学生にはガイダンス時に資料を配布して説明しているほか、本基準に抵触する可能

性のある学生については個別に指導を行っている。 

 

【社会学部】 
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社会学部においては、卒業認定・学位授与の方針を踏まえ、進級判定基準を策定している。

この進級判定基準は、年度当初に行われる社会学部各学年ガイダンス及び夏季・冬季休業前

のオリエンテーション時にも、学生全員に配布し、周知している。進級判定等については、

現行の「社会学部原級留置規定」が平成 22年度に作成されたものであることから、若干現

状と合わない部分が出てきている。そこで、今年度は現行教育課程などに合わせながら文言

修正を含めた規定の改定を行った。 

 また、卒業認定・学位授与の方針にそった単位認定基準については、各科目シラバスに記

載されている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

１）単位認定 

成績評価の仕方については、各科目のシラバスに明記している。特に演習系の科目では、

期末試験だけでなく、中間試験、小テスト、レポート提出など、日頃の学習状況を考慮する

場合が多い。全学の単位習得試験規程に従い、100 点満点で 60 点以上の場合に単位を認定

することとなる。 

２）進級要件 

以下の進級要件(a)(b)を定め、毎年度開始時のオリエンテーション、ガイダンスで資料「科

目履修上の留意点」を配布、全学生に内容を周知・確認している。 

(a) 2 年次から 3 年次 

1) 1 年次の「プログラミング演習Ⅰ、Ⅱ」及び 2 年次の「プログラミングワークショップ

Ⅰ、Ⅱ」の単位を全て取得していること。 

2) 1 年次の必修専門科目の単位を全て取得していること。 

3) 総計 60 単位以上を取得していること。 

(b) 3 年次から 4 年次 

1) 3 年次の「創作ゼミナールⅠ、Ⅱ」の単位を取得していること。 

2) 1、2 年次の必修専門科目の単位を全て取得していること。 

3) 総計 100 単位以上取得していること。 

(c) 卒業要件 

必修科目の全ての単位を含め、基礎スタンダード科目群 40 単位以上、専門科目群 84 単

位以上、計 124 単位以上を取得していること。 

 

【薬学部】 

１）単位認定について 

成績評価の方法・基準は担当教員によって授業科目ごとに設定され、シラバスに明記され

ている。前期および後期の定期試験、追・再試験の実施時期は、新入生オリエンテーション

および各学年ガイダンスで配布される学事暦に記載して、学生に事前に周知される。正式な

試験日と時間については、薬学教育センターで原案が作成され掲示にて周知される。 

２）進級判定について 

 進級基準は、薬学部進級規程に設定されており、カリキュラムの改定または全学的単位数

改定時の入学年度により規定されている。進級規程は、平成 27～29年度入学生用、平成 25、
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26年度入学生用、平成 21～24年度入学生用の３種類あり、それぞれ入学時の進級規程に従

う。この規程は入学時の新入生オリエンテーション、前期授業開始時に実施する各学年ガイ

ダンスで配布しており、これに基づいて周知している。 

３) 卒業要件について 

薬学部の卒業要件は、基礎スタンダード科目の導入、改正により入学年度によって、平成

24 年度入学生 総計 221 単位以上、平成 25 年度入学生 総計 221 単位以上、平成 26 年度

入学生 総計 225単位以上、平成 27年度入学生以降総計 232単位以上、の４種類が存在す

る。学生には各学年の前期授業の開始に先立って行われるガイダンスにて単位修得要件に

ついて、教育課程表の配布、および説明をしている。 

 

Ⅴ－1－③ 単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準等の厳正な適用につ

いて 

【全学】 

単位の認定は、履修手続きを正しく行い、各科目で定められた授業回数出席（原則的に全

出席であるが、全授業回数の三分の二以上の出席が最低条件）し、シラバスに明記されてい

る各科目の評価基準を満たした学生に対して適正に行われている。科目の成績評価は、以下

の「成績評価及び GP（Grade Point）に関する換算表」に示しており、担当教員による評点

（100～0点）に応じて S、A、B、C、Dの評語が決められ、C以上を単位認定とし、Dは単位

不認定となる。評価点数が算出されない場合の単位不認定は Nとし、履修放棄や欠席超過、

試験未受験等の学生本人の理由であることが明らかになる。そのため、Nの成績評価の評語

の設定によって、学生の自主的な学修改善を促す仕組みとなっている。 

 

表Ⅳ－1 成績評価及び GP（Grade Point）に関する換算表 

評点 評語 判定 
GP（Grade 

Point） 

100 - 90

点 
S 

合格 

4 

89 - 80点 A 3 

79 - 70点 B 2 

69 - 60点 C 1 

59 - 0点 D 
不合格 0 

評価不能 N 

 

各科目の評価基準・方法は、科目のシラバスに明記されており、単位認定は、期末試験・

レポート・実技・受講態度等を含む評点や本学独自に概念化した汎用的能力「3つの力」の

達成状況を基に、各科目担当者の裁量により行われている。複数の教員が担当する授業科目

の場合は、あらかじめ定められた責任者が他の教員と相談し、総合的に点数及び評価を決定

している。 
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卒業判定は、大学学則第 36条に沿って、教務委員会が資料を作成し、各学部の卒業判定

教授会に諮り審議し、学長が決定している。各学部の進級判定も卒業認定に準じてほぼ同様

に行われている。 

平成 26 年度から学生の計画的な履修及び主体的な学修を促す目的で GPA(Grade Point 

Average)制度を導入、卒業単位に含まれない教職などの資格関連科目や編入学生の認定科

目を除き、履修した全ての科目を対象として GPAが算出され、成績表・成績証明書にも表記

している。平成 28年度以降の入学生からは、各学部で GPAの活用を含む進級基準が設定さ

れ、学生に自主的な学修の重要性を認識させるメッセージとなっている。教務委員会は、新

入生オリエンテーション等で GPA制度の目的と仕組みを説明し、意図的・計画的に履修科目

を決めるよう指導を行っている。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部では、単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準等を厳正に適

用している。 

単位認定基準を適用した結果、取得単位数の不足により平成 29 年度は 2 名の卒業を認め

なかった。提出された卒業論文に対しては、ゼミナール担当教員が学生ごとに「卒業論文評

価結果報告書」を作成し事務局へ提出・保管している。これにより、客観的な基準で卒業論

文を評価している。 

全学部共通規則である「青森大学における進級・卒業に関する判断基準」を適用した結果、

平成 29 年度は本基準に抵触した 1 名の進級を認めなかった。 

総合経営学部独自の基準である「4 年次演習登録基準」を適用した結果、2 名の平成 30 年

度の専門演習（4 年）の履修登録を認めなかった。 

 

【社会学部】 

2 月の卒業判定教授会において、全学及び学部の基準に則り卒業判定および進級判定を実

施している。 

卒業判定については、単位数やGPAでの判定だけでなく、今後よりいっそう学生の学び

について総合的な判定が必要になることが確認された。卒業論文・ゼミ論文の作成、その

作成経過での地域活動、最終報告会が重要であると教授会においても了承された。よっ

て、段階的に卒業論文やゼミ論文を必修化してカリキュラムに組み込むため、その準備を

行うことが検討されている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

各科目の成績評価、単位認定の結果を受けて、学部教授会において進級基準および卒業認

定基準に基づいて進級認定、卒業認定を実施している。 

また全学で設定されている GPA による進級判断基準についても確認している。 

 

【薬学部】 

１）単位認定について 

 講義科目については、各学期（前期、後期）の終了直前に定期試験を行い、不合格の場
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合には当該年度内に再試験を実施している。単位修得試験規程において、60点以上を合格、

60点未満を不合格としている。 

２）進級判定について 

１年次から４年次までの進級判定は、教務委員会において、各学年の全学生の修得単位数

が進級要件を満たしているか否かを確認した後、教授会で公正かつ厳格に審議されて決定

される。 

３）卒業要件について 

学士課程の修了判定は、「薬学総合演習Ⅱ」の成績評価のための卒業試験が終了した後に

行われる。卒業試験の終了後、教授会による卒業試験合否判定会議が行われる。さらに教務

委員会および薬学教育センターによる取得単位数のチェックおよび審議を経て、卒業判定

会議で協議の上、最終判定される。卒業判定会議は、教育課程表に記載される卒業要件に従

い、教授会メンバーにより公正かつ厳格に判定が行われている。結果は速やかに掲示を通じ

て学生に周知され、合格者および不合格者説明会が開催される。 

 以上のことより卒業認定・学位授与の方針を踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業認定

基準、修了認定基準等を厳正に適用している。 

 

（2）現状の評価 

 単位認定、卒業認定、修了認定を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

【全学】 

平成 29年度から新しい卒業認定・学位授与の方針及び教育課程編成・実施の方針が施行

されていることを踏まえ、現在、厳格かつ適正に運用されている単位認定、卒業判定を今後

も継続するとともに、学修結果だけでなくその過程にも注目し、学生が主体的な学修に取り

組みやすい環境整備と指導を工夫していく。具体的には、まず、シラバスの充実を図り、学

修の達成目標と単位認定との関係性をより明確にし、学生がそれを確認しながら計画的に

学修できるようにする。特に、現行の「3つの力」のルーブリックを、学生も教員も利用し

やすい汎用的能力の評価スケールに改善し、厳格な単位認定を行うためのエビデンスを担

保する。 

同時に、学生自身が学期ごとの GPA の推移や累積 GPA を随時確認できる環境を整えて、

自分自身の学修状況や成果を基にした PDCA サイクルを促す。また、GPA の活用について、

毎年度末に各学年・学部から選出される「成績優秀者表彰」や卒業時の総代の選考等にも広

げて、学生が常に GPA を意識するようになる環境づくりを行う。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部では、単位認定、進級及び卒業・修了認定等の基準の明確化とその周知、

および厳正な適用が図られている。学部教務委員会を中心とするシラバス記載事項のチェ

ックによって、成績評価基準等の明確化を図るとともに出席管理の厳格化にも取り組んで
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いる。 

課題としては、将来的に他学部との合同開講科目を増加する方針に伴い、単位履修上限

制を他学部履修制度の在り方とともに再検討することである。単位履修上限制の運用の在

り方は、学生の各種資格関連科目の履修状況等（ただし、教職科目・資格関連科目は履修

上限の例外とするなど）も踏まえて慎重な議論が必要である。 

 

【社会学部】 

卒業認定・学位授与の方針については、学生がよい意識しつつ学ぶことができるよう、折

に触れて説明する必要があると考える。よって、毎年年度開始時に行われる学年別ガイダン

ス」の際にも、説明するなどしていくことが必要である。 

また、卒業論文等の必修化については、論文の分量、内容および報告方法などについ

て、詳細をつめていく必要がある。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

学部カリキュラムの到達点となる４年次の卒業研究について、ディプロマ・ポリシーとの

整合をより明確に示すためにも、評価基準の明文化や複数教員による指導制度の導入など、

研究分野の独自性を保ちつつも、評価の均質化や透明性を確保するための改善が必要であ

り、教務委員を中心に検討・議論を開始している。 

 

【薬学部】 

薬学部では、進級規程は３種類、卒業要件は４種類存在するため、特に留年生にとっては、

複雑でわかりにくい。学生には各学年の前期授業の開始に先立って行われるガイダンスに

て単位修得要件について、教育課程表の配布、および説明をしているものの、履修がスムー

ズでないのが現状である。これらの基準改定は、長いスパンで対応ができることを考慮する

必要がある。 

 

Ⅴ－2 教育課程及び教授方法 

（1）Ⅴ－2の現状 

Ⅴ－2－① 教育課程編成・実施の方針の策定と周知について 

【全学】 

平成 28 年度に策定、平成 29 年度から施行されているディプロマ・ポリシーに沿って、

これを達成するために全学および各学部のカリキュラム・ポリシーを策定、施行している。

大学案内やキャンパスガイド、オリエンテーションで受験生や在学生に示すとともに、学外

に向けてはホームページでも公表している。 

教職員（非常勤講師を含む）に対しては、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリ

シーに沿ってシラバスを作成することを明示した「シラバス作成要領」を配布し、周知を徹

底している。 
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【総合経営学部】 

総合経営学部では、教育目的を一層具体化し明確にした卒業認定・学位授与の方針を踏ま

えた教育課程編成・実施の方針を策定し、大学ホームページや全学生に配布する学生生活ガ

イドブックに記載し、周知している。 

 

【社会学部】 

 社会学部の教育目的を踏まえ、教育課程編成・実施の方針を定め、学生に配布されている

「学生生活ガイド」に記載し、周知している。 

 また今年度は次年度にむけた新カリキュラム作成を行ったが、この方針に則り、最終学

年に専門教育の教育内容を統合する科目として「卒業論文等」を必修として配置した。ま

た教育方法として、新カリキュラムでは少人数での演習を1年次から配置し、学生の能

力・資質に応じた学修を実現できるようにした。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

学則に明示されているソフトウェア情報学部の目的に基づいて、平成 25 年度に卒業認定・

学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）および教育課程の編成・実施の方針（カリキュラ

ム・ポリシー）などの 3 つの方針を策定した。その後、平成 28 年度には全面的な見直しを

行って 3 つの方針を改定した。 

教育課程の編成・実施の方針は卒業認定・学位授与の方針などとともに本学ホームページ

で学内外へ広く公開している。 

 

【薬学部】 

薬学部では、教育目的に沿って医療現場において幅広い領域の基礎的・専門的知識、技

術と態度を身に付けた人材の育成を目指す教育を実践している。この教育目的達成のため

の教育課程の編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）を定めている。教育課程の編

成・実施の方針については、全学的な視点を踏まえて、薬学部が主体となり、責任の所在

を明らかにしつつ適切に設定する体制を整えている。薬学部カリキュラム・ポリシーは、

平成25年度に制定したもの（旧カリキュラム・ポリシー）を、平成28年度の全学同時カリ

キュラム・ポリシー見直しに伴って改定、平成29年度から施行されている。 

大学全体および薬学部カリキュラム・ポリシーは、大学が作成した冊子「青森大学学生

生活ガイドブック」やホームページなどにより、学内外に広く開示されている。カリキュ

ラム・ポリシーを記載した「青森大学学生生活ガイドブック」は、教職員および学生に配

布し、意識づけしている。 

新入生には新入生オリエンテーションで、在校生には毎年 4 月に開催しているガイダン

スで、大学全体および薬学部カリキュラム・ポリシーを説明している。 

教員に対して、教育課程の変更点などは、教授会を通じて連絡している。教育課程の編成・

実施の方針が、ホームページで公表されている。 
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Ⅴ－2－② 教育課程編成・実施の方針と卒業認定・学位授与の方針との一貫性について 

【全学】 

全学および各学部のディプロマ・ポリシーにおいて、専門的知識・技能とともに「3 つの

力」を身につけることを求めている。全学および各学部のカリキュラム・ポリシーではこれ

を受けて、青森大学基礎スタンダード科目、専門教育科目、教職に関する科目等を体系的に

編成し、講義、演習、実習を適切に組み合わせた授業を開講することとしている。 

ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーの一貫性を確保するために、3 つの力の

評価の観点と到達水準（「ルーブリック」）を整備し、シラバス作成要領とともに非常勤講師

を含む全教員に配布、各科目の授業計画、実施計画の策定にあたって、常にディプロマ・ポ

リシーを意識し、カリキュラム・ポリシーとの整合性を保つようにしている。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部の教育課程編成・実施の方針は、卒業認定・学位授与の方針に掲げる専門的

知識･技能と「３つの力」（「生涯をかけて学び続ける力」、「人とつながる力」及び「自分自

身を見据え、確かめる力」）を修得させるために、教養（青森大学基礎スタンダード）科目、

専門教育科目及びその他必要とする科目を体系的に編成している。したがって、卒業認定・

学位授与の方針との一貫性が確保されていると判断する。 

 

【社会学部】 

学則第 1 条の 2 に記されている社会学部の教育目的を踏まえ、全学のカリキュラム・ポ

リシーに基づいて、社会学部の教育課程は編成されている。カリキュラム・ポリシーは「青

森大学学生生活ガイド」に記載されており、さらに具体的な教育課程は社会学部の教育課程

表として公表されている。 

また、社会学部の卒業の認定に関する方針は「青森大学学生生活ガイド」に明示されてお

り、この方針を卒業時のゴールに設定し、教育課程が編成されているため、一貫性は確保さ

れている。 

今年度は平成 30 年度入学生から適用される新カリキュラムが検討されたが、その際にも

この方針をベースに検討、作成された。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

平成 28 年度に卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）および教育課程の編

成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）などの 3 つの方針について全面的な見直しを行

って改定したが、その際には教育課程の編成・実施の方針が卒業認定・学位授与の方針に沿

ったものになるよう、十分配慮した。 

 

【薬学部】 

本学の薬学教育カリキュラムは、平成 29年度の時点で、平成 24年度カリキュラム、平成

25 年度カリキュラム、平成 26 年度カリキュラム、平成 27 年度カリキュラムの４種が存在

する。平成 29年度は、４～６年生に対して平成 14年の薬学教育モデル・コアカリキュラム
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および平成 15 年の実務実習モデル・コアカリキュラムに準拠した教育（旧カリキュラム）

を行っており、それぞれ平成 24、25、26年度入学生に適用されるカリキュラムを用いてい

る。また、１～３年生に対しては、平成 25年度改定薬学教育モデル・コアカリキュラムに

準拠した教育（新カリキュラム）を行っており、平成 27年度入学生に適用されるカリキュ

ラムを用いている。 

平成 29年度から施行された新カリキュラム・ポリシーは、ディプロマ・ポリシーに掲げ

る専門的知識･技能と「３つの力」を修得させるために、体系的なカリキュラムを編成し、

また、「薬学教育モデル・コアカリキュラム」に準じて、臨床教育に重点を置きつつ、基礎

薬学教育を充実させるために、薬学部における具体的な教育内容、教育方法、教育評価につ

いて定めたものである。 

 

Ⅴ－2－③ 教育課程編成・実施の方針に沿った教育課程の体系的編成について 

【全学】 

平成 26 年度から、学長が主導する教学改革タスクフォースが全学共通の教養課程である

「青森大学基礎スタンダード」の編成を担当し、一方、教務委員会は主に専門教育課程の編

成を担当して、相互に協力しながら、カリキュラム・ポリシーに沿った体系的な教育課程の

運営を行っている。 

各学部では、卒業要件単位数表及び開講科目一覧表を作成し、青森大学基礎スタンダード

科目と専門教育科目の関連性等について、オリエンテーション及び在学生ガイダンスの教

務に関する説明で周知を図っている。 

平成 26 年度に科目ナンバリング制度を導入し、科目間の関連性や内容の難易を分かりや

すく表現するために、全ての授業科目に科目の分類を表す記号及び科目の難易度を表す番

号を設定している。学生が科目ナンバリングに基づいて、自主的に体系的な学修活動が行え

るように、オリエンテーションにおいて科目ナンバリングについてのガイダンスを行った。

また、科目ナンバリングの体系を示す資料を作成し、教育課程の点検のために活用できるよ

うにしている。 

シラバスは、学生がディプロマ・ポリシーと関連づけて学修ができるように、各科目にナ

ンバリングを実施し、「学生の到達目標」の項目に「知識・技能」及び本学が育成する汎用

的能力として「生涯をかけて学び続ける力」、「人とつながる力」及び「自分自身を見据え確

かめる力」の「3 つの力」の基準が明示され、「授業外学修」、「成績評価基準」等々の項目

で具体的な記載がなされている。 

各教員（非常勤講師を含む）が担当科目のシラバスの原稿を作成する際に、本学のディプ

ロマ・ポリシーやカリキュラム・ポリシーを理解した上で取り組めるように、教務委員会が

作成した「シラバス作成要領」を全教員に配付している。 

また、担当教員が作成したシラバスは、教務委員会の委員によってチェックされ、必要に

応じて修正の指示等がなされた上で、電子シラバスとして大学ホームページ上で公開され

ている。これにより、学生自身がいつでも学内外のインターネットを使ってシラバスを閲覧

できるため、授業内容や授業外学習の指示等を確認できる。実際の教育課程は、カリキュラ

ム・ポリシーに基づいて、全学共通の教養教育である「基礎スタンダード」科目と各学部の
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専門科目によって体系的に編成され、知識・技術の修得とともに、「３つの力」の修得がで

きるよう編成されている。 

また、学修の質を担保するために、各学部で独自の CAP制度を導入し、１年間の履修上限

を定めている。このことは、年度初めに開催する新入生オリエンテーション及び在学生ガイ

ダンスで学生に周知している。 

 

【総合経営学部】 

１．教育課程の編成・実施 

総合経営学部では教育課程編成・実施の方針に即し、基礎スタンダード科目、専門教育科

目及びその他の科目を編成している。とくに専門教育科目は、総合経営学部の 3 つの柱と

なる経営学、商学、経済学に関する科目を中心に設定されており、専門必修科目と選択可能

な 3 つの専門コースの編成により、体系的な教育課程が編成・実施されている。 

２．シラバスの整備 

 シラバスは全学部統一の作成要領に従って作成されている。各教員（非常勤講師を含む）

が作成したシラバスは、学部教務委員によって作成要領に従って作成されているか第三者

によるシラバスチェックが行われ、必要に応じて修正の指示等がなされている。 

３．履修登録単位数の上限の設定 

総合経営学部では、半期 25 単位（年間 50 単位）を上限とする単位履修上限制（キャッ

プ制）を採用しており、制限を設けることで教育内容に関する着実な理解を促している。 

 

【社会学部】 

教育課程編成・実施の方針に即した体系的な教育課程を編成し、実施している。特に社会

学部では「社会学コース」と「社会福祉学コース」があり、それぞれの専門性、特徴を盛り

込みつつ体系的に教育課程を編成している。 

シラバスについては、全学統一様式が変更となったが、記入要綱を参考に各教員が入力を

行っている。特に専門科目については教員が入力した後、学部教務委員が分担して入力漏れ

や学生にわかりにくい表現などの記入がないか、記入要綱にそってチェックをし、適切に整

備をしている。 

 また社会学部では履修上限規程があり、単位取得の実質を保つよう工夫されている。た

だし、各種資格取得を目指す学生や特別な配慮が必要である学生で、この履修上限を超え

て単位取得することが必要な場合には、教授会の審議を経て、上限以上の単位取得を認め

ることとなっている。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

教育課程の編成・実施の方針に基づき、学位プログラムの基礎として、全学共通の教養教

育を行うとともに、専門教育においては①情報工学の基礎としての数学、物理学に関する科

目の配置、②情報工学を広くカバーする必修・選択科目の配置を行っている。さらに、③1

年次に「プログラミング演習Ⅰ、Ⅱ」、 2 年次に「プログラミングワークショップⅠ、Ⅱ」、 

3 年次に「創作ゼミナールⅠ、Ⅱ」、4 年次に「卒業研究」を配置し、プログラミング能力の

みならず、問題解決能力やコミュニケーション能力を段階的に修得できるようにしている。 
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【薬学部】 

薬学教育カリキュラムは、入学から卒業までの全学年を通して、教養科目と専門科目が連

携した教育体系となっており、また専門科目は系ごとに学年進行とともに基礎科目から専

門科目へと繋がるように配置されている。１年後期から「薬学基礎実習Ⅰ」を取り入れ、早

い時期に専門科目で得た知識を実践できるカリキュラムを組んでいる。 

 本学薬学部のシラバスには、新旧カリキュラムにおいて、科目ごとに「到達すべき目標」

が記載されている。「到達すべき目標」は、「知識・技能」と「３つの力」に分けられ、「知

識・技能」は新旧両薬学教育モデル・コアカリキュラムの一般目標（GIOs）および、到達目

標（SBOs）に準拠している。各科目シラバスにおけるスケジュールは授業の回数に対応して

おり、それぞれ、新旧両薬学教育モデル・コアカリキュラムの、到達目標（SBOs）に準拠し、

対応するSBO番号を併記している。新旧両薬学教育モデル・コアカリキュラムの全てのSBOs

が、本学薬学部新旧カリキュラムに含まれることを、教務委員会で検討、確認している。 

 また、ＣＡＰ制を実施し、１年次から卒業年次まで、各学期の履修科目数に上限を設け、

それぞれの科目に十分な学習時間を確保できるようにしている。 

 

Ⅴ－2－④ 教養教育の実施について 

【全学】 

青森大学基礎スタンダードは、平成 25 年度に全学共通の教養課程として導入され、当初

は変化する時代を生き抜く人間の根幹をなす実践力の養成を目指して「教養コア」と「技能

コア」を置いていたが、平成 26 年度から「創成コア」を追加し、キャリア形成科目及び関

連する地域貢献科目を配置し、地域貢献に役立つ知識・技能の育成にも力を入れている。 

「教養コア」には、人文科学、社会科学、自然科学の教養科目に加えて、全学部必修の初

年次教育科目として「学問のすすめ」、「人間と文化」、「社会と環境」等の全学協力体制によ

るオムニバス科目と「基礎演習」を置き、確かな教養の修得に力を注いでいる。 

「技能コア」には、英語をはじめとする外国語運用能力を錬成する「言語スキル」科目群、

健康増進と身体能力の向上を行う「身体スキル」科目群、IT のリテラシーや基礎的なデー

タ分析、プレゼンテーションスキルの習得を支援する「情報スキル」科目群を置いている。

情報処理に関連する資格の取得や TOEIC 等の受験を推奨するなど学生の学修意欲を喚起

して、実社会において通用する実践力を養う工夫を行っている。 

「創成コア」の科目は、「地域創成科目」と「自己創成科目」に分類される。地域創成科

目では、「地域貢献基礎演習」、「地域貢献演習」、「地域貢献プランニング」を置き、学生が

様々な地域連携をテーマに課題解決型学修により実践的に学び、学年進行に伴って本格化

する地域連携活動への円滑な導入や、卒業後も含めた地域における様々な活動へつなぐこ

とを目標としている。また、自己創成科目では、「キャリアデザインⅠＡ・Ｂ」、「キャリア

デザインⅡＡ・Ｂ」、「就職活動実践演習Ａ・Ｂ」、「インターンシップ」及び「ボランティア」

を開設し、一人ひとりのキャリア形成と社会人基礎力や基礎学力等の就業力の伸長を図っ

ている。 
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Ⅴ－2－⑤ 教授方法の工夫・開発と効果的な実施について 

【全学】 

青森大学基礎スタンダード「教養コア」には「学問のすすめ」、「人間と文化」、「社会と環

境」等の全学協力体制によるオムニバス科目と「基礎演習」を置いている。これらの科目の

設計・運営は、科目コーディネーターを中心として教員グループが協働して当たり、学生の

主体的な能力を引き出すため、様々なアクティブ・ラーニングの方法を積極的に取り入れて、

学修に対する動機づけを高める工夫をしている。特に、「基礎演習」では、本学が作成した

初年次教育用のテキスト「学びのみちしるべ」を刊行し、専任教員による少人数教育体制を

実施しており、大学生活の基礎知識やノートの取り方、レポート作成方法等をはじめ、本学

の「3 つの力」に含まれるコミュニケーションやプレゼンテーション能力など対人関係能力

等の基礎を養成することに注力している。 

「技能コア」では、全学部で必修の「英語」科目の教育効果を高める目的で、入学当初に

プレイスメントテストを実施した上で習熟度別のクラス編成としている。 

「創成コア」では、「地域創生科目」において学生が様々な地域連携をテーマに課題解決

型学修により実践的に学び、「自己創生科目」では教職共同の体制で学生のキャリア形成を

総合的に支援、外部講師なども活用して教育効果を高める工夫をしている。 

各学部の専門科目は、基礎スタンダード科目との連携を図りつつ、体系的に編成するとと

もに、学生の主体的能力を引き出すよう、教授方法の改善を進めている。また全ての科目で

積極的にアクティブ・ラーニングを取り入れることをシラバス作成要領に明記している。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部では、基礎スタンダード科目および専門科目において、アクティブ・ラーニ

ングなど学生の主体的な学びを促す工夫を施している。その取り組みの成果の一例として、

学外の大学生向けのコンテストでの入賞が挙げられる。平成 29 年度は、「大学生によるビ

ジネスアイデアコンテスト」（主催：青森県発明協会）において優秀賞を受賞したほか、「大

学 SDGs ACTION! AWARDS」（朝日新聞社主催）において下川町賞を受賞した。 

 授業方法の改善を進めるため、全学的に FD 委員会が組織されている。総合経営学部では

少なくても学部教務委員 1 名が FD 委員を兼ねるようにしており、FD 委員会と教務委員会

が協働して授業方法の改善にあたっている。 

 

【社会学部】 

授業内容・方法については、社会学部カリキュラムポリシーに則り、各科目のシラバスに

記載されている通りできるだけ多様なアクティブ・ラーニングを取り入れながら学生の主

体的な学びを促すよう工夫している。演習実習以外の科目においても、できるだけ学生が主

体的に学ぶことができるような工夫が取り入れられるよう、各教員が工夫をしている。 

さらに授業方法の改善等については、前後期 1回ずつ授業の相互参観期間を設け、教員が

お互いの授業を参考にできるような体制を作っている。平成 29 年度は前期のべ 14 名、後

期のべ 15名と昨年度よりも多くの学部教員が授業の相互参観を実施した。 
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【ソフトウェア情報学部】 

教授法を工夫する際の参考とするため、ソフトウェア情報学部では平成 18 年度より教員

相互の授業参観を実施してきた。平成 27 年度後期からは全学的に実施されている授業公開

の中で相互参観を行っている。 

また学生の授業に対する満足度や希望を調査する授業アンケートについても、ソフトウ

ェア情報学部では学部内での結果の共有を行い、さらに授業アンケートを受けて各担当者

が作成した授業改善方策についてもまとめを共有している。 

また個別の科目では、「プログラミング演習 I」において開発成果の発表を公開で行ってい

る。「創作ゼミナール I、II」については、成果発表会後に学部の専門科目担当教員による意

見交換会を実施、研究室ごとの成果や進め方について相互に意見交換を行い、全体としての

実施内容の改善、成果の向上に取り組んでいる。 

 

【薬学部】 

青森大学基礎スタンダード科目、薬学専門科目等において、問題解決能力の醸成を意図し

た、アクティブ・ラーニング、PBLおよび SGD形式等の教授手法を積極的に取り入れている。 

 PBLおよび SGD形式の授業を実施している科目として、専門科目群では 

「コミュニケーション入門」、「地域と健康Ⅰ（Adv.）」、「地域と健康Ⅱ（Adv.）」、「薬学臨床

Ⅲ（調剤と薬物療法Ⅰ）」、「薬学臨床Ⅳ（調剤と薬物療法Ⅱ）」などがあり、初期には一般的

な問題解決能力を培う科目を実施し、学年が上がるに従い、医療や薬学的な問題解決能力を

養う科目を体系的に実施している。 

「授業公開期間」を設け、教員による相互の授業参観を大学全体で実施している。他の教

員との意見を交換等でお互いの授業の改善に取り組むとともに、授業の進め方や学生との

コミュニケーションの取り方のノウハウ、グループワークのテクニックなどを共有してい

る。FD委員会は、これらの授業参観の実施状況を取りまとめ全学に報告している。 

 

（2）現状の評価 

 教育課程を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

【全学】 

今まで以上に体系的な教育課程を編成・実施するために、平成 28 年 12 月に策定した新

たな３つの方針を平成 29年度から適確に運用している。そのために、教学改革タスクフォ

ースと各学部教授会及び教務委員会等とが適切に連携するように改善している。 

カリキュラム体系（カリキュラム・マップ）を作成して公表し、学生が各学位プログラム

を意識しながら、個別の科目で修得できる能力とその水準を把握して履修できるようにす

る。特に、「基礎スタンダード」と専門教育の連続性がさらに高まるように科目配置を見直

し、「基礎学力」と「専門的知識・技能」及び本学の「３つの力」に示される「人間力・社

会人基礎力」の均衡のとれた人材育成を目指す。 
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また、これまで以上にディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーに基づいた科目展

開ができるように積極的に IRを活用する。これまで実施している「学修時間・学修行動調

査」や「授業アンケート」等に加えて、「３つの力」の達成度を調査するため、「社会人基礎

力」や「基礎学力」等の測定を開始し、学生のニーズや地域社会の要請に対応した教育課程

の編成、授業内容・方法及び学年配当等に活かしていく。 

個々の授業の教育効果の向上のため、学生の能動的・主体的な学修を強化し、全学的に進

めてきた、授業科目についての教育方法の改善に継続して取り組む。特に、学内外における

地域貢献活動やインターンシップ等を強化するとともに、より有機的に学生の就職力の育

成につなげるため、キャリア支援チームとの連携を強めていく。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部の専門科目には 3 つのコースがあるが、次年度（平成 30 年度）から「経営

情報システムコース」を廃止し、2 コース制にすることになっている。これは、「経営情報

システムコース」を選択する学生が少ないためであり、今後も地域の要請に応えつつ、本学

の理念に即した、より一層のコース体系化を検討していく。 

事業マネジメント・会計コースにおいては、引き続き会計学教育に関する一定の成果基準

と考えられる日商簿記検定等の資格取得率の向上、ならびに地域貢献活動の活発化に注力

していく必要がある。スポーツビジネスコースにおいては、資格取得の実績向上のみならず、

スポーツを通じた地域貢献の在り方について NPO 団体との提携も視野に入れた検討を進

めていく。 

グローバル化に対応した短期留学生プログラムは平成 26 年の開始から 4 年目を迎えた。

協定を締結した台湾の大学は、開始時の 1 大学から 3 大学に増え、毎年コンスタントに短

期留学生が来日している。今後は今よりも留学生が増えることも考えられることから、学部

教務委員会と国際教育センターが今以上に連携して留学生のフォローを行っていくことも

視野に入れている。 

 

【社会学部】 

教養教育について、専門科目との連携が取れつつあることが評価できる。しかし、学生に

とっては「同じような科目」としてとらえられていることもあるため、教養科目と専門科目

のより明確な科目同士のすみわけ、役割分担、つなぎを行う必要がある。 

教授方法の工夫についてはグループ学習や学生同士のコミュニケーションを主体とした

学習方法をできるだけ導入しているが、近年の学生の多様化から、このような学習方法に

なじめない学生、グループ学習に溶け込めない学生が多くみられるようになった。今後

は、学生の主体的な学習を積極的に導入しつつ、このような学生の学修支援への対応も検

討していく必要がある。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

教育課程編成・実施の方針で示した項目のうち、教育内容と教育方法に関しては、概ね具

体化が完了している。これに対して、教育評価に関しては、「卒業研究」評価基準の客観化

や、今年度策定したルーブリックに合わせたカリキュラムマップの見直し等、整備を進める
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必要がある。 

合わせて、授業方法については、今後も相互参観等を行い、改善活動を継続する必要があ

る。 

 

【薬学部】 

実習時間および実習項目の拡大 

 実習時間および実習項目を増やす内容として、遺伝子関連の実験など新実習科目を増や

すことを計画している。そのため平成 30年度より設備拡充と併せて改善計画を立てる予定

である。 

１年次の基礎科目の増設 

基礎スタンダード科目の選択科目として「化学と生物の基礎」を平成 30 年度に開講し、

専門科目とのスムーズな連結を図る。 

実務実習事前学習に必要な機器および施設の整備 

OSCE の実施のための什器類の整備、クリーンベンチ常設の部屋および関連設備について

改善を要する。 

 

Ⅴ－3 学修成果の点検・評価 

（1）Ⅴ－3の現状 

Ⅴ－3－① 三つの方針を踏まえた学修成果の点検・評価方法の確立とその運用について 

【全学】 

教育目的の達成状況を点検・評価する工夫として、定量的・定性的な調査を開発して教育

目的の達成状況の点検・評価を総合的に行っている。最も重視しているのは、学習支援セン

ターが中心となり教務委員会と連携して行っている「学修時間・学修行動調査」であり、毎

学期末に実施、学生の教室内外の学修状況を点検・評価し、全教職員に通知している。また、

資格取得及び就職状況については、主要な資格の合格者数や取得等級を集計して、年 2回発

行する青森大学ニュース等で公表するとともに、各学部でもその取得状況を分析し、教育目

的の達成度を確認して次年度以降の改善を図っている。 

その他、本学の教育成果に関わる意識調査として、在学生全員に学期ごとに実施する「授

業アンケート」があり、個々の授業における学修の実態把握を行い、担当教員が授業の成果

を判断するとともに今後の授業改善を図るための資料としている。また、年度末に卒業予定

者全員に対して実施している「卒業生アンケート」があり、卒業生が入学後の知識・技能や

態度等の変容や、大学での学修成果に対する自己評価について回答している。 

さらに、卒業生の就職先企業に対するイメージアンケートを実施、学修成果の点検・評価

に役立てている。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部では三つの方針を踏まえて、以下のような学修成果の調査を行い点検・評価

を行っている。 
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１．学生の学修状況の調査 

 学生の学修状況は、学習支援センターが中心となり教務委員会と連携して行っている「学

修時間・学修行動調査」により、学生の教室内外における学修状況の点検・評価を行ってい

る。 

２．資格取得状況の調査 

資格取得状況は、資格関連科目の担当教員および教務学生課員が把握しており、学修成果

の点検・評価を行っている。 

３．就職状況の調査 

 4 年生の内定状況は演習担当教員および就職課で把握しており、定例教授会で報告されて

いる。また、就職率推移や進路別卒業者数、産業別就職者数などの就職状況は、就職課で集

計し全教職員に情報共有され、学修成果の点検・評価を行っている。 

４．学生の意識調査 

 学修成果に関わる意識調査として、在学生全員に学期ごとに実施する「授業アンケート」

があり、個々の授業における学修の実態把握を行い、担当教員が授業の成果を判断するとと

もに今後の授業改善を図るための資料としている。 

５．就職先の企業アンケート 

卒業生の就職先の企業に対しては、アンケート調査を行い、今後のキャリア教育の改善に

活かすこととしている。 

 

【社会学部】 

学修行動調査を全学的に行っており、その結果を教授会で報告し、共有している。ただし、

結果の積極的活用には至っていないのが現状である。IT 支援システムで個人の授業アンケ

ートの結果以外に、全体のアンケート結果も閲覧できるようになったが、その活用をどれく

らいの教員が行ったのかは、未確認である。 

社会学部では、成績不良や出席に問題がある学生の情報を、毎月行われる教授会学科報

告で資料を作成し、特に欠席が多い学生や留年、休学明けの学生について担任教員が最新

の状況の説明を行い、学部内の全教員が共有して学生の課題に応じる努力をしている。ま

た、教育支援システムは、社会学部教員が担当している学生の基礎情報で、現在及び過去

の出席状況、単位の取得状況が確認できる。教員は、自分が担当する教科で成績や出席な

どが不振であると思われる学生に対し指導する際に教育支援システムの情報を活用してい

る。特に学部教務委員は、半期ごとにすべての学生の単位取得状況を点検し、単位取得状

況が思わしくない学生に対し、個別に履修指導を実施している。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部では、平成19年度後期より29年度前期まで、学部所属教員の担当

する授業科目について、学生による授業評価アンケートの前期、後期の中間及び期末評価

（平成26年度以降は期末のみ）の集計結果（質問項目別の評価平均値、自由記述の全ての

コメント）をファイルにまとめて学部所属教員全員にメールで配布した。今年度後期から

は、誰もが全教員の結果を閲覧できるようになったため、特にファイルの配信は行ってい

ない。 
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また、毎年 4 月に新入生を対象とした学部独自のアンケートを実施しており、入学の動

機、学部の教育に期待すること、将来の希望進路などの情報を収集して、学生の状況をでき

るだけ正確に把握するように努めている。今年度からは、教員間の意見交換会も実施するこ

ととした。 

 

【薬学部】 

新入生オリエンテーション時のプレイスメントテストにより学力別にリメディアル教育

を受けさせている。数学に関しては、高校における数学の履修状況に応じて、さらにクラス

別の授業を行っている。 

 履修指導は、学年別に年度始めにガイダンスを行い、教務担当教員が詳しく説明している。

特に成績不良者や留年生などの履修上の問題を抱えている学生には、担任教員が薬学教育

センターと協働して個別に履修指導を行っている。また２～４年次に対して在校生ガイダ

ンス時に基礎学力試験を実施し、学力の把握に努めている。 

 学生からの意見は、全学的には「授業アンケート」および「学修時間・学修行動調査」を

定期的に実施するとともに、卒業生を対象に「卒業生アンケート」を実施している。また、

学習支援センターは学生からの相談内容を記録し、学生の要望の把握とともに、継続的な相

談に備えた資料として活用している。この他、特に薬学部では低学年においては担任の教員、

４年次以降は配属研究室の教員が学生から直接意見を聴取できる体制にある。 

学生の進路選択に関しては、就職課を中心とした教職協働の「キャリア支援チーム」が支援

組織として設置されている。 

 

Ⅴ－3－② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価結果

のフィードバックについて 

【全学】 

教務委員会と FD委員会が協働して、ディプロマ・ポリシーを達成するために、成績評価

の可視化・客観化に努めており、教育内容・方法及び学修指導の改善のために毎年度「シラ

バス作成要領」【資料 2－6－5】を細かく見直している。科目担当教員は「シラバス作成要

領」に沿って原稿を書くことになるため、履修学生の成績や科目の平均 GPA（学生支援シス

テムで表示される。）、「授業アンケート」の結果等を省察することになる。このように「到

達目標」や「授業の方法」、「成績評価基準」の記載内容の改善が進められ、次年度の授業改

善と学修指導の充実が図られている。 

授業方法の改善については、FD 委員会が企画する学期ごとの教職員研修会や授業公開、

学外における教授法に関わる研修会及び研究会等への派遣等の機会が活用されている。ま

た、平成 27年度から各学期ごとに、全ての授業について公開とし、授業方法等の改善のた

めに教員全てが参観する、授業公開期間を 1週間ずつ設けている。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部では、教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評

価結果に基づき、各教員は自身の担当する授業内容・方法等の改善に取り組むよう促してい
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る。 

学生の学修状況調査、就職状況調査、学生の意識調査の結果に基づく学修指導等の改善に

ついては、ゼミナール担当教員によって対処している。とくに学生の意識調査（授業アンケ

ート）の結果を受けたフィードバックについては授業改善方策の提出が義務付けられてお

り、その集計結果は FD 委員会から教授会で報告され情報共有されている。資格取得状況調

査の結果に基づく改善については、資格関連科目担当教員で意見交換の場を設け、取得率・

合格率の改善を目指している。 

 

【社会学部】 

授業アンケートの結果に基づく教育の改善については、担任制によって対処しているの

が現状である。 

また平成 29 年度教員別 GPA（各教員が担当した科目で履修者につけた GPA 値の平均値）

が教授会で報告され、その結果も教育内容や教育目的の達成状況の評価として学部全体に

フィードバックされ、確認・評価された。 

学修行動調査における学生の質問や意見について、教務関係での学部の回答を求められ

た部分については回答し、全学的に掲示等で学生にフィードバックをした。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部では、学部所属教員の担当する授業科目について、学生による授業

評価アンケートの前期、後期の中間及び期末評価（平成 26 年度以降は期末のみ）の集計結

果をファイルにまとめて学部所属教員全員にメールで配布してきた（平成 29 年度前期ま

で）。他の教員の授業に対する学生の評価や自由記述のコメントは、自分の授業の改善のた

めに参考になる場合が多い。 

また、平成 27 年度からは前期・後期とも、授業評価アンケートの結果に基づいて授業改

善方策を各教員が簡潔にまとめ、学部長および教務課長に提出することが全学的に行われ

るようになった。ソフトウェア情報学部では、これについてもファイルにまとめて学部所属

教員全員にメールで配布し、授業改善への取り組みを推進している。 

 

【薬学部】 

開講される全ての科目について、学生による授業アンケートを年２回実施している。集計

結果は自由記述を含めて担当教員および学部長、学科長、学部教務委員長が確認できる。ま

たアンケート結果を受けて各教員がどのように授業改善を進めるか、学部長に提出・報告す

ることを義務づけている。さらに、学生アンケートの結果は、定期試験時期が過密スケジュ

ールとならないように配慮し設定している。 

また、教員相互で成績評価基準を確認できるよう、教員別 GPAの情報を共有する取組みも

進めている 

 

（2）現状の評価 

 教育課程を満たしている。 
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（3）将来の展望 

【全学】 

教育目的の達成状況の点検・評価方法として、「学修時間・学修行動調査」や「授業アン

ケート」、「卒業生アンケート」等を引き続き実施し、分析結果を全学的に活用していく。

加えて、ディプロマ・ポリシーに掲げている「3 つの力」の達成度を把握する工夫として、

一定の妥当性・信頼性を備えた「社会人基礎力」や「基礎学力」等の調査を導入し、教育課

程及び個別科目の学修成果のチェック機能とする。このように、IR に基づく改善・向上の

PDCAサイクルを確立する仕組みを順次整備していく。 

また、本学の目的・使命とする地域貢献活動を担える人材育成の充実のために、教職員と

キャリア支援チーム等との協働を進めて、学内外で実施している地域貢献系科目や「インタ

ーンシップ」等の学修を学生の就職力の向上につなげるように努める。 

 

【総合経営学部】 

学修成果の点検・評価は多様な調査により行われているため、今後は教育内容・方法及び

学修指導等の改善に向けた取組みについて検討していく必要がある。具体的な課題として、

従来、少人数制が特徴であったゼミナールは、近年の入学者数の増加により 1 ゼミナール

あたりの学生数が多くなってきていると同時に、ゼミナール担当教員の増加も限界にきて

いる。これにより、学生 1 人にかけることができる時間は以前よりも少なくなっている。こ

の課題を解決するために、教職員協働、教員間の連携による学生への学修支援の充実など、

より効果的に実施できる仕組みを整備していく必要がある。 

 

【社会学部】 

学生の学修状況の点検については、現在半期ごとに学部教務委員が手分けをして行って

いることで、きめ細かな履修指導、留年者の減少につながっている、しかし、学生数が増

えたことでこの事務作業量も増えている。学生指導においては、重要な作業であると考え

るため、この作業をよりシステマティックに、機械的にできないか、検討する必要があ

る。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

学生による授業評価アンケートの集計結果は今年度後期から教員の誰もが他の教員の結

果を閲覧できるようになったが、自由記述のコメントは個別にしか表示できない。より見や

すい形式での表示ができればよいと思われる。 

 

【薬学部】 

２～４年次に対して在校生ガイダンス時におこなわれる基礎学力試験によって、学力の

把握に努めているが、今後は、この結果に基づいた補習プログラムなど、学力向上に向けた

対策が必要である。 
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Ⅴ．教育課程に関する全体の自己評価（現状の評価と将来への展望を含む） 

教育課程及び教授方法並びに単位認定、卒業・修了認定等については、より体系的な教育

課程を編成・実施するための新たな３つの方針の策定・運用、学生が各学位プログラムを意

識しながら履修できるようなカリキュラム体系(カリキュラム・マップ)の作成・公表、ディ

プロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーに基づいた科目展開ができるように積極的な IR

の活用による学生の能力伸長についての可視化、アクティブ・ラーニングの一層の強化を進

める。 

教育目的の達成状況の点検・評価方法として、「学修時間・学修行動調査」や「授業アン

ケート」、「卒業生アンケート」等を引き続き実施し、分析結果を全学的に活用していく。

加えて、ディプロマ・ポリシーに掲げている「3 つの力」の達成度を把握する工夫として、

一定の妥当性・信頼性を備えた「社会人基礎力」や「基礎学力」等の調査を導入し、教育課

程及び個別科目の学修成果のチェック機能とする。このように、IR に基づく改善・向上の

PDCAサイクルを確立する仕組みを順次整備していく。 
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Ⅵ．教員・職員 

Ⅵ－1 教学マネジメントの機能性 

（1）Ⅵ－1の現状 

Ⅵ－1－① 大学の意思決定と教学マネジメントにおける学長の適切なリーダーシップ

の確立・発揮について 

平成２４年４月に就任した新学長の下で「青森大学ルネッサンス」を基調とする様々な大

学の改善策に着手した。このような新たな共通目標の下、学長の統率による教職員の一致協

力の体制・ガバナンスは大きく改善されている。 

平成２４年度に教学と事務の学長補佐をそれぞれ１名ずつ配置したのに続き、平成２５

年度は、スピード感のある学部間の意思疎通及びその円滑化を目的として「学長補佐室」を

設置し、各学部の教員１名ずつ合計４名が所属して、諸課題の検討並びに必要に応じた調

査・調整を実施した。平成２６年度には学長補佐室所属の教員を６名に増員した。平成２７

年度には学長補佐室所属の教員を８名に、学長補佐を２名から４名に増員し、翌平成２８年

度には学長補佐室の教員を１０名に、学長補佐を６名に増員し、教学関連事項と学生募集関

連事項はそれぞれ１名の学長補佐が集中して担当することとした。これらの改革により、学

長のリーダーシップの下で全学的な活動の推進役となる組織の強化を図った。 

また、平成２７年度から副学長１人を置き、さらに、平成２９年度には副学長を２人に増

員し、学長のリーダーシップの発揮を支援している。２人の副学長のうち１人は学長の業務

全般を補佐し、もう１人は主として広報活動を担当している。平成２９年度は、副学長２名、

学長補佐５名、学長補佐室９名の体制により、学長ガバナンスを支えている。 

さらに、平成２４年度から、大学における地域貢献の使命をより明確にすることを目的に、

大学の付属機関である青森大学オープンカレッジの事務局を大学事務局の教務課の中に位

置づけた。さらに、大学の管理運営の審議組織として重要な役割を担う部長会に、オープン

カレッジ所長と地域貢献センター（平成２４年度に新設）のセンター長を恒常的なメンバー

として加えた。 

平成２６年度には、全学的な教学マネジメントを的確に推進し、教学改革の PDCAサイク

ルを確立するため、学長が統括する組織として、「教学改革タスクフォース」を設置した。

このタスクフォースは、平成２５年度から導入された基礎スタンダード科目の全学的な運

営を進め、基礎スタンダード科目と整合的に連結する専門科目を構築するなど、教学改革の

推進に関し、教務委員会、FD 委員会等関連の委員会等との連携を図りつつ、大学としての

必要な方針を示すなどの任務を遂行している。また、平成２６年１０月には教学改革の成果

を確認すること等を目的とし、学習支援センターに IR推進室を設置した。 

学生のキャリア教育と就職支援に関しては、平成２８年度から青森大学キャリア支援チ

ームを設置し、学長の指揮統括の下、学生の就職を円滑に進めるための多角的な支援を、教

職協働で計画的に実施している。 

このように、年度ごとに学長の提示する課題や活動方針に基づく業務執行体制が確立さ

れており、学長の適切なリーダーシップが発揮されている。 
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Ⅵ－1－② 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントの構築につ

いて 

青森大学については、学長、副学長、学長補佐、学部長、学科長、教員、大学部長会、学

部教授会、大学協議会、教務部長・次長、学生部長・次長、図書館長、大学事務局長・次長、

大学事務局組織などの職務とその事務分掌が規定されているほか、教育、研究、学生指導、

地域貢献などに対応する各種の委員会等を設け、運営、教育・研究、学生指導等の実施及び

これらの課題に的確に対応し、その役割を果たしている。 

学長が示す課題や方針は、学長が主宰する部長会を通じ、全ての教職員の共通理解と一致

協力が図られ、適確に実施されている。学長ガバナンスの体制は、副学長、学長補佐、教学

改革タスクフォース、学長補佐室等により整えられ、また、各学部や各種委員会等との連携

が図られている。各学部及び委員会等は、年度ごとの活動目標を設定し、学長の下で業務を

遂行している。 

なお、平成２６年６月に学校教育法及び国立大学法人法が改正され、平成２７年４月から

施行された。これに伴い、私立大学においては、学校教育法の改正に基づき、学則等の学内

規則を改定することが必要となった。青森大学においては、学則第５３条第３項の各学部の

教授会の審議に関する規定の改正について、各学部教授会における審議を経て、平成２６年

１１月の部長会において審議が行われ、確認がされた。これら学則等の改正については、平

成２７年３月の理事会において必要な手続きがとられた。 

各学部教授会は、学則の規定に基づき、学生の入学、卒業及び課程の修了等について学長が

決定を行うに当たり意見を述べるほか、平成２８年１２月には、学長の求めに応じ、３つの

ポリシーについて意見を述べるなどの機能を果たしている。 
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図 3－2 管理運営機関 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ－1－③ 職員の配置と役割の明確化などによる教学マネジメントの機能性について 

大学における事務作業の効率化と円滑なコミュニケーション、学生サービスの向上を目

的として平成２５年度から教務課、総務課、学生課、入試広報課を一つのスペースにまとめ、

平成２８年度には教務課と学生課を教務・学生課とした。 
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（2）現状の評価 

教学マネジメントの機能性を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

青森大学は、少子化による入学生の獲得が困難な状況の中、学長のリーダーシップの下、

「青森大学ルネッサンス」を掲げて、本学の改革と新たな魅力づくりを進めている。引き続

き、大学の自立性にかんがみ、学長の統率によるガバナンス体制を整備し、全教職員が一丸

となって本学の改革を推し進めるとともに、その魅力を積極的に発信していく。 

権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した組織編成及び職員の配置による業務の効果

的な執行体制の確保については、職務権限の委譲による専決事項について、具体的な案件に

対応できるよう簡潔明瞭な内容に改定するなど、今後さらに充実した業務執行体制を築い

ていくこととする。 

 

Ⅵ－2 教員の配置・職能開発等 

（1）Ⅵ－2の現状 

Ⅵ－2－① 教育目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任等による教員の確保と配置

について 

本学では、教養学部は存在しないので、基礎スタンダード科目（教養科目）を担当する教

員も各学部に配属している。全教員数は、専任教員９０人（平成２９年５月１日現在）であ

る。社会学科、ソフトウェア情報学科においては、収容定員が大学設置基準別表第１（第１

３条関係）に定める収容定員に満たないため、この２学科の必要専任教員数は、各１２名と

なり、大学設置基準を満たしている。 

１）専任・兼任のバランス 

学部全教員のうち専任教員は６５．２％、兼任教員は３４．８％である。各学部の主要な

専門科目の講義は専任教員が行っている。総合経営学部では、留学生向けの日本語教育の一

部と専門科目で専任教員が対応できない科目の一部を兼任教員に依頼している。社会学部

では、精神疾患など医学関係の科目や福祉専門科目の一部を兼任教員に依頼している。薬学

部では、臨床医学の講義を医師に依頼している。 

２）専門分野のバランス 

教員の採用時には、専門分野のバランスを考慮して、どの分野の教員を採用するかを決め

てから教員を選考する。専門分野のバランスを確保するよう努力している。 

３）年齢構成 

教員の年齢層は、７０歳以下の教員８９名のうち、６１～６５歳が最も多く２２．５% 、次

いで４６～５０歳が２０．２％、５６～６０歳と６６～７０歳とが１３．５％、４１～４５

歳が１１．２％、５１～５５歳が１０．１％、３６～４０歳が４．５％、３１～３５歳と２
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６～３０歳がともに２．２％の順である。平成２８年度に比べると、高齢者の比率は下がり

つつあるが、今後も、若手教員を確保して新陳代謝を進めていく。 

 

Ⅵ－2－② FD(Faculty Development)をはじめとする教育内容・方法等の改善の工夫・開

発と効果的な実施について 

（１）教育研究活動の支援体制 

FD に関しては、各教員が独自に工夫するとともに、全学的な推進体制を整え、各教員の

経験を基に教職員研修会で発表と議論を行うとともに、外部の研修会等へ参加している。教

員の教育活動の活性化への方策は、様々な FDへの取組み、学部内教員間の相互評価、授業

アンケートなどにより行われている。 

学生による授業アンケートの活用を促進する目的で、アンケート結果について学部にお

いて今後の授業改善のための議論を行っている。アンケート結果や評価点は必ずしも公平

とは言えない面もあるので、公開方法や公開内容、公開範囲などは慎重に検討する必要があ

る。 

教員の授業の在り方を改善するために、教員が相互の授業を参観することが有効である。

平成 26 年度までは一部の学部で実施していたが、平成 27 年度からは全学全ての教員が授

業を公開し、教員相互の授業参観に取り組んでいる。 

（２）FD(Faculty Development)をはじめとする教育内容・方法等の改善の工夫・開発と効

果的な実施 

（ア）平成 29年度の教職員研修会 

夏季教職員研修会1）は、平成29年9月16日（土）に「3つの方針を適切に運用し、実行性

を高めていくために」をテーマに実施した。文部科学省高等教育局大学振興課大学改革推

進室室長平野博紀氏による基調講演「大学政策の現状と課題についてｰ3つの方針のより有

効な進め方ｰ」に続けて、3つの方針のこれからの課題、学習成果の可視化、アドミッショ

ンポリシーの適切な運用、アセスメントポリシー構築に向けて、地域と共に生きる大学と

しての3つの方針などの立場から、これまでの大学の改革の取組みの成果と今後の展望を

報告し、ディスカッションを行った。 

冬季教職員研修会 2）は、12 月 22 日（金）に実施した。「地方創世に貢献する青森大学」

をテーマに、地方創世の観点から、青森大学が今後どのように地域に根ざした活動を進めて

いくべきかを考え、全教職員で取り組めるように議論を行うことを目的に開催した。基調講

演として、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局参事官補佐根橋広樹氏による「地方

創生と地方私立大学への期待」が行われた。続いて、地域産業界の立場から青森商工会議所

地域振興部観光交流推進課長三上賢洋氏による講演「青森地域産学連携懇談会について」、

地域企業の立場から中央薬品株式会社代表取締役社長三上智治氏による講演「インフラと

しての青森県における保険調剤薬局の責務と青森大学への期待」、地域行政の立場から青森

県庁企画調整課課長代理米田圭吾氏による講演「地方創生に向けた剣の取り組み」が行われ

た。続いて、本学の地域貢献センターの取り組みと産学官連携プラットフォームの取り組み

についての事例報告が行われた。これらを受けて、ディスカッションが行われ、学長による

まとめが行われた。 
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（イ）FD(Faculty Development)による教員の資質・能力向上への取組み 

FD活動については、平成23年度にFD委員会を設置し、教員の資質・能力の向上に向けた

種々の取組みを行っている。その活動の一環として、毎年、学内外の講師を招いたり、学内

の教職員を報告者にしたりして、教職員合同の研修会1）2）を開催している。内容は、教育内

容・教育方法、学生募集や入試など多岐にわたっている。開催回数は、毎年2回であり、ほ

ぼ全ての教員と事務職員が出席している。 

大学全体で FDを推進する人材を増やすため、FDに関心のある教職員を中心に外部研修に

派遣している。外部研修会等の情報は、随時 FD委員会から全教職員に対してメールによる

情報発信を行っている。平成 29年度は各学部から一件以上の実施を目標に、派遣活動の拡

充を目指した。 

平成 29年度の外部 FD研修・セミナーへの派遣は、以下のとおりである。 

⚫ 第 5回スポーツ健康系学科長会議(5/20)(吉川昌則) 

⚫ 大学における文武両道とは(6/3)(吉川昌則) 

⚫ ソーシャルワーク教育全国研修大会(6/24-25)(田中志子) 

⚫ 薬学教育学会大会(9/2-3) (永倉透記、佐藤昌泰) 

⚫ 山形大学 FD合宿セミナー(9/5-6)(福井雅之) 

⚫ 教育の質的保証実践セミナー(10/20) (吉川昌則) 

⚫ 大学体育指導者養成研修会(3/2)(吉川昌則) 

派遣教職員による実施後の報告会や座談会、FD 研修報告書のとりまとめの実施を今後の

課題として検討している。 

各学部から FD委員が選ばれ、全学の FD委員会と連携して、授業改善を行っている。平成

27 年度後期から学期ごとに「授業公開期間」を設け、教員による相互の授業参観を大学全

体で実施している 3）4）。専門科目と基礎スタンダード科目の区別なく全ての授業を対象と

して、他の教員の授業を参観することを通じて自らの授業を見直し、意見を交換することで

お互いの授業の改善に取り組むとともに、授業の進め方や学生とのコミュニケーションの

取り方のノウハウ、グループワークのテクニックなどを共有することにより、大学全体の教

育力を向上させることを目指している。平成 28年度後期からは、常勤講師の科目に加えて

非常勤講師の担当科目も公開対象に加え、基本的に全学部の全科目を対象に公開と相互参

観を行なっている。また、平成 29 年度からは授業公開期間を 2 週間に設定して実施した。

FD 委員会では、実施準備と周知の徹底により活発な参観が行われるように促すとともに、

実施後に実施状況の取りまとめを行い全学に報告している 5）6）7）8）。さらに、次年度から授

業公開による見学教員からのフィードバックを実施できるように、見学レポートの書式を

確定 9）し、その運用方法については次年度の FD委員会に引き継ぐこととした。 

（ウ）学生による授業アンケート 

開講される全ての科目について、学生による授業アンケートを年２回実施している 10）11）。

オンラインのシステムを利用して実施 12）、集計結果は自由記述を含めて即時担当教員及び

学部長、学科長、学部教務委員長から確認することができる。平成 30年 1月からは、授業

アンケートの有効な活用のために、学内の全教員が自由に集計結果を閲覧できるようにシ

ステム変更を行った 13）。平成 27年度からはアンケート実施後、アンケート結果を受けて各

教員がどのように授業改善を進めるか、様式に記述して学部長に提出・報告することを義務
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づけている。その内容は、授業外学習の推進、学生の受講態度の改善、授業内容への興味向

上、授業の運営方法、アクティブ・ラーニングの活用などにわたり、それぞれの項目の到達

度についてアンケート結果から自己判定し、改善計画を提案する形をとっている 14）15）。各

学部長は、アンケート結果と提出された授業改善方策の資料をもとに、必要に応じて教員へ

の指導・助言を行う。また、ソフトウェア情報学部では、アンケート結果と授業改善方策を

学部教員間で共有し、各期に振り返りと意見交換を行う場を設定、教員相互の資質向上に努

めている。この授業改善方策は、集計を行い全学で情報を共有している 16）17）。 

学生による授業アンケートの結果がそのまま教育業績や教員能力の評価につながるもの

ではないが（指導や評価が厳しくない教科で評価が高く、厳しい科目で評価が低くなる傾向

があるなど）、授業内容の見直しや授業運営の改善のための情報として重視される。教育業

績や教員能力は、実際にその教員による授業・指導を受けた学生がどれだけ学力・能力を向

上させたかによって評価・判断されるものであり、学生の指導情報を共有する教員間での評

価が重視される。 

（エ）シラバスの改善 

全学統一の様式で、シラバスを書くことを義務づけている。シラバスを FDの重要な材料

と位置づけ、授業目標の確認、授業計画の見直し、成績評価方法の検討など、シラバス作成

作業を授業改善と教員能力の向上のための重要な機会と捉えている。毎年度のシラバス作

成に当たっては、シラバスの位置付けや作成における注意点などを確認するための作成要

領を配布している 18）。作成要領では各項目に記述すべき内容や、記述の際の文言の使い方

まで指示し、学生にとって分かりやすいシラバスの作成を心がけることを徹底している。平

成 30年度のシラバス作成については、レポート等を実施した際の学生へのフィードバック

に関する記載と、全学的なルーブリックに対応した記載を追加することを新たに加えるこ

ととした 19）。また、他者によるシラバス内容のチェックを確実にするため、予備稿を各学

部の教務委員・FD委員がチェックし、不十分なところを担当教員に指摘、訂正させている。 

 

（2）現状の評価 

教員の配置・職能開発等を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

青森大学は、文系・理系がそろった総合大学であり、各学部の教員の専門分野のバランス

と年齢構成を十分に考慮して、教員の確保に努める必要がある。高齢の教員も多く、今後、

数年以内にかなりの教員の退職が見込まれるので、計画的に採用を進めていく必要がある。

その際には、地域社会、地域文化、地域経済、語学、観光、情報技術等の課題に対応する教

育の充実ができるよう、また、学生や地域社会のニーズに十分応えられるようにし、地域と

ともに生きる大学としての成果を高めていく。 

教職員研修会は、本学の教職員の資質向上・能力開発を刺激する役割を果たしており、今

後も学外の講師を招いてさらに充実させる。また、教職員を学外の FD研修等に計画的に派

遣し、FDの推進役となる教職員を着実に増やす。学内においては、平成 25年度に設置した
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「学習支援センター」と連携しながら、各教員の授業の工夫や成功事例の交流などを通して、

教員の資質向上・能力開発を促す活動を組織する。さらに、各教職員が実施した FD活動を

記録として残すシステムを構築するとともに、得られた知見を全教職員で共有できる仕組

みを作り、青森大学の FD活動の成果を蓄積し、それを教職員が相互に参照することによっ

て、個々の能力を改善、向上できるように努力する。 

 

 

Ⅵ－3 職員の研修 

（1）Ⅵ－3の現状 

Ⅵ－3－① SD(Staff Development)をはじめとする大学運営に関わる職員の資質・能力

向上への取組みについて 

SD に関しては、平成 23 年度に設置された FD 委員会で事務職員の資質・能力の向上の

ための取り組みを行っている。その活動の一環として、学外の講師招聘や、学内の教育内容、

教育方法、学生募集や就職など多岐にわたる内容で教職員合同の研修会を年 2 回開催して

いる。 

 また、外部の研修会・セミナーへの参加を積極的に行っている。 

 平成 29 年度の SD に関する外部研修会への派遣は以下のとおりである。 

 ・東北地区学生指導研究会（5/19）（牧野俊之） 

・職場のメンタルヘルス対策研修会（6/29）（千代谷城太郎） 

 ・学生生活指導主務者研修会（7/5～7）（竹達敦子） 

 ・日本高等教育評価機構セミナー（7/10～11）（中村拓道） 

 ・全国障害学生支援セミナー（7/27）（牧野俊之） 

 ・キャリア相談員養成研修（7/27）（高谷竜徳、小村剛史、倉本みずき） 

 ・平成 29 年度北東北三県私立大学就職支援研究会（8/24～25）（岩谷郁美、高谷竜徳、小

村剛史、倉本みずき） 

 ・東北地区学生指導研修会（8/28～30）（柴田匡美、赤石まなみ） 

 ・日本私立大学協会東北支部事務研修会（8/31～9/1）（阿部慎也、葛西美琴） 

 ・日本学生支援機構主催ワークショップ（9/6～8）（柴田匡美） 

 ・日本私立大学協会教務部課長相当者研修会（10/17～20）（牧野俊之） 

 ・青森県留学生交流推進会議事務担当者研修会（10/23）（淺岡航） 

 ・平成 30 年度東北地区私立大学就職支援研究会（10/27）（岩谷郁美） 

 ・日本私立大学協会就職課長相当者研修会（11/14～17）（高谷竜徳） 

 ・観光産業中核人材育成強化事業合同研修会（3/7～9）（岩谷郁美） 

 派遣された事務職員は、FD 委員会で情報を共有している。 
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（2）現状の評価 

 職員の研修を満たしている。 

（3）将来の展望 

学習内容は FD委員会で情報を共有しているが、研修会での報告会や、派遣職員による座

談会の実施等を検討している。 

 

 

 

Ⅵ－4 研究支援 

（1）Ⅵ－4の現状 

Ⅵ－4－① 研究環境の整備と適切な運営・管理について 

教員に対する研究環境の整備については、専任教員に、インターネット環境、書架、事務

机等を備えた個別の研究室を割り当てている。ソフトウェア情報学部と薬学部の教員に対

しては、実習や実験の利便性を考慮し、個別研究室の隣室や同じフロアに研究実験室を設置

している。 

コピー機、高速デジタル印刷機、大量印刷と冊子体作成・とじ作業が設定可能な高速デジ

タルカラー印刷機や裁断機等を備えた印刷室が 2 か所に整備されており、随時利用可能な

状況にある。 

教員の研究遂行にあたり利用される図書館の OPAC は WEB 上でも公開しており、横断

検索機能も付されているため、自館の資料検索画面から、国立情報学研究所の CiNii 

Articles、 CiNii Books や PubMed、国立国会図書館の NDL サーチ等を即時に利用する

ことが可能であり、情報収集のツールとしても活用されている。 

研究成果をまとめた研究論文を発表することは、研究活動の最終成果を社会に公表する大

きな手段となる。本学では、青森大学学術研究会が毎年発行している「研究紀要」や、青森

大学付属総合研究所が毎年発行している「青森大学付属総合研究所紀要」がその研究論文公

表の場として設けられている。 

 

Ⅵ－4－② 研究倫理の確立と厳正な運用について 

本学では「青森大学教職員倫理規程」（（平成 25 年 4 月 1 日改正）が設けられ、倫理行動

基準を示し、遵守が求められている。この他にも以下に示す規程等を設置・運用している。 

（規程等） 

◆「青森大学における研究活動に関する行動規範」 

研究遂行上、本学所属の研究者は、科学の自立性が社会からの信頼と負託の上に成り立つこ

とを自覚し誠実に行動することが求められている等、遵守すべき行動規範を定めている。 

（「科学者の行動規範 改訂版」（平成 25 年 1 月 25 日、日本学術会議策定）に準拠） 
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◆「青森大学科学研究費等公的研究費取扱規程」（平成 28 年 9 月 29 日改正） 

文部科学省の「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平

成 26 年 2 月 28 日改正）等に基づき、科学研究費助成事業等の競争的資金や私立大学等経

常費補助金一般補助金の対象にもなる個人研究費等に関し、研究倫理やコンプライアンス

教育も含め、管理・監査に関する事項を定めている。 

◆「科学研究費等公的研究費の取扱い等に不正が生じた場合の調査に関する要項」（平成 27

年 2 月 16 日改正） 

文部科学省の「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドラインについて」（平

成 26 年 8 月 26 日文部科学大臣決定）と前出の「研究機関における公的研究費の管理・監

査のガイドライン（実施基準）」（平成 26 年 2 月 28 日改正）に基づき、研究活動における

不正行為の防止と不正行為が生じた場合における対応について必要な事項を定めている。 

（運用について） 

・本学では、研究者に対し「コンプライアンス教育資料」等の研究倫理教育に関する資料を

不正防止計画推進部署から配布し、確認後に「公的研究費使用についての誓約書」の提出を

求め、確認後に科研費や個人研究費の執行を行っている。また、研究倫理教育の責任者や事

務職員にも同様の資料を配布し、説明後に「公的研究費運営・管理にあたっての誓約書」を

提出させている。 

・科学研究費助成事業を獲得している本学所属の研究代表者と研究分担者には日本学術振

興会が編集した『科学の健全な発展のために』（丸善出版、2015 年刊行）を配布し、研究倫

理への理解を深めるよう指導している。 

 

Ⅵ－4－③ 研究活動への資源の配分について 

学内においては、専任教員の個人研究費が以下の通り設定されており、研究上必要となる

物品の購入や旅費等の執行に充てられている。 

学部 薬学 
総合経営学・社会・

ソフトウェア情報 
4 学部 

職階 
教授・准教授・講師

（実験系） 

教授・准教授・講師

（実験系） 

教授・准教授・講師

（非実験系） 

助教・助手

（実験系） 

個
人
研
究

費 備品・消耗品・

図書費等 
210,000 140,000 70,000 126,000 

旅費 70,000 70,000 70,000 49,000 

計（上限） 280,000 210,000 140,000 175,000 

（単位：円） 

 外部資金による研究費としては、競争的資金でもある科学研究費助成事業（以下「科研費」

と表記）があげられる。本年度の研究代表者分としては、基盤研究（B）1 件、若手研究（B）

2 件、基盤研究（C）6 件の計 9 件と、研究分担者分は基盤研究（B）（2 件）・基盤研究（C）

4 件の計 6 件、あわせて 15 件を獲得している。 

また、教育研究を推進するため、学内研究資金として青森大学教育研究プロジェクトが設
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定されており、学長裁量経費等から支援を行っている。今回は 15 件が採択されており、平

成 29 年 12 月 22 日に中間報告会、平成 30 年 3 月 15 日に成果最終報告会が開催された。

このプロジェクトの申請書類は科研費応募の際の基礎資料になるような書式を採用してお

り、申請時には科研費への応募を奨励する等、外部資金への獲得に向け、申請や採択率の向

上を目指している取組みでもある。 

 

（2）現状の評価 

研究支援を満たしている。 

（3）将来の展望 

 外部資金獲得を推進するため、科研費の申請者に対し、具体的なアドバイスができるよう、

獲得者を講師としたセミナー開催や助成金等の情報周知のための学内広報方法等の見直し

など、全学的な取り組みを進める必要がある。 

 

Ⅵ．教員と職員に関する全体の自己評価（現状の評価と将来への展望を含む） 

 教学マネギメントの機能性については、青森大学は、少子化による入学生の獲得が困難な

状況の中、学長のリーダーシップの下、「青森大学ルネッサンス」を掲げて、本学の改革と

新たな魅力づくりを進めている。引き続き、大学の自立性にかんがみ、学長の統率によるガ

バナンス体制を整備し、全教職員が一丸となって本学の改革を推し進めるとともに、その魅

力を積極的に発信していく。 

教員の配置・職能開発等については、青森大学は、文系・理系がそろった総合大学であり、

各学部の教員の専門分野のバランスと年齢構成を十分に考慮して、教員の確保に努める必

要がある。高齢の教員も多く、今後、数年以内にかなりの教員の退職が見込まれるので、計

画的に採用を進めていく必要があり、様々な課題に対応した教育の充実を図るとともに、学

生や地域社会のニーズに十分応えられるようにし、地域とともに生きる大学としての成果

を高めていく。教職員研修会は、本学の教職員の資質向上・能力開発を刺激する役割を果た

しているが、「学習支援センター」と連携しながら、各教員の授業の工夫や成功事例の交流

などを通して、教員の資質向上・能力開発を促す活動を組織し、各教職員が実施した FD活

動を記録として残すシステムを構築するとともに、それを教職員が相互に参照することに

よって、個々の能力を改善、向上できるように努力する。 

職員の研修については、研修会での報告会や、派遣職員による座談会の実施等を検討して

いる。 

 研究支援については、快適な研究環境の整備に努めるとともに、それらを有効に使用して

いる。研究倫理の確立と厳正な運用においては、「青森大学教職員倫理規程」（（平成 25 年 4

月 1 日改正）が設けられ、倫理行動基準を示し、遵守が求められている。研究活動への資源

の配分においては、専任教員の個人研究費が設定されており、研究上必要となる物品の購入

や旅費等の執行に充てられており、研究活動のための外部資金の導入の努力も積極的に行

われている。いる。 
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Ⅶ．経営・管理と財務 

Ⅶ－1 経営の規律と誠実性 

（1）Ⅶ－1の現状 

Ⅶ－1－① 経営の規律と誠実性の維持について 

青森大学の設置者である学校法人青森山田学園（以下「本学園」という。）は、「学校法人

青森山田学園寄附行為（以下「寄附行為」という。）」において、「この法人は、教育基本法

及び学校教育法に従い学校、専修学校及び各種学校を設置することを目的とする」と定めて

おり、理事会が学校法人の業務を決し、理事長は法人を代表し、その業務を総理すると明記

している。また、法人の業務の決定は、理事をもって組織する理事会によって行う。理事、

監事及び評議員は、私立学校法及び寄附行為に従い選任されている。理事会はほぼ定期的に

開催され、寄附行為の定めにより適切に運営されている。評議員会は必要に応じ年数回行わ

れている。理事、監事、評議員は、それぞれの役割を十分に果たしており、経営の規律と誠

実性は維持されている。 

 

Ⅶ－1－② 使命・目的の実現への継続的努力について 

青森大学学則第１条第１項に、目的として「本大学は、教育基本法及び学校教育法に基づ

き、学術の理論と応用を教授研究して、有能にして良識ある人材を育成し、文化の発展並び

に人類の福祉に貢献するとともに、地域社会の向上に資することを目的とする」と定めてい

る。また、第２項においては、設置する４学部それぞれの具体的な教育目的を詳細に記述し

ている。第３項には、大学の教育理念として３つの基本方針が示されており、これはキャン

パス内１０数か所に掲示し、教職員のほか学生に対しても周知を図っている。 

大学学則において大学全体のみならず学部ごとの教育目的を定めており、また、大学の教

育理念を大学キャンパス内１０数か所において掲示することにより、周知を図るとともに、

「青森大学ルネッサンス」を掲げ、教育改革を推進しており、使命・目的の実現への継続的

努力をしていると言える。 

 

Ⅶ－1－③ 環境保全、人権、安全への配慮について 

環境保全に関しては、キャンパス内に木々や植物を配し、教育・学習環境の維持を図って

いる。また、教職員の夏季軽装導入などにより省エネルギーの取組みを進めているが、老朽

化した施設の断熱性や暖房器具の熱効率、効率的な施設利用など、課題は残されている。ま

た、ゴミの削減などについては、分別を行っているものの、全学的な取組みはまだ行われて

いない。 

人権については、青森大学ハラスメント防止対策規程、青森大学教職員倫理規程を設け、

学生のみならず教職員間の人権尊重に留意している。平成２８年１１月には、青森大学にお

ける障害を理由とする差別の解消の推進に関する教職員の対応指針を定めた。これらの規

程等に関わる研修を行い、教職員への徹底を図っている。 
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安全に関しては、青森大学個人情報保護に関する規程の策定や大学における避難訓練の

実施を通して、学生の安全確保に努めている。防災に関しては、大学が所在する幸畑地区町

内会等との連携を図っている。 

青森という比較的自然豊かな地域性もあり、環境保全は図られているものの、ゴミの減量

や省エネルギーに向けた取組みについては、老朽化した施設の断熱性や暖房器具の熱効率

の点などから、まだ道半ばであると言える。規程を整備し、研修を行うことなどにより、学

生と教職員の人権や安全の確保について配慮している。ただし、施設の老朽化による、耐震

性の確保という点については、なお課題が残っている。 

建物の安全性については、老朽化が進行しているため、建物設備の現状調査を行っており、

中長期の営繕計画を策定する準備を進めている。耐震診断については、計画的に実施してお

り、本学校舎１・２号館について行った。今後も順次計画的に実施していく予定である。ま

た、全てのトイレをウォシュレットへ交換するなどの配慮を進めている。 

 

（2）現状の評価 

 経営の規律と誠実性を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

①経営の規律と誠実性の維持の表明 

寄附行為や各種規程の整備という点では問題ないが、定期的に周知の機会を設けるなど、

より徹底した規律と誠実性の維持を図っていく。 

②使命・目的の実現への継続的努力 

大学の使命・目的の実現に向けた継続的努力は、現状において十分に行われていると言え

る。今後の課題としては、この努力を維持していくことと、大学の使命・目的の適切性をそ

の都度確認することである。そのため、常に社会のニーズを注視し、必要な人材について考

察を重ね、定期的に大学の方針について協議する場を持つようにしたい。 

③学校教育法、私立学校法、大学設置基準をはじめとする大学の設置、運営に関連する法令

の遵守 

現状に問題はないと言えるが、引き続き、法律や制度の改正を注視し、各種法令に則った

学園運営を続ける必要がある。そのため、公文書の確認や研修会等への積極的な参加につい

て引き続き力を傾注していく。 

④環境保全、人権、安全への配慮 

教育施設の老朽化問題は早急に改善する必要がある。これには、財政的事情が大きく関連す

るため、補助金制度を精査して計画的に実行していく。 
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Ⅶ－2 理事会の機能 

（1）Ⅶ－2の現状 

Ⅶ－2－① 使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性につい

て 

大学の目的を達成するための学校法人としての管理運営は、「寄附行為」に基づいて

行われている。 

 本法人は、「寄附行為」により、理事会の運営方針と監事の職務等を明確に規定して

おり、学校法人としての適正で円滑な業務を図るための方針が明記されている。 

 寄附行為では、理事定数は１０人以上１７人以内と定められており、現在の理事総数

は１４人である。 

 平成２９年度は、理事会を５回開催し、寄附行為の定めにより、予算、決算をはじめ

とする重要事項について審議を行っている。理事会には、常に定足数を満たす理事が出

席しており、欠席の理事は委任状を提出している。 

 理事にはそれぞれ総務担当、財務担当等の担当が割り当てられており、理事会の体制

強化を図っている。 

 法人の業務及び財産を監査する２人の監事は、外部の要職にありながら、５回の理事

会全てにおいて、いずれか１人が出席しており、私立学校法及び寄附行為の定めにより、

法人の業務及び財産の状況について適切な助言を行っている。 

 ２７人の評議員をもって組織する評議員会は、寄附行為第１８条に記載された諮問事

項に関する意見聴取等が行われており、平成２９年度は５回開催された。 

 理事会の決定事項は、各学校に伝達され、それぞれの学校で実現するために、決めら

れた範囲内で実施方法を決定し、それぞれ組織を円滑に運営している。 

 役員等の選考方法は、理事については「寄附行為第１２条（理事の選任）」に、監事

の選任は「寄附行為第１３条（監事の選任及び職務）」に明記されている。 

役員の任期、解任・退任・補充等についても、「寄附行為」に明記されている。 

 

（2）現状の評価 

理事会の機能について満たしている。 

 

（3）将来の展望 

理事構成は、学内理事が５人、学外理事は９名となっている。監事も非常勤ではあるが、

学校や企業の運営に有用な意見と識見を持たれた方々であり、学校法人の適切な運営へ

の貢献を増している。理事会運営は適切に行われているが、将来的には、監事の常勤化

を目指すものとする。 
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Ⅶ－3 管理運営の円滑化と相互チェック 

（1）Ⅶ－3の現状 

Ⅶ－3－① 法人及び大学の各管理運営機関の意思決定の円滑化について 

１）法人と青森大学との関係 

理事会、評議員会に学長のほか学部長１名（平成２６年度から）、学長補佐１名が参画し、

教学側としての意見、学園の運営全般について意見を述べている。その他、大学と理事会と

の連絡を密にし、大学の円滑な運営を期するために大学協議会を置いており、学園本部から

理事長、本部長、関係部長が参画している。 

また、学園を構成する諸機関の運営に関する情報を共有し、相互の理解を深め、協調一致

して学園の目的達成を目指す場として、学園運営委員会を開催している。 

このほか、本部主宰による本部部課長会議を開催し、青森大学をはじめとする各部門との

連携を図っている。   

このように、法人理事会と教学組織の連携・意思疎通が図られ、協調体制が確立している。 

 

２）青森大学における管理部門と教学部門との意思疎通と連携 

大学の最も重要な審議機関として大学部長会を設け、月１回の頻度で開催している。大学

部長会には、必要に応じ学園本部から関係部課長も参画している。 

大学部長会及び大学協議会には、大学事務局部課長が参画している。 

また、大学の目的を達成するために各種の委員会を随時開催し、管理部門と教学部門の連携

は密接に取られている。 

 

以上述べてきたように、大学運営については、法人本部はもとより、教学側、管理運営側が

それぞれの立場から相互に連携を密にし、その目的達成のために取り組んでいる。 

 

Ⅶ－3－② 法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックの機能性について 

法人理事のうち学内理事が５人であるが、理事会において、７人の外部理事や監事から積

極的な意見表明があり、学内理事も意見を傾聴しているため、法人と大学の相互チェック体

制が整備されている。 

監事２人は、理事会・評議員会に出席し、学園全体の運営について、意見を述べているほ

か、学園運営委員会、大学協議会、グランドデザイン（将来計画）委員会に参画し、学園の

運営、将来計画の検討に際しての指摘、助言を行っている。 

また、監事は、学園運営上の種々の課題に関し、会計監査法人と連携して、法人本部理事

長等に、必要な指摘、助言を行っているほか、監査法人による会計監査に立ち会い、必要な

指摘、助言を行っている。 

監事の選任及び職務については、寄附行為第１３条に、下記のように定めている。 

 

（監事の選任及び職務） 
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第１３条 監事は、この法人の理事及び職員（学長、校長、教員、その他の職員を含む。）

又は評議員以外の者のうちから評議員会の同意を得て、理事長が選任する。 

２ 監事は、次の各号に掲げる職務を行う。 

（１）この法人の業務を監査すること。 

（２）この法人の財産の状況を監査すること。 

（３）この法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会

計年度終了後２ヶ月以内に理事会及び評議員会に提出すること。 

（４）第１号又は第２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行

為又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な事実があることを発見したときは、これ

を文部科学大臣に報告し、又は理事会及び評議員会に報告すること。 

（５）前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して評議員会の招集を請求す

ること。 

（６）この法人の業務又は財産の状況について、理事会に出席して意見を述べること。 

 

評議員会は、寄附行為に基づき選任された評議員により、寄附行為の定めに則り、理事会

に対しての諮問機関としての役割を十分に果たしている。 

 

（評議員会） 

第１７条 評議員会は、２３人以上３５人以内の評議員をもって組織する。 

２ 評議員会は、理事長が招集する。 

３ 評議員会に議長を置き、会議のつど評議員の互選で定める。 

４ 理事長は、評議員総数の３分の１以上の評議員から会議に附すべき事項を示して評議

員会の招集を請求された場合には、その請求があった日から２０日以内にこれを招集し

なければならない。 

５ 評議員会は、評議員の過半数の出席がなければ、その議事を開き議決することができな

い。ただし当該議事につき書面をもってあらかじめ意志を示した者は、出席とみなす。 

６ 評議員会の議事は、出席評議員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の議決すると

ころによる。 

７ 前項の場合において、議長は、評議員として議決に加わることができない。 

 

（2）現状の評価 

 管理運営の円滑化と相互チェックについて満たしている。 

 

（3）将来の展望 

意思決定の円滑化に関する課題は、次の３点である。 

 

１）法人本部と大学事務局の一体化 

法人運営と大学運営の連携を密にし、より一体的に行うため、事務組織の連携協力体制の
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強化・統合化を順次進めている。これにより、企画戦略機能の充実、建物設備の維持管理、

教育研究設備備品の計画的な整備、学園運営会議などの導入による機動的・戦略的な法人運

営を検討していく。 

 

２）各種連携の強化 

大学・高校の連携と接続、さらには、その前段階になる高校と中学校の連携の組織的な推

進体制の確立が求められる。 

 

３）経営戦略の策定組織 

大学運営を含めた学園全体の舵取りを戦略的に進める、経営戦略を担う組織整備が望ま

れる。 

 

相互チェックによるガバナンスの機能性については、内部牽制の一環として、契約発注業務

の監査体制の整備を図る。 

リーダーシップとボトムアップのバランスの取れた運営に関して、学園は、財政再建をも含

めた経営改善に取り組んでいるところではあるが、学長が大学運営にリーダーシップを発

揮しやすくするために、全学的な視点から重点的に予算配分できる仕組みとして、平成２６

年度から設置した学長裁量経費を充実していく。 

 

Ⅶ－4 財務基盤と収支 

（1）Ⅶ－4の現状 

Ⅶ－4－① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立について 

本学園は、平成２２年以降、厳しい経営状況に陥り、財政再建の努力を続けてきた。

平成２６年度に岡島成行理事長が就任し、新体制となって、抜本的改革を開始したこと

により、平成２８年度には運転資金に不安を残す危機的状況は脱し、自力で再建改革を

進めていくステージに入っている。ただ、過去１０数年間に及んで積み上げられてきた

借入金と未払金の問題は次第に縮減されてきているが、まだ解消されてはいない。 

 今後は、経営、ガバナンスの双方において運営体制を軌道に乗せ、学園創立１００周

年へ向けて、一層の要員調整、コスト削減、入学者確保を三本柱とした改革を引き続き

着実に進めていく。 

 大学においては、基礎スタンダード科目の充実と専門教育の改革を進めるなど、ブラ

ンドイメージを刷新する改革を推進し、優れた就職実績をベースに受験生が集まる仕組

みを拡充する。また、連携校との協力体制、留学生や社会人の受入れ体制を強化する。 

 

Ⅶ－4－② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保について 

財政的には運転資金に不安を残す状況は脱したが、なお財政再建のための一層の改

善努力が必要である。入学者増対策、コスト削減と要員調整を柱とする改善計画をさら
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に進めることが必要である。 

本学園の収入の７０％以上を占める学生生徒等納付金は、ここ１０年間では平成１

８年度３，６２７百万円をピークとして、平成２３年度を除いて減少基調にあり、平成

２８年度は、２，１３５百万円で、ピーク比約４０％の減少である。この間、大学院、

短大の閉鎖等大学組織の改編が行われたこともあるが、大学における学生数の減少が

大きな要因である。（１８年度学生数１，９１４名、２８年度１，０３３名、減少率４

６．０％） 

学納金に次いで比重の大きい補助金は、平成１８年度７３２百万円に対して、平成２

８年度７６８百万円と、３６百万円増加した。補助金の事業活動収入に占める比率は、

平成１８年度１４．７％から、平成２８年度２３．６％となっている。 

本学園の収支は、学生等納付金金額が３，０００百万円を下回った平成２１年度以

降、平成２７年度までは消費支出比率（基本金組入前収支差額/事業活動収入）が１０

０％を超過しており、逆ザヤ状況を示している。平成２８年度は、事業活動収入額３，

２３９百万円に対して、事業活動支出額が３，３２２百万円となり、総体として８３百

万円の不足となっている。 

平成２８年度決算においては、収入面では、学生等納付金が２，１３５百万円（前年

度比２２百万円）であり、事業活動収入３，２３９百万円（前年度比△４５９百万円）

と、減少している。支出面では、人件費１，７２７百万円（前年度比△３１百万円）と

昨年度に続き削減となり、事業活動支出全体では、３，３２２百万円となっている。 

収支バランスの観点からは、事業活動収支が、８３百万円の支出超となっており、経

費削減の効果が、学納金を始めとする収入の減少に追いついていないのが現状である。 

学園の現金収支を把握するキャッシュ・フロー分析の観点からは、非現金化支出で

ある教育研究経費及び管理経費の減価償却費を戻し入れた償却前事業活動収支を、フ

リーキャッシュフローとして指標とするが、収支バランスを考えた場合、前記のとお

り、学生生徒の減少が大きく影響している。教育研究経費及び管理経費も削減を行っ

ているが、奨学費は少なからず増加しているので、バランスが崩れている状態である

と言える。 

このように、本学園の収支には、経営的かつ構造的な問題があり、財務の状況は厳し

く再建途上ではあるが、学生数確保の補強に努め、平成２８年度の大学の入学者数は

２４７名に増加し、さらに、平成２９年度の入学者が３１８名になった。この上昇傾

向を維持していくことにより、バランスの改善を図っていく考えである。また、平成

２８年２月には、６６５百万円で学園の土地を買い戻し特約付きで売却したことによ

り、平成２８年度以降、短期借入金を解消することが可能となり、運転資金の不安は

なくなった。今後、奨学費の減少を目指しつつ、学生募集に注力するとともに、金融機

関等からの支援を受けながら、「地域とともに生きる大学」として、オール青森で支え

られるよう、財務運営の改善を図っていく考えである。 

 学生募集については、全ての学部の魅力を高め、志願者の増加を図ることが重要であ

り、教育改革の状況の発信に努めていく。特に、薬学部については、深刻な薬剤師不足

を解消し、短命県を返上することを目指す青森県の健康長寿社会の構築へ向けて、極め

て重要な使命を持っていることにかんがみ、引き続き薬学部特別奨学制度の活用などに
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より、質の高い入学者を増やしていく努力を続けていく。 

 文部科学省の事業である科学研究費助成事業の採択件数は、本学の研究者が関わる課

題の採択件数及び補助金額は大幅な増加傾向にあり、平成２２年度は１件（２６．０万

円）であったものが、平成２７年度には１２件（１４１９．６万円）にまで増加し、平

成２８年度は、採択件数では１８件、助成額では１６０７８万円まで伸び、採択件数及

び助成額ともに過去最高であった。学内における科研費申請のための説明会等を開催し、

本学の教員が協働で科研費に申請できるよう努めている。また、平成２９年度に国土交

通省観光庁で募集している「産学連携による観光中核人材育成・強化事業」に採択され

た。 

 

（2）現状の評価 

 財務基盤と収支について満たしている。 

 

（3）将来の展望 

中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立及び安定した財務基盤の確立と収支

バランスの確保については、現状の計画をしっかりと実施していくことにより実現する

ことが可能である。 

中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立については、学園をめぐる財務環境の

変動を受けて、平成２６年度に策定したグランドデザインによる業務改善計画を抜本的

に見直し、金融債権者との協同のもと、実行可能性の高い中長期計画の策定を進める。

その中で、戦略的な人員削減については、退職補充の厳正管理と現有教員の活用、非常

勤職員の活用を積極的に進める。経費節減については、消耗品や光熱水費、旅費交通費

など個別支出の内容の厳正管理を通して、平成２５年度比で１－２割のカットを目指す。

そして大学を含む学園全体の入学者数確保については、５年後に充足率８０％（平成２

９年度現在７９．３％）の確保を達成するため、大学・高校・中学の連携強化に努める。 

安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保については、安定した財務基盤確立の主

眼として、学生数の増加を第一義的目標として定め、学園の認知度浸透を図るため、広

報活動の強化を行う。併せて、経費削減策として、購買活動における競争入札を原則と

し、最低３社からの見積もり徴求を条件付ける。また、金融関連費用削減のために、業

者支払のサイクルを、学園の入金スケジュール（８月及び３月に入金）に合わせて、現

状の月次支払ベースから、半期毎支払に変更し、運転資金借入金額の圧縮に努める。こ

れら施策を確実に実行することにより、手元現金流動性を高め、期中運転資金を外部調

達に頼ることなく、学納金等自己資金で対応できる財務体質への変換を早期に達成する。 
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Ⅶ－5 会計 

（1）Ⅶ－5の現状 

Ⅶ－5－① 会計処理の適正な実施について 

会計処理については、「学校法人会計基準」及び本学園の「経理規程」に準拠した会

計処理が適切になされている。 

予算管理は、「予算管理規則」に定められた予算編成、予算管理を基とし、「経理規程」

に定められた経理に関する事項を正確かつ迅速に処理し、会計システムにより経営の実

態を計数的に把握し、経営活動を能率的に推進すべく処理している。 

また、平常の会計処理の疑問点等は学園担当の公認会計士に随時質問し、その場で回答

を受け対応している。また、毎月学園において前月処理分の証憑チェックを受けている。 

 

Ⅶ－5－② 会計監査の体制整備と厳正な実施について 

年次決算及び財産状況について、内部監査として学園理事会指名による監事２名によ

る監査、外部監査として、公認会計士による監査を受検している。 

 会計監査については、毎月学園において前月分処理分の証憑チェックを受け、その都

度指摘部分について修正を行っている。 

 また、監事による監査も財務状況、業務状況と、理事の執行状況の監査を行っている。

決算途中の経過について９月に公認会計士、税理士から説明を行い、点検を受けている。

また、決算の数字がほぼ固まっている５月には別途来学いただき、経理担当者及び公認

会計士、税理士から説明を行い、点検を受けている。 

 監事は、上記検証が終了後、不正の行為又は法令、寄附行為に違反する重大な事実が

認められなかったこと、計算書類が本会計年度の経営状況を適正に表示しているものと

認める旨の「監査報告書」を作成し、決算案が審議される理事会、評議員会に出席し、

監査報告を行った。 

 

（2）現状の評価 

会計について満たしている。 

 

（3）将来の展望 

会計処理は適切に行われており、会計監査の体制も整備されている。今後も決算途中

の経過について、５月には経理担当者及び公認会計士、税理士から、また、９月に公認

会計士、税理士から説明を行い、監査体制の充実に取り組むものとする。 

経営の規律と誠実性の維持の表明、使命・目的の実現への継続的な努力、大学の設置、

運営に関連する法令の遵守、環境保全、人権、安全への配慮及び教育情報・財務情報の

公表については、全体として適切な措置が進められており、引き続き一層の改善を図っ
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ていく。 

理事会の機能については、理事長及び法人本部を軸にした円滑かつ適切な意思決定を

行う組織と情報伝達の仕組みを構築しながら、学内理事会や常務理事会の設置について

引き続き検討する。 

大学の意思決定の仕組み及び学長のリーダーシップについては、大学のガバナンスの

体制が自立的に機能することを確保するとともに、法人運営と大学運営の連携を密にす

るため、法人本部と大学事務局との連携・連絡等の体制の改善・強化に努める。また、

大学・高校の連携をはじめとした各種連携の推進、大学運営を含めた学園全体の舵取り

を戦略的に進める。 

 コミュニケーションとガバナンスについては、学長のリーダーシップによる大学の主

体的な意思決定を確保しつつ、管理部門と教学部門の意思疎通と連携を図り、相互の意

見や情報の交換を円滑に進めるとともに、各種委員会等の機能を活かしつつ、トップダ

ウンとボトムアップの均衡のとれたガバナンス体制が構築されている。 

 業務執行体制の機能性については、学長のリーダーシップによる大学改革の一層の推

進を支えていくため、法人と大学の権限と責任を明確にしつつ、協力的な体制を整備し

機能的に実施していく。また、職員の資質・能力向上の方策を積極的に進める。現状に

おいては、体制が次第に整えられ、着実に実施されているが、なお改善の努力を続ける。 

 財務基盤と収支については、収支計画でのバランスは確保されている。今後はさらに

進捗する少子化や他大学の類似学部学科増・定員増等による競争環境の激化を見据え、

本学の強みである「地域とともに生きる大学」「学生中心の大学」としての教育力の一

層の強化と改組も視野に入れた学生募集戦略の充実を図ることにより、さらに安定した

財政基盤の確立と収支バランスの確保を図る。 

 会計については、会計処理は適切に行われて、会計監査の体制も整備されており、今

後も監査体制の充実及び厳正な実施に取り組んでいく。 

 

 

Ⅶ．経営・管理と財務に関する全体の自己評価（現状の評価と将来への展望を含

む） 

 経営の規律と誠実性については、その維持と確認を怠ることなく実施していき、常に社会

のニーズを注視し、定期的に大学の方針について協議する場を持つようにしたい。また、法

律や制度の改正を注視し、各種法令に則った学園運営を続ける必要があり、公文書の確認や

研修会等への積極的な参加について引き続き力を傾注していく。教育施設の老朽化問題は、

補助金制度を精査して計画的に実行していく。 

理事会は学校法人の適切な運営への貢献を増している。理事会運営は適切に行われて

いるが、将来的には、監事の常勤化を目指すものとする。 

管理運営の円滑化に関する課題は、法人本部と大学事務局の一体化、大学・高校・中学など

各種連携の強化、経営戦略の策定組織等の３点である。相互チェックによるガバナンスの機

能性については、内部牽制の一環として、契約発注業務の監査体制の整備を図る。 

中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立及び安定した財務基盤の確立と収支
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バランスの確保については、現状の計画をしっかりと実施していくことにより実現する

ことが可能である。 

安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保については、安定した財務基盤確立の

主眼として、学生数の増加を第一義的目標として定め、学園の認知度浸透を図るため、

広報活動の強化を行う。併せて、経費削減策として、購買活動における競争入札を原則

とし、最低３社からの見積もり徴求を条件付ける。これら施策を確実に実行することに

より、手元現金流動性を高め、期中運転資金を外部調達に頼ることなく、学納金等自己

資金で対応できる財務体質への変換を早期に達成する。 

会計については、会計処理は適切に行われて、会計監査の体制も整備されており、今

後も監査体制の充実及び厳正な実施に取り組んでいく。 
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Ⅷ．内部質保証 

Ⅷ－1 内部質保証の組織体制 

（1）Ⅷ－1の現状 

Ⅷ－1－① 内部質保証のための組織の整備、責任体制の確立について 

【全学】 

平成２４年度以降の青森大学の自己点検・評価報告書は、自己点検・評価委員会（平成２

７年度から「自己点検評価・認証評価審査対策委員会」に改組）委員長である学長のリーダ

ーシップの下、毎年作成している。この委員会は、学内の委員会等に所属する委員で構成さ

れており、各委員会等が担当する部分の執筆とエビデンスの収集を行っている。また、学長

ガバナンス体制を強化するために置いた、５名の学長補佐と９名の教員を配置した学長補

佐室は、自己点検・評価報告書の作成に学長直属部局として関わっており、限られた回数の

委員会の開催で、本学独自の自己点検・評価報告書が策定できる体制となっている。自己点

検・評価報告書における評価基準は、およそ日本高等教育評価機構の評価基準に基づいたも

のとなっており、本学の使命・目的に即した自己点検・評価を行っている。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部では、「自己点検・評価委員会」に基づき、学部長、自己点検・評価委員が

中心となって行うとともに、その改善に関すること及び認証評価に関すること等を扱って

いる。 

 学部内の教員、学内の職員からデータの提供を受けるとともに、点検評価項目を、学部長、

学科長、教務委員長、各委員会の長が分担し執筆している。 

 

【社会学部】 

社会学部における内部質保証のための組織の整備、責任体制の確立については、大学学則

第１条の目的「現代社会の理解に必要な社会学を中心とした関連諸学問に関する幅広い知

見を身に付け、現代社会の諸問題を深く理解し、専門的な社会調査・分析能力を持って、地

域社会や国際社会が直面している諸問題を実践的に解決していく人材を育成する。また、基

本的人権の尊重、権利擁護を基礎とした社会福祉の知識・技術・価値観の学びと実践を通し

て総合的で高度な専門知識を教授し、地域社会に貢献できる人材を育成する。」と同時に、

社会学部のディプロマポリシーの内容：「現代社会の理解に必要な社会学及び社会福祉学を

中心とした関連諸学問に関する幅広い知識や技術を身に付け、現代社会の諸問題を深く理

解し、専門的な社会調査・分析能力あるいは相談・援助の能力を身に付け、地域社会が直面

している諸問題に、実践的に取り組む能力及び意欲を有する人材を育成する。」に即して、

学部に課せられた校務の包括的で的確な組織の整備を維持し、責任体制の確立が常に求め

られている。 

なお、平成 24 年度の青森大学自己点検・評価報告書において記述されている（１）社会

学科の大きな三つのアプローチを確認すると、それは以下のとおりである。 

１） 地域創生の課題と問題を理解する。 
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２） コミュニケーションと人間心理の仕組みを理解する。 

３） 学びとスポーツによる社会参加の支援法を学ぶ。 

また、社会学コースの具体的な教育の目標は以下の通りである。 

１） 基礎学力の習得 

２） 少人数のゼミ 

３） 自分で興味が持てる科目の選択 

４） 社会調査士の資格の取得 

５） 教員免許状の取得 

（２）次いで、社会福祉学コースの二つの目標は以下の通りである。 

１）社会福祉学コース 人のつながりを育てるスペシャリストの育成を目指す。 

２）精神福祉学コース こころの痛みに寄り添う専門家を育成する。 

加えて、社会福祉学コースの具体的な教育の目標は以下の通りである。 

１） 国家資格を持った多くの教授陣による指導の徹底 

２） 国内研修の実施 

３） 少人数教育による生活指導と実力アップを達成させる 

４） 現場で通用する専門的なゼミの実施 

５） 教員免許状の取得 

こうした学則や学部のディプロマ・ポリシーにみられる教育の目的と上記の具体的な目

標に即して、社会学部においては内部質保証のための組織の整備と責任体制の確立を早期

に達成していかなければならない。 

ちなみに平成 27 年度より社会学部の自己点検・評価委員は学部長と委員 2 名の 3 名から

構成されていた。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

学則に明示している学部の目的、及び三つの方針に即して、学部長を含む 4 名の自己点検

評価・認証評価審査対策委員が中心となって内部質保証のための自己点検・評価を行ってい

る。 

また、8 月を除いて毎月開催している教授会では全学および学部の各種委員会での協議事

項や学部の諸活動の報告があり、よりリアルタイムに近い点検機能をある程度、果たしてい

ると言える。 

 

【薬学部】 

内部質保証に係わる全学組織として自己点検評価・認証評価審査対策委員会を常設して

いる。当該委員会は、各学部から選出された委員で構成され、学長が委員長の任に当たる。

エビデンスの収集、およびそれに基づく年次自己点検・評価報告書の作成を担う。自己点検・

評価報告書は、全学および各学部に関する記述から構成され、薬学部に関する自己点検・評

価は各学部に関する記述部分に記載される。 

薬学部における内部質保証に係わる組織として、薬学部自己点検委員会を常設している。

当該委員会は、薬学部長が委員長の任に当たり、薬学部教員 9 名および大学職員 4 名から

構成される。学部の教育水準を向上させるべく、学部の教育活動状況を点検・評価する役割
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を担う。また、一般社団法人薬学教育評価機構による 6 年制薬学教育プログラムによる評価

申請資料の作成を担う。薬学部自己点検委員会は、全学組織の自己点検評価・認証評価審査

対策委員会と連携して自己点検・評価を行う。 

薬学部の内部質保証に係わる恒常的な組織体制として、全学組織の自己点検評価・認証評

価審査対策委員会（委員長：学長）および薬学部内の薬学部自己点検委員会（委員長：学部

長）が設置されており、内部質保証のための責任体制は明確である。 

 

（2）現状の評価 

内部質保証の組織体制を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

【全学】 

自己点検・評価報告書の作成においては、エビデンスの確認と収集を着実に進めていく。

学内の様々な組織等において、会議や事業等に関わる記録文書等を遅滞なく作成し、また、

情報の共有を図ることを強く要請し、各委員会等の分掌としてエビデンスの収集・保管を義

務づける方向で調整を進めている。また、PDCA サイクルの実施をより可視化できるように

具体策を検討していく。 

 

【総合経営学部】 

評価の基準について、担当領域ごとに分担執筆するとともに、自己点検委員が、全学の視

点と第三者的な視点を持って見直しを行い、自律的な評価となるように努めている。 

 

【社会学部】 

平成 29 年度における学部の内部質保証のための組織の整備と責任体制の確立のため、社

会学部の各種委員会による校務が適切に行われているかどうかを逐次チェックする必要が

あるが、実際に、社会学部教授会の席上で教授会が現在各種委員会を点検・管理している。

このため原則として定例教授会は毎月第三週の水曜日に開催され、平成 29 年度社会学部校

務分掌に従って、各種委員会（教務委員会、入試委員会、就職委員会、学生委員会、学生募

集委員会、図書委員会、教職委員会、情報 IT 委員会など）の校務の報告を毎月義務付けて

いる。 

加えて 3 月末に教授会などで各委員会の総括と展望をきちんと実施し、単年度ごとに改

善・向上する点ですぐに着手できるものに関しては早期に着手するひつようがあるだろう。

こうしたことから、社会学部内の内部質保証のための組織の整備と責任体制の確立を徹底

していかなければならないと考える。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部は以下ような方策を検討している 
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・全学の「自己点検評価・認証評価審査対策委員会」の学部所属委員から なる「学部自

己点検評価委員会」を設ける。 

・その委員会が中心となって自己点検報告書を作成する。 

・報告書（案）ができた段階で学部全教員参加の会議を開き意見を出し合う。 

・その結果を盛り込んで報告書（点検評価シート）を仕上げる。 

・自己点検の結果、改善が必要なことについてはその改善策について協議する。 

 

【薬学部】 

平成 24 年度以降、全学組織の自己点検評価・認証評価審査対策委員会が、薬学部の内部

質保証に係わる自己点検・評価を担い、薬学部内組織の薬学部自己点検委員会の活動は、継

続的には行われていない。今後は、薬学部自己点検委員会が継続的に薬学部の内部質保証に

係わる自己点検評価を推進し、学部特有の課題を抽出する必要がある。また、自己点検評価

結果を学部の将来計画へ継続的に反映する仕組みを作る必要がある。 

 

Ⅷ－2 内部質保証のための自己点検・評価 

（1）Ⅷ－2の現状 

Ⅷ－2－① 内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共

有について 

【全学】 

本学においては、平成２４年度より自己点検・評価報告書を毎年度作成しているが、２年

目の平成２５年度の重点目標の一つに、根拠となる資料等が揃っているか否かの点検があ

った。このため、平成２５年度の報告書の作成から、自己点検・評価委員会でエビデンスの

有無の再確認を徹底することを依頼した。エビデンスに基づかない自己点検・評価は、透明

性の有無だけでなく、本学の改革の流れや成果にも大きく影響を及ぼすからである。平成２

６年度の自己点検・評価報告書においては、エビデンスが不備な部分については早急に改善

するとともに、エビデンスに基づいた透明性の高い自己点検・評価を目指した。平成２７年

度以降の自己点検・評価においても、その姿勢は変わらない。特に、平成２８年度の自己点

検・評価報告書の作成においては、「自己点検・評価シート」を作成して各部局に配布した。

シートでは、報告書本文とエビデンスが併記できるようになっており、これまで以上にエビ

デンスに基づいた点検・評価が実現した。 

青森大学は、平成２４年度、毎年度の大学の活動について自己点検・評価報告書を作成す

るとの方針を決め、それ以来、報告書の作成作業を青森大学自己点検・評価委員会（平成２

７年度からは「青森大学自己点検評価・認証評価審査対策委員会」）の下で進めている。平

成２４年度以降の「青森大学自己点検・評価報告書」は、大学のホームページに載せており、

学内で共有するとともに、社会に向けて公表している。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部では、毎年、分担執筆者が全学の自己点検委員会や総合経営学部教授会で報
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告された内容に留意して、エビデンスに基づいた自己点検・評価を行っている。 

 

【社会学部】 

 大学の自己点検・評価委員会が必要に応じて会議を招集して開催されているが、学部独自

の自己点検・評価委員会に関しては本格的に開催されていないものの、平成 27 年 10 月 28

日に社会学部エビデンス委員会を立ち上げて、第一回目の委員会を開催した。同委員会では、

主な論点として、一つ目は、教授会の際には、「各員会報告にはすべて紙面で提出するよう

に依頼する。」ことを要請していた。学部の改革・改善のために同委員会は緒についたばか

りであるが、これを契機に学部内の内部質保証のための実質的な自己点検・評価を実施し、

その結果を学部内で共有していく必要がある。 

 認証評価に対応した毎年度の学部独自の自己点検・評価報告が現時点で一部を除き、包

括的にはまだ道半ばであることから、学部単位の自己点検・評価を毎年自主的かつ、自立的

に行う必要があると思われる。 

さらに包括的なきめ細かい学部内の自己点検・評価を行うためには、学部独自の自己点

検・評価委員会をきちんと今後は計画立案して、開催する必要があるとともに、大学全体の

自己評価報告書とともに、他大学で散見されている学部独自の自己評価報告書を学部にお

いても毎年作成して、各教職員に配布してその結果を共有し、さらには外部にも公表するな

どの対策が極めて肝要になっている。外部からの出来る限り厳しい評価を仰ぐためにも学

部独自の自己評価報告書の作成は今後必須であるといえる。 

同時に、具体的自己点検・評価の項目に関しては、上記の目標に応じて、社会学部に当面

必要な新しい様々な課題を設定する必要が考えられるが、課題としては、①学生募集に関す

る課題、②学生の授業評価に関する課題、③教員の授業改革に関する課題、④担任制導入に

よる各学年の学生指導（修学や就職指導など）のあり方に関する課題、⑤社会福祉士国家試

験や精神保健福祉士国家試験の分析と確認に関する課題、⑥学生支援サービスの観点から

の課題、⑦地域貢献の観点からの学部の課題などが挙げられる。このため多種多様の様々な

視座から学部の質保証のための自己点検・評価を自主的・自律的に行って今後の学部の一層

の改革・改善を組織的に行う必要がある。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部の自己点検・評価は、学部長を含む 4 名の自己点検評価・認証評価

審査対策委員が中心となって行い、必要に応じて学部内の他の教員からデータの提供を受

けて意見をまとめ、報告書の作成を行っている。 

また、8 月を除いて毎月開催している教授会では全学および学部の各種委員会での協議事

項や学部の諸活動の報告があり、よりリアルタイムに近い点検を行っていると言うことが

できる。 

さらに、学生の授業に対する満足度や希望を調査する授業アンケートの結果や、それを受

けて各担当教員が作成した授業改善方策についても学部内で共有し、教育の質保証に資す

るよう努めている。 

 

【薬学部】 
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全学組織の自己点検評価・認証評価審査対策委員会による自己点検・評価は、平成 24 年

度以降毎年度実施されている。自己点検・評価は、日本高等教育評価機構が示す 4 つの基準

（①使命・目的等、②学修と教授、経営・管理と財務、④自己点検・評価）、22 の基準項目、

および 51 の評価視点に基づいて行われている。薬学部に関するエビデンスの収集及びそれ

に基づく自己点検評価も同枠組み内で実施され、その結果は自己点検評価報告書内の各学

部に関する記述部分に記載されている。 

薬学部自己点検委員会は、平成 29 年度において 6 回の委員会を開催し、薬学教育評価機

構が示す 13 の中項目について自己点検評価を進めた。また、その結果を薬学教育評価機構

による評価（平成 30 年度）申請用資料である薬学部自己点検・評価書としてまとめた。 

薬学部の内部質保証に係わる自己点検評価は、主に全学組織の自己点検評価・認証評価審

査対策委員会によって平成 24 年度以降毎年行われている。一方、薬学部内組織の薬学部自

己点検委員会による自己点検評価は、平成 28 年度までは継続的には行われていなかった。

すなわち、薬学部内の自己点検評価は継続性の観点で不十分である。 

 

Ⅷ－2－② IR(Institutional Research)などを活用した十分な調査・データの収集と分

析について 

【全学】 

上記のⅧ－２－①と同じく、関係する組織及び教職員の協力の下、現状把握のための十分

な調査・データの収集と分析を行うことを徹底し、作成に当たっている。現状の把握を進め

るため、平成２６年に学習支援センターに設置した IR推進室において、学生の学修時間・

学修行動調査を行っている。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部では、正確なデータ収集に尽力した。データの正確性は確保されていると考

えられる。 

評価結果は、総合経営学部の教職員が閲覧できるようになっており、その概要を、学部教

授会等で報告され、学部内での共有が図られている。 

 

【社会学部】 

平成 22年の自己評価報告書の学部の面においてはおおむね合格したとはいえ、様々な情

勢の変化などから、社会学部としても、今後は、さらに時代に合わせた改革の観点から見直

すべき点は早急に見直して、とくに学生募集や就職先の質の向上や授業内容の改革などの

目標を一層高めていく学部を目指すため、様々なシステムを再構築していく努力が必要で

ある。このため、学部内の会議に関しては議事録などをこれまで通り残してきたが、さらに

一層エビデンスの真価を認識して、精度の高い自己点検・評価をしていくことから、学部内

の会議のエビデンスの収集に一層努めていかなければならない。 

 現状把握のために学部内の各委員会のデータの蓄積に関しては、主に毎月実施される学

科会議において各種委員会の報告を義務付けているが、ここである程度の委員会により報

告書が提出されて、学科会議においてチェックが行われているものの、今後一層の各種委員
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会による十分なデータの収集と分析の拡大を行う必要があるといえる。 

一方、学生による授業評価アンケートについては、半期毎に実施していて、その結果は各

授業担当者にフィードバックされている。さらに、可能であれば、IR（Institutional 

Research）機能を運営するプロジェクトチームを立ち上げ、今後十分なエビデンスを各委員

会により蓄積して、データの収集・分析を緻密に行うなどの対策が必要となっている。 

 平成 22年に自己評価報告書を作成し提出したが、日本高等教育評価機構による認証評価

を受けることができなかった。自己点検・評価報告に関しては今後単年度に作成することを

前向きに検討する必要があり、平成 24年度より、毎年、自己評価報告書を冊子として全教

職員に配布し、学内で共有しているとともに、ホームページで公開も実施している。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部では毎年 4 月に新入生を対象とした独自のアンケートを実施して

おり、入学の動機、学部の教育に期待すること、将来の進路など、学部の教育目的の見直し

や学生募集の方針立案に資する情報を収集して分析結果を学部全教員に提供し、学長にも

報告している。 

 また、新入生に対しては、全学共通の英語基礎力テストとは別に、学部で数学基礎力テス

トを実施し、数学系科目の教育のためのデータとして活用している。 

 

【薬学部】 

薬学部において、IR を活用して取り組むべき課題は、学生募集、基礎学力向上対策、授

業評価・授業改革、学生指導、薬学共用試験及び薬剤師国家試験対策など多岐に渡る。薬学

部内には各課題に取り組むための委員会が設置されており、各委員会がそれぞれの担当す

る課題に関する調査・データ収集を行っている。すなわち、薬学部における調査、データの

収集・分析機能は薬学部内各委員会が担っている。また、全学レベルの委員会から、薬学部

の課題解決のために必要なデータ提供を受けている。 

内部質保証のための自己点検・評価において IR の活用が有効かつ重要であるが、薬学部

内において、IR（経験や勘だけに頼らず、情報を収集・分析して問題解決をはかる）の概念

は十分には浸透していない。一定程度のデータ収集および活用が薬学部内各委員会におい

て個別になされているが、薬学部全体として IR が最大限活用されているとは言えない。 

 

（2）現状の評価 

内部質保証のための自己点検・評価を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

【全学】 

平成２８年度までの以降の自己点検・評価報告書は、過去の報告書作成における、エビデ

ンスをはじめとする現状把握のためのデータの不備を点検し、十分かつ透明性の高い自己

点検・評価報告書の作成を目指している。今後も、教職員全ての一致協力により改善工夫し
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続けていくとともに、自己点検・評価の公表を通じて地域から信頼され、地域再生の中核と

しての役割を果たすため、改革を継続していく。 

 

【総合経営学部】 

執筆までに少し時間がかかっているため、前年度の評価結果をできるだけ早期に取りま

とめるように心掛けたい。 

 

【社会学部】 

社会学部独自のエビデンス委員会が立ちあがったことはある程度は評価できるが、今後

は同委員会の活動を一層活発なものにしていき、様々なエビデンスを入手して、様々な改革

のために有効な分析が図れるようにしていく必要がある。IR に関するプロジェクトチーム

の立ち上げるとともに、自己点検・評価委員会の学部の将来的な計画も立案して、様々な蓄

積したデータを当初の目標にかなっているかどうかの解析をして、PDCA サイクルがうまく

機能して、大学全体はもとより学部内の迅速な改革が進むようにする必要がある。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

今年度から推薦入試と AO 入試で入学した学生を対象に専門の業者による入学前教育を

実施している。対象学生の数は全入学者の 3 分の 2 を占めており、終了後に一人ひとりの

取り組みの様子を記した報告書が提出されるので、このデータも活用してゼミ配属などを

進めていくことも考えられる。 

 

【薬学部】 

薬学部内における自己点検評価は、平成 29 年度は薬学教育評価機構による評価（平成 30

年度）申請に対応して実施された。薬学部内において、平成 30 年度以降も内部質保証に係

わる自己点検評価を毎年継続して、恒常的に自己点検評価に基づいた教育水準の向上に取

り組む必要がある。 

今後、IR をより強く意識し、その実践に取り組む必要がある。例として、IR を活用して

留年者、薬学共用試験不合格者、薬剤師国家試験不合格者を最小限にする方策を策定する、

などが挙げられる。今後、各委員会組織に分散しているデータ収集・分析機能をより強化し、

必要に応じて集約する必要がある。また、データおよびその分析結果を管理し、課題解決に

最大限活用する仕組みの確立が必要である。 

 

Ⅷ－3 内部質保証の機能性 

（1）Ⅷ－3の現状 

Ⅷ－3－① 内部質保証のための学部、学科、研究科等と大学全体の PDCAサイクルの仕組

みの確立とその機能性について 

【全学】 

青森大学は、現在、大学の将来像、学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針等を一層
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明確にし、全学的な教学マネジメントを確立しつつ、改革を推進している。自己点検・評価

についても平成２４年度から毎年度実施し、その結果を全教職員に公開している。また、平

成２６年４月に、学長を中心とする全学的教学マネジメントを確立し、教学改革の PDCAサ

イクルを機能させるため、学長が主導する「教学改革タスクフォース」を設置した。一方で、

学長が主宰し、学部長、各委員会の委員長等が参加する本学の部長会は、全学的な教学マネ

ジメントについての最も重要な審議機関である。このため、「教学改革タスクフォース」、

部長会、各学部教授会、各種委員会等が相互の連携と分担を効果的に行うとともに、教職員

一人ひとりが、様々な改善・導入に際し、検討や実施の過程に参画し、自らの教育等の業務

の点検、改善を行うとともに、大学全体の教育の質の向上のための改革のサイクルを推進し

ている。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部では、毎年、各委員会において PDCA サイクルを明確に意識した、適正か

つ客観的な自己点検・評価を心掛けている。 

 

【社会学部】 

青森大学では、自己点検・評価の結果を部長会に諮った後、関係委員会に報告し、学内の

教育水準の一層の向上と、活性化に資するための方策を早急に考えて、実行に移していると

ころである。これはある程度これまで実績を果たしてきたといえるが、平成 27 年 10 月に

立ち上がった「社会学部エビデンス委員会」により、原則として各教員が選んだ授業科目の

「授業改善シート」を年度末に提出することになったので、FD 改革の一環といて有効なエ

ビデンスになり、少しずつ授業改善が行われつつあるものと期待している。さらに本学部に

とって、次に重要な課題は、学生募集の問題であって、入試課で入手したエビデンスをもと

に毎年学生募集の取り組みを改善していく必要があるだろう。 

なお、やや細かい点になるが、大学にとって重要なカリキュラム面においては、青森基礎

スタンダードと専門科目と整合性を今後どう取るのかが大きな問題になるとともに、大学

全体と学部のカリキュラムのあり方もバランスよくまとめていかなければならないと考え

られる。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

ソフトウェア情報学部では、種々の会議において日常的に諸活動を点検し、改革に繋げる

よう努力している。全学的に毎年度行う自己点検・評価の結果は学部教員にも十分に周知さ

れているが、それを組織的に活用する仕組みは確立されていない。 

 

【薬学部】 

全学組織の自己点検評価・認証評価審査対策委員会によって作成される年次自己点検・評

価報告書は、青森大学事業計画及び中期計画に反映される。すなわち、全学レベルの自己点

検・評価システムは、自己点検評価結果が適切に大学の中長期的な計画に反映されるよう運

営されている。自己点検・評価報告書に記載される薬学部に係わる課題に対して、薬学部内

の教授会をはじめとする各委員会組織は改善計画を策定し、解決をはかっている。 
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薬学部自己点検委員会による自己点検・評価結果は、薬学部内の教授会をはじめとする各

委員会組織に共有される。薬学部の教育水準向上のために対処すべき課題に対して、教授会

および各委員会組織は改善計画を策定し、解決をはかる。また、全学レベルでの取り組みが

必要な課題については、全学組織の自己点検評価・認証評価審査対策委員会や部長会等の全

学レベルの委員会と連携して解決をはかる。 

薬学部内部質保証に係わる組織の薬学部自己点検委員会による薬学部独自の自己点検・

評価は 28 年度以前は十分に実施されておらず、自己点検評価に基づく薬学部教育水準の向

上の取り組みは、継続性の観点で不十分であった。一方、平成 29 年度は薬学教育評価機構

による評価（平成 30 年度）に対応して薬学部内自己点検評価および改善計画への反映が十

分に行われた。 

 

（2）現状の評価 

内部質保証の機能性を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

【全学】 

現在様々な部署で行われている PDCAサイクルと自己点検・評価の連携をさらに進めてい

き、自己点検・評価の意義と活用の在り方について全ての教職員の理解を徹底していく。 

 

【総合経営学部】 

総合経営学部では、自己点検評価・報告書の完成後、次年度以降に向けた改善方策の検討

を、これまで以上に意識的に行えるようにしたい。 

更に PDCA サイクルに留意し、目標・計画との結びつきを明確に策定するよう努めたい。 

 

【社会学部】 

大学と学部においての毎年の自己点検・評価を行う必要性があることから、それに対応し

たきめ細かい体制づくりを行い必要がある。具体的にはすでに述べたとおり、IR に関する

プロジェクトチームの立ち上げるとともに、自己点検・評価委員会の学部の将来的な計画も

立案して、様々な蓄積したデータを解析して、PDCA サイクルがうまく機能して、学部もと

より大学全体の迅速な改革が進むようにする必要がある。 

 

【ソフトウェア情報学部】 

全学的に毎年度行う自己点検・評価の結果を組織的に活用する仕組みを確立することが

必要であり、そのためには学部独自の「自己点検・評価会議」を開くことによって対応した

い。 

 

【薬学部】 

本年度以降も毎年継続して薬学部独自に自己点検・評価を薬学部自己点検委員会を中心



 

117 

として十分に実施し、薬学部特有の課題を抽出する必要がある。薬学部内の教授会および各

種委員会は抽出された課題に対する適切な改善計画の立案・実施を行い、薬学部教育水準を

継続的に高めることが必要である。 

 

Ⅷ．内部質保証に関する全体の自己評価（現状の評価と将来への展望を含む） 

 平成 29年度の自己点検・評価報告書は、関係する部局等の担当者が協力して作成したも

のであり、構成も内部質保証に重点を置いた構成になっている。これからも多くの教職員が

熱意をもってとりまとめに参加して、大学の活動を振り返りつつ、将来の展望を考えながら、

記録を確認し、本年度の反省を踏まえ、青森大学の一層の内部質保証に土めて行く。 
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Ⅸ．地域とともに生きる大学 

Ⅸ－1 地域社会と連携して行う教育・研究・社会貢献活動 

（1）Ⅸ－1の現状 

Ⅸ－1－① 地域社会との連携・協力関係の強化について 

大学の使命は、学術の中心として、教育研究を行い、その成果を広く社会に提供すること

である。本学が平成２４年度より取り組んでいる「青森大学ルネッサンス」では、「地域と

ともに生きる大学」を改革の基本としている。本学の地域貢献活動は、教育、研究、社会貢

献を含む大学の全活動に関わるものである。 

本学における地域貢献に関する事項について審議するのは、平成２４年に設置した地域

貢献委員会であり、同委員会の審議事項は、次のとおりである (青森大学地域貢献委員会規

程 第２条)。 

（１）地域社会と連携して行う教育研究に関すること。 

（２）産学連携その他地域の団体、企業等と連携して行う教育研究に関すること。 

（３）高大連携その他高等学校等と連携して行う教育研究に関すること。 

（４）オープンカレッジ、生涯学習講座その他生涯学習活動に関すること。 

（５）図書館その他大学施設の開放に関すること。 

（６）社会人特別入試、科目等履修生の受入れその他社会人の受入れに関すること。 

（７）付属総合研究所が行う地域貢献に資する研究等に関すること。 

（８）第 7条に基づき設置する地域貢献センターに関すること。 

（９）その他本学における地域貢献のための活動に関すること。 

本学は、これまでに青森市、平内町、青森県教育委員会、青森県中小企業家同友会、青森商

工会議所等と連携協定を締結し、その関係を深化させている。次に示すのは、平成２８年度以

降に締結した連携協定であるが、今後は、協力関係をさらに強化するとともに、新たな連携協

定締結に向けた準備を進める。 

 

・株式会社みちのく銀行との連携協定締結 

銀行と大学の研究シーズや企業ニーズに関する情報、ノウハウ等を用いて相互に協力し、地域

経済の活性化と社会の発展に貢献することを目指している。 

 

・三戸町との連携協定締結 

三戸町の健康長寿社会の実現、情報を学ぶ町、情報に明るい町の推進、三戸町の活性化などの

地域課題の解決に向けて、三戸町と青森大学の教職員および学生が協働し、町民と共に三戸町

の産業振興と住民福祉の向上を目指している。 

 

・青森市内高等教育連携機関との連携協定締結 

青森市が抱える課題と青森市内の大学等が抱える課題の解決のため、お互いに連携し、大

学の活性化や地域の活性化へ向けた取り組みを行うことを目的としている。 
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・青森県立青森北高等学校との連携協定締結 

 学生と生徒との交流、出張講義への教員の派遣などにより高大連携・接続を強化すること

を目的としている。 

 

 

Ⅸ－1－② 地域社会と連携して行う教育・研究・社会貢献活動の充実について 

「高校生科学研究コンテスト」開催 (青森県教育委員会との連携事業) 

第５回高校生科学研究コンテスト（青森大学主催、青森県教育委員会共催、青森県高等学校

文化連盟後援）は、平成２９年１２月１７日（日）に本学で開催され、県内９つの高校から112

名の生徒が参加した。各校とも十分に準備をした上で発表に臨んでおり、日頃の研鑽の成果を

競い合う充実した内容のコンテストであった。今回はサイエンス部門とテクノロジー部門を

合わせて28件の応募があり、発表は例年同様二つの会場を使うパラレルセッションで実施し

ました。 

 

平成２９年度青森市まちなかフィールドスタディ支援事業 

 柳町商店街活性化事業 

 総合経営学部、社会学部、ソフトウェア情報学部の学生から成るチーム：青大９は、青森市

中心商店街の一つである柳町商店街の活性化、にぎわい創出事業に取り組んだ。とりわけ、通

行量調査ではカバーしていない夜の時間帯のデータ収集や、個店へのインタビュー調査を実

施して、それを新聞にまとめる取り組みを行った。さらに、最終成果として、柳町商店街の小

冊子を作成し、配布した。 

 

平内町との連携事業 

平内町との包括的連携協定に基づき、平内において「いきいき脳健康教室」を開催し、多く

の方々にご来場いただいた。 

 

ハクチョウの町再生事業（藤先生） 

 

平成２９年度青森大学教育・研究プロジェクト採択事業 

 平成２９年度で４回目となる学長裁量経費から支援する青森大学教育研究プロジェクトは、

本学の教育研究等の推進及び魅力向上に資する取組みに支出される競争的資金であり、平成

２９年度は１５件が採択された。とりわけ、地域貢献に係る事業は、以下の６件である。 

 

（教育改革部門） 

「体験学習を通じた経験値を高めるための教育プログラムの開発」 

代表：佐々木豊志（総合経営学部教授） 

「企業および業界研究を通じた学生の就業意識の向上プロジェクト－活きた経営学の体得－」 

代表：中村和彦（総合経営学部准教授） 
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「学生の主体性に合わせた地域貢献・学内活動の構築・支援、および学修活動との連携に関す

る研究」 

代表：櫛引素夫（社会学部教授） 

「青森いきいき脳健康プロジェクト２０１７（“高齢社会対応”青森大学のブランディング）」 

代表：大上哲也（薬学部教授） 

 

（研究推進部門） 

「光学産業の形成・発展プロセスとそのメカニズム：北東北地域との比較研究」 

代表：沼田郷（総合経営学部教授） 

「青森県における介護労働者の人員確保・労働環境の是正に関する実証研究」 

代表：宮川愛子（社会学部講師） 

 

新幹線フォーラム「北海道新幹線は『境』、『絆』をどう変えるのか」 

青森大学付属総合研究所（所長・崎谷康文学長）と社会学部・櫛引研究室は平成30年1月20

日、青森市の新町キューブで、青森商工会議所との共催事業「まちなかキャンパス」の一環と

して、公開フォーラム「北海道新幹線は『境』『絆』をどう変えるのか」を開催しました。運

営には青森大学地域貢献センターも協力し、札幌や東京、仙台など県内外から約70人が参加し

て、1年早く開業を迎えた北陸新幹線沿線の「県境を越えた交流、地域活動」について理解を

深めました。愛知大学の三遠南信地域連携研究センターからもメッセージが寄せられました。 

  

平成２９年度 地域貢献賞 

 平成２９年度青森大学地域貢献賞を発表した。平成２９年度は９件の応募があった。 

最優秀賞：新体操を活かした地域貢献活動（観光、健康） 【青森大学新体操部】 

優秀賞：忍者部地域活性化活動【社会学部：福田 創】 

優秀賞：学内活性化と地域協力活動【Rasisa 青森大学楽しみ隊】 

 

第５回青森地域フォーラムの開催（平成３０年２月17日） 

本フォーラムは、青森市と平内町を中心とする自治体、諸団体との連携協定に基づいた地域

連携活動及び地域貢献活動の平成２９年度の報告会であり、地域貢献活動に携わる教職員、

学生をはじめ、青森市長、平内町長など多くの地域の方々の参加を得て開催した。 

 

 

（2）現状の評価 

地域社会と連携して行う教育・研究・社会貢献活動を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

地域と連携して行う教育・研究・社会貢献活動は、質、量ともに充実してきていると評価

できる。一方で、本学が蓄積してきた知見を十分に発揮できていない分野も存在する。この
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ため、教職員それぞれに対し、地域社会との連携をより緊密化し、教育・研究・社会貢献活

動をさらに活発化させることができるよう、具体的な活動について提案し、また、協力して

体制を整えるよう、啓発していく。また、地域社会の諸課題に対し、より学際的な取組みの

実践を進める。 

 

Ⅸ－2 生涯学習活動 

（1）Ⅸ－2の現状 

Ⅸ－2－① 生涯学習事業の開催について 

オープンカレッジ 

大学の門戸を広く一般社会に開放し、地域の方々と共に、生涯学習を通じて豊かな人生の

構築を目指すとの目的で、昭和 52 年に「青森大学文化センター」が開講した。平成 2 年に

は、何でも学べる地域に開かれた大学として「青森大学オープンカレッジ」と名称を変更し

ている。 

平成 29 年度には、生涯学習機関としてスタートして以来 40 周年を迎え、のべ約 3000 人

の参加者を数えている。 

平成 29 年度のオープンカレッジの活動状況は、以下の通りでのべ総数 1121 名の参加者

があった。 

① 市民大学講座（20 講）学内外の講師を招き 4 月～12 月に実施。 

② みちのく散歩みち（1 回）10 月に実施。 

③ あおもりジュニア夢カレッジ 地元小学校で 2 回実施。 

④ 新春市民大学講座（5 講） 講師を学内の教職員と留学生が務め 1 月～2 月に実施。 

⑤ スキー大学（5 講）講師には全日本スキー連盟公認指導員、学内の指導員を招き 1 月

～3 月に実施。 

今後は事業の中心である市民大学講座に関して、講座内容の検討、登録会員数（平成 29 年

度 43 名）の増加及び受講生の要望の取り入れ、また参加者の減少傾向にあるスキー大学の

見直し、などを念頭に事業の充実を図って行きたい。 

 

 

Ⅸ－2－② 地域で開催される生涯学習活動への協力について 

学びの森市民セミナー 

本セミナーは、平成 25年から青森明の星短期大学との連携事業としてスタートして、平

成 29年で 5年目となり、これまで 10回開催している。 

このセミナーは、学生が相互に訪問し合うことによる連携の深化、地域住民の生涯学習へ

の貢献などを目的として、年 2回（春と秋）両校で交互に開いている。 

平成 29年の実施状況は、以下の通りである。 

（1）第 9回学びの森市民セミナー 

  平成 29年 5月 20 日 会場：青森大学 
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  「数える、列挙する、探し出す --- コンピュータはどうやって計算しているのか」 

  山本 修身 氏（名城大学 教授） 

（2）第 10回学びの森市民セミナー 

  平成 29年 10月 21日 会場：青森明の星短期大学 

  「おやじの釜めしと編みかけのセーター」 

  八名 信夫 氏（悪役商会・俳優） 

本学では、セミナーの位置づけを青森大学基礎スタンダード科目であ 

る「学問のすすめ」の授業の一部としている。 

 

スマートフォン教室開催 

平成２８年９月、幸畑団地地区まちづくり協議会との共催で、地域住民の方々にスマート

フォンの機能や使用方法、留意点などを本学教員及び学生が指導した。この活動は、まちづ

くり協議会からの要望を受けて開催したものである。 

 

図書館開放 

本取組みは、本学が所蔵する資料を地域の方々にも利用していただくための社会貢献活動

の一環である。 

 

（2）現状の評価 

 生涯学習活動を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

本学は、生涯学習事業の一環として、オープンカレッジを開校し、その内容をより実践的、

魅力的なものとするよう配慮している。また、青森商工会議所との連携によるまちなかキャ

ンパス、青森明の星短期大学との連携による学びの森市民セミナーを開催するなど、生涯学

習事業の充実を図っている。今後は、さらに多彩な生涯学習の機会を提供する。 

本学の生涯学習活動は発展途上にあるものの、地域住民の要望に応える形での学習機会の

創出（スマートフォン教室など）が可能となりつつある。今後は、このような諸活動に関し

ても充実を図る。 

 

 

Ⅸ－3 大学施設の開放 

（1）Ⅸ－3の現状 

Ⅸ－3－① 大学施設の積極的な開放について 

１）図書館の一般開放 

本学の図書館利用に際しては、事前の連絡を必要とせず、カウンターにて利用票の記入を



 

123 

行うのみで、所蔵資料を閲覧できるよう手続きの簡素化を図っている。貸出についても運転

免許証などの提示のみで可能となっている。平成２６年度は 32人、平成２７年度は 78人、

平成２８年度は 35人、平成２９年度は 11人の一般利用があった。 

 

２）幸畑団地地区まちづくり協議会との連携 

積極的に施設の開放を行っている。具体的には、中庭及び体育館を中心にスノーフェステ

ィバルやフリーマーケット、夏休みラジオ体操、合同防災訓練、ねぶた制作・運行などを行

っており、多面的な地域連携を図っている。 

 

３）施設の開放 

外部団体などの本学体育館及び教室の利用については、使用目的などを確認し、積極的に認

めている。体育館については、中体連卓球大会やバドミントン大会、バスケットボール大会

など 10 団体で 26 日の開放、教室は宅地建物取引主任者資格試験など 11 団体 18 日間開放

しており、地域貢献の一助を担っていると言えよう。 

 

（2）現状の評価 

 大学施設の開放を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

本学図書館の一般開放については、大学図書館という性質上、研究を目的とした専門書が

多数を占め、この点を活用した取組み等を行うことで貢献したい（例：ねぶた関連資料など）。 

幸畑団地地区まちづくり協議会との連携については、住民の参加型イベントや住民の要

望に合致した取組みなどを多く開催し、活動をより活発化させていきたい。 

 

 

Ⅸ－4 社会人の受入れ 

（1）Ⅸ－4の現状 

Ⅸ－4－① 社会人の積極的な受入れについて 

本学では「社会人特別入学試験」を実施している。高等学校などを卒業後、社会人としての

経験があり、新しい知識や技術について学び直したい、また人生をさらに豊かにするために、

生涯学習を続けたい社会人を対象に実施している。大学などを卒業している人については、

編入学を認める場合もある。平成２８年度は３、平成２９年度は１名が同制度を利用して入

学している。 
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（2）現状の評価 

 社会人の受入れを満たしている。 

 

（3）将来の展望 

本学は、社会人の受入れに力を注いでいるものの、入学者実績としては不十分である。同

窓会などを中心に地域社会に向けて広報・宣伝活動を積極的に行うとともに、本学が有する

知見、魅力を社会に発信し、各学部の専門性、独自性を高めることで入学者増につなげたい。 

 

 

Ⅸ－5 学内体制・環境の整備 

（1）Ⅸ－5の現状 

Ⅸ－5－① 学内組織体制の整備について 

地域貢献の総合企画、調整を司る組織は「地域貢献センター」である。本学は、平成２４

年１０月に学長を委員長とし、各学部の教員により構成する「地域貢献委員会」を発足させ、

地域との窓口として平成２５年２月に地域貢献センターを設立し、地域貢献に積極的に取

り組んでいる。 

本学の規則である「地域貢献委員会規程」は、「第７条 委員会の目的を円滑かつ適切に達

成するため、青森大学に地域貢献センターを設置する。地域貢献センターは、次の業務を行

う。 （１）青森大学における地域貢献のための活動についての総合的な企画及び調整に関

すること。（２）青森大学における地域貢献のための活動についての内外からの相談、問合

せ等に応じ、助言し支援する」と規定している。 

地域貢献を総合的に調整する学内組織体制は整備されている。同センターは本学の様々

な地域貢献活動に関する調整や内外からの地域貢献に関する問い合わせや要請に応え、

支援を行っている。 

 

Ⅸ－5－② 学生・教職員に向けた普及啓発について 

平成２６年度から青森大学基礎スタンダードの科目として、１年次の「地域貢献基礎演習」

及び２年次の「地域貢献演習」をカリキュラムに加え、教育課程を通じた地域貢献意識の啓

発、実践に努めている。 

また、地域貢献活動の普及・啓発を目的とし、青森大学地域貢献賞の表彰を行っている。

平成２９年度の地域貢献賞の表彰は、平成３０年４月 25日に行われ、最優秀賞に「新体操

を活かした地域貢献活動」新体操部など、８団体を表彰した。さらに、平成２８年度の地域

貢献賞の表彰は、平成２９年４月２８日に行った。 

カリキュラムにおける地域貢献科目の設置は、学生が地域貢献の意義を認識する上

で重要な役割を果たしている。また、地域貢献賞の表彰は学内の多様な活動を積極的

に奨励することを示す点で意義があり、地域貢献活動に取り組んでいる学生の励みと
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なっている。 

 近年における学内外で多様な地域貢献の取組みには目を見張るものがあるが、活動をさ

らに広げ、貢献の質を深めるために、現状に満足することなく、学生、教職員に対する啓発

の充実に努める。 

 

Ⅸ－5－③ 情報の収集と発信について 

情報の収集については、地域連携を締結した自治体、公共団体等との様々な連携活動

を通じて、地域のニーズの把握に努めている。 

情報の発信については、様々な連携活動に関し、各種メディアへの広報活動を行うとともに、

連携自治体の広報媒体などによる発信に努めている。また、大学の広報媒体である「大学ニ

ュース」及び、大学ホームページ等においても地域貢献活動について積極的に発信している。 

 

（2）現状の評価 

 学内体制・環境の整備を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

本学の地域貢献活動をさらに広げ、質を高めていくため、教職員の連携体制を強め、地域

貢献センターが総合的な企画を立案し、地域貢献活動を牽引する役割を一層強化し、改善し

ていく。また、学生、教職員に対する啓発を充実するとともに、地域住民を交えて新たな方

策を検討する。 

地域貢献に関する情報収集、情報発信は、以前に比べ、格段の進捗を見せているが、今後、

学内外でインターネットや新たな媒体の利用、開発を進め、一層の情報収集、発信方法を探

索する。 

 

 

Ⅸ．地域とともに生きる大学に関する全体の自己評価（現状の評価と将来への

展望を含む） 

地域と連携して行う教育・研究・社会貢献活動は、質、量ともに充実してきていると評価

できる。これからも教職員それぞれに対し、地域社会との連携をより緊密化し、教育・研究・

社会貢献活動をさらに活発化させることができるよう、具体的な活動について提案し、また、

協力して体制を整えるよう、啓発していく。 

またオープンカレッジをより実践的、魅力的なものとするよう配慮するとともに、青森商

工会議所との連携によるまちなかキャンパス、青森明の星短期大学との連携による学びの

森市民セミナーを開催するなど、生涯学習事業の充実を図っていく。 

本学図書館の一般開放については、研究を目的とした専門書を活用した取組み等を行う

ことで貢献したい。幸畑団地地区まちづくり協議会との連携については、住民の参加型イベ
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ントや住民の要望に合致した取組みなどを多く開催し、活動をより活発化させていきたい。 

社会人の受入れについては、同窓会などを中心に地域社会に向けて広報・宣伝活動を積極的

に行うとともに、本学が有する知見、魅力を社会に発信し、各学部の専門性、独自性を高め

ることで入学者増につなげたい。 

地域貢献に関する情報収集、情報発信は、以前に比べ、格段の進捗を見せているが、今後、

学内外でインターネットや新たな媒体の利用、開発を進め、一層の情報収集、発信方法を探

索する。 
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Ⅹ．学生中心の大学 

Ⅹ－1 学修成果の向上 

（1）Ⅹ－1の現状 

Ⅹ－1－① 学生一人ひとりの能力・スキルに対応できる教育体制の整備について 

学生が有する知識・スキルの多様化に対応するべく、学修到達度把握のための情報を用い

て、個別の学生に対応できる教育体制の整備を図る。 

今年度はその端緒として、全学部の 1 年生と 3 年生を対象として、汎用的能力の修得状

況を調べるためのテストを実施した。また、1 年生については結果を統計処理し、夏季教職

員研修会で報告した。 

今年度は、必要な情報のうち一部を収集・分析し、教職員間で共有するに留ま

っている。 

 

Ⅹ－1－② 学修環境改善への学生の参画推進について 

学修環境改善のために学生の意見・要望を集約し、改善に反映させるしくみの整備に加え

て、改善の企画・実施にも学生の参画させる取組みを進める。 

これまでも個別の機会に学生に協力を依頼したことはあったが、今年度より、学習支援セ

ンターの活動として広く学生に参加を呼びかける「集まれ！！青大生！！」を開始した。今

年度は、「学修環境の改善」をテーマに学生 19 名、教員 6 名、及び職員 5 名が集まり、活

動の趣旨を共有し、互いに企画を出し合った。また、1 回目の参加者に呼びかけてこれから

の活動の進め方について検討する機会を持った（参加：学生 7 名、教員 4 名、職員 3 名）。 

今年度は、組織的な活動としてオープンな検討の場を持つことができた。しかし、意図した

レベルまでは到達しておらず、来年度以降も継続して活動を進める必要がある。 

 

（2）現状の評価 

 学習成果の向上を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

今後、教育の ICT 化推進や、個別の学生に対応できるシステムの必要性は増していくと

考えられる。学生一人ひとりの状況に応じられる体制づくりを進めるべきである。 

 また、学生が自分たちで改善活動に参画することにより、本学への帰属意識を高めるとと

もに、チームワーク実践を通じた汎用的能力の育成にもつなげることができると考えてい

る。 
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Ⅹ－2 学生の地域活動への参画 

（1）Ⅹ－2の現状 

Ⅹ－2－① 正課教育における学生の地域活動への参画推進について 

本学では、地域の活動に学生を参加・参画させ、体験を通して汎用的能力と専門知識の活

用力を育成している。具体的には、基礎スタンダード科目群の地域創成科目（必修）として、

平成 25 年度より従来の「社会と環境」に加え、「地域貢献基礎演習」・「地域貢献演習」を新

設し、全学生が事前に備えをした上で実際の地域活動に関われるようにしている。 

「地域貢献基礎演習」と「地域貢献演習」では、①毎年同じ教員が担当することによるテ

ーマの深化と、②新たな教員が参加することによるテーマの発掘を進めている。 

また、薬学部以外の３学部で主体的に地域活動に取り組みたい学生を対象として、平成 28

年度より「キャリア特別実習Ⅰ～Ⅳ」を新設した。今年度は 2 年生まで進行したところであ

るが、学外の方々との交流や受講生間の相互交流によって協働・創発の場が作られつつある。

なお、本科目の取組みは、青森大学教育研究プロジェクト教育改革部門の「学生の主体性に

合わせた地域貢献・学内活動の構築・支援、および学修活動との連携に関する研究」の一環

として、本学「地域貢献センター」とも連携して実施されている。 

平成24年度より開始した基礎スタンダードでは、当初より学生に地域で学ば

せることを方針の一つとしてきた。数年ごとにカリキュラムを改善し、段階的

に充実を図ってきたが、いまだ教育上の工夫や学内外への周知などにおいて、

改善が必要である。 

 

Ⅹ－2－② 大学の対外活動への参画について 

本学では、スチューデント・アシスタント制度も整えながら、オープンキャンパスや講演

会等の対外活動に学生を参画させる取組みを進めてきた。こうした活動には、学内という比

較的安全な環境で地域活動に備えた経験を積ませることと、学生の帰属意識を向上させる

意図も含めている。 

このうち、今年度３回実施したオープンキャンパスでは、毎回、①受付・誘導、②学生生

活紹介、③模擬授業サポート、④高校生とのトーク等に数 10 名の学生が参画し、来学され

た方々からも好評を得ている。 

 

（2）現状の評価 

学生の地域課 k つ同への参画を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

「地域貢献演習」の授業内容の蓄積及び学内への周知を行い、学生・教職員から広く意見

を集め、内容を改善するしくみを構築すべきである。また、「地域貢献演習」や「キャリア
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特別実習Ⅰ・Ⅱ」は専門科目との内容重複も見られることから、科目の整理等も必要と考え

ている。 

大学の対外活動への学生参画については、学生が関わる活動を拡充させる。また、学生の

アンケート調査を行う等、意図通りの成果が表れるよう改善サイクルを回していくことを

考えている。 

 

Ⅹ－3 正課外活動の充実 

（1）Ⅹ－3の現状 

Ⅹ－3－① 部・サークル活動を通じた「3つの力」の修得促進について 

本学では、スポーツ系を中心に多くの部・サークルがあり、学生は、学外（試合、大会へ

の出場、地域活動、交流など）や学内（制作、イベント実施、練習など）の様々な体験を行

っている。 

こうした活動では、程度の大小はあるものの、学生は主体性を持って、他の学生や顧問・

監督、及び学内の方々と共に、目標達成に向けて取り組んでおり、本学の謳う「3 つの力」

と重なっている。 

現在はそれぞれの部・サークルの中で、「3 つの力」に示したような汎用的能力の醸成に

取り組んでいると思われる。また、一部の部・サークルでは、①地域貢献活動や②自分たち

の活動紹介コンテンツ制作を、正課（「ボランティア活動」、「キャリア特別実習Ⅰ」）の中に

取り入れている。 

 

Ⅹ－3－② 正課外活動を促進する環境の整備について 

学生の主体性を喚起し、自己実現へとつなげることを目的として、自己変革・自己覚醒・

他者との交流を行う正課外活動を促進させるためのしくみ整備を進めている。 

今年度から、教育・研究、地域貢献、学内交流増進、本学イメージアップのいずれかを目

的とした学生の活動に対して、経費・人的サポートを行う「あおりんプロジェクト」を開始

した。５月に説明会を開催し、６件の応募をもとに６月２日にプレゼンテーション・審査会

を開催した。学長以下学生代表 1 名を含めた７名で審査し、６件すべてを採択した。８月末

の経過報告を経て、平成３０年３月２日に成果報告会を開催した。 

また、昨年度から開始したマイクロソフトオフィススペシャリスト講座など、資格取得支

援も進めている。 

これらの活動は、学生の自己実現を支えるという本来の意義に加えて、本学の文化形成

や学生の帰属意識の向上にも寄与すると考えている。 

 

（2）現状の評価 

 正課外活動の充実を満たしている。 
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（3）将来の展望 

部・サークル活動での「3 つの力」伸長について、組織的なしくみを構築すべきと考え

ている。 

また、部・サークル活動以外の正課外活動についても、「3 つの力」の伸長や学内活性化

の観点から、ソフト・ハード両面での場の整備を進めるべきと考える。具体的には、学内外

での体験を行った学生をロールモデルとし、当該学生を講師としたミニセミナーの拡充な

どを検討している。 

 

Ⅹ．学生中心の大学に関する全体の自己評価（現状の評価と将来への展望を含

む） 

学生生活の向上については、学生一人ひとりの状況に応じられる体制づくりを進めるべ

きである。また、学生が自分たちで改善活動に参画することにより、本学への帰属意識を高

め、チームワーク実践を通じた汎用的能力の育成にもつなげることができると考えている。 

学生の地域活動への参加については、それに関わる授業内容の蓄積及び学内への周知を

行い、学生・教職員から広く意見を集め、内容を改善するしくみを構築し、学生が関わる活

動を拡充させる。また、学生のアンケート調査を行う等、意図通りの成果が表れるよう改善

サイクルを回していくことを考えている。 

また、部・サークル活動以外の正課外活動についても、「3 つの力」の伸長や学内活性化

の観点から、ソフト・ハード両面での場の整備を進めるべきであり、学内外での体験を行っ

た学生をロールモデルとし、当該学生を講師としたミニセミナーの拡充などを検討してい

る。 
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Ⅺ． 研究活動の活性化と教育 

Ⅺ－１ 研究推進の基盤整備 

（1）Ⅺ－1の現状 

Ⅺ－1－① 研究活動の活性化について 

教員の研究成果は、主として各分野の学術誌に加えて「青森大学付属総合研究所紀要」（後

述Ⅸ－２）、「青森大学研究紀要」(平成 24年度まで「青森大学・短期大学研究紀要」)に発

表される。「青森大学研究紀要」は、毎年３回発行されており、平成 28年度末で通巻 127号

となっている。この紀要は、学部の教員と学生代表から構成される「青森大学学術研究会」

が発行している。また、各学部においては、教員研究発表会や学生研究発表大会（卒業論文

や実習の発表）が実施されるなど、各分野において教員や学生による研究発表会を公開で開

催しているので、教員は他学部の教員や学生の研究成果を知ることができる。これを基にし

て、学内でしばしば共同研究グループが組まれる。また、本学では「青森大学ニュース」を

毎年２回発行している。このニュースには教員の教育研究活動が掲載されており、青森大学

の教員・事務職員全員と後援会員（学生保護者）に広く配布され、大学ホームページにおい

て公開される。したがって、教員の教育研究活動は、学内外に公表されている。 

また昨年度に続き、平成 29年度も、学長裁量経費による「青森大学教育研究プロジェク

ト」が、本学教職員を対象に公募された。公募されたのは教育改革プロジェクトと研究推進

プロジェクトの 2部門である。 

審査の結果、教育改革部門 4件、研究推進部門 11件の計 15件が採択された。採択された

教育研究プロジェクトは以下のとおりである。 

 

平成 29 年度青森大学教育研究プロジェクト 

 

№ プロジェクト名 プロジェクト代表 メンバー 

１ 体験学習を通じた経験

値を高めるための教育

プログラムの開発 

佐々木豊志 岩淵護、小林英

俊、藤公晴 

２ 企業及び業界研究を通

じた学生の就業意識の

向上プロジェクト―活

きた経営学の体得― 

中村和彦 森宏之、佐々木

豊志、佐藤静香、

飛鳥由美子 

３ 学生の主体性に合わせ

た地域貢献・学内活動

の構築・支援、および学

修活動との連携に関す

る研究 

櫛引素夫 沼田郷、坂井雄

介 
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４ 青森いきいき脳健康プ

ロジェクト 2017（“高齢

社会対応”青森大学の

ブランディング） 

大上哲也 河越眞介、大上

研究室所属の学

生並びに担任の

学生、地域貢献

センター（沼田

郷）並びに沼田

ゼミ学生、白岩

貢、認知症に関

心のある学生、

学外スタッフ 

 

研究推進部門 

№ プロジェクト名 プロジェクト代表 メンバー 

１ 光学産業の形成・発展

プロセスとそのメカニ

ズム：北東北地域との

比較研究 

沼田郷 なし 

２ 青森県における介護労

働者の人員確保・労働

環境の是正に関する実

証研究 

宮川愛子 渡部あさみ 

３ 後発医薬品のメーカー

による品質差異の比較

研究 

井沼道子 三浦裕也、石岡

憂聖、乳井涼、

杉原啓介 

４ 加齢関連代謝疾患を予

防する生理活性物質の

探索 

大越絵実加 なし 

５ 糖加水分解酵素阻害剤

の効率的合成 

鈴木克彦 今柾人、中北敏

賀、植木章晴 

６ ジハロアルコールと

種々の求核剤との付加

反応の検討 

中北敏賀 鈴木克彦、植木

章晴 

７ 機能性身体症（FSS）モ

デル動物の確率 

永倉透記 三輪真知子、吉

田未来、澤野大

地、荒谷奨、三

浦玲奈、乳井貴

史 

８ アンギオテンシンⅡ受

容体遮断薬（ARB）の使

三浦裕也 井沼道子、杉原

啓介、石岡憂聖、
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用状況と脳出血リスク

に関する検討 

乳井涼 

９ がんワクチン抗原とし

ての GRP19 の有効性

の検討 

水谷征法 水野憲一、笹田

雅姫、吉田彬乃、

吉岡俊 

10 記憶機能制御に関する

新規ノシセプチン結合

タンパク質の解析 

三輪将也 上家勝芳 

11 地域食品成分の生活習

慣病予防効果の評価研

究 

益見厚子 佐藤伸、薬学部

5 年生 2 名 

採択されたプロジェクトについては、平成 28年 12月 11日に、青森大学教育研究プロジ

ェクト成果中間報告会が、平成 29 年 3 月 17 日には、青森大学教育研究プロジェクト成果

最終報告会が開催された後、最終報告書としてまとめられた。このプロジェクトの成果を踏

まえ、採択された教職員は、必ず科学研究費に応募することになっている。 

 

Ⅺ－1－② 研究費支援の充実について 

本学が各教員に提供する研究費は、次の表に示すとおりである。実験系と非実験系で異な

るが、職位での相違は助教及び助手を除いて存在しない。この個人研究費は、平成 20年度

から現在の額に減額された。 

 

表Ⅺ－１ 平成 29年度の単年度研究費 

学

部 

経営学部・社会学部 

ソフトウェア情報学部 
薬学部 

 実験系 非実験系 実験系 非実験系 

 教授・准教

授・講師 
助教 

助手 

教授・准教

授・講師 

教授・准

教授・講

師 

助教 

助手 

教授・准教

授・講師 

計 210 千円 175 千円 140 千円 280 千円 175 千円 140 千円 

 

Ⅺ－1－③ 外部研究費等の獲得について 

①平成29年度科学研究費助成事業一覧（研究種目別、経費は29年度本学の分） 

本学研究者 研究テーマ 
今年度補助

金額 
助成区分・期間 

薬学部 

岡島史和 

pH 環境を感知する OGRI 受容体

ファミリーの作用機構と生体機

能 

直接経費 

1,300,000 円 

基盤研究（B） 

（平成 27～29 年度） 
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総合経営学部 

渡部あさみ 

先進諸国におけるホワイトカラ

ー労働者の労働時間管理 

直接経費 

0 円 

若手研究（B） 

（平成 26～29 年度） 

ソフトウェア情報学部 

紅林亘 

一般化位相縮約理論が拓く生体

リズム現象の予測と制御に向け

た新展開 

直接経費 

1,000,000 円 

若手研究（B） 

（平成 28～30 年度） 

総合経営学部 

岩淵護 

取引費用モデルを活用したクラ

スターネットワーク形成と地域

活性化に関する実証的研究 

直接経費 

525,000 円 

基盤研究（C） 

（平成 27～30 年度） 

総合経営学科 

石塚ゆかり 

日台韓の口コミ行動に関する対

照研究―医療と観光サービスに

対する評価を中心に 

直接経費 

700,000 円 

基盤研究（C） 

（平成 28～30 年度） 

総合経営学部 

吉川昌則 

アルペンスキーにおける高速タ

ーン技術の実滑走計測・解析と

定量的評価 

直接経費 

650,000 円 

基盤研究（C） 

（平成 28～30 年度） 

社会学部 

澁谷泰秀 

高齢者の生活の質を維持・向上

させる自動的真理プロセスに基

づいた認知習慣の研究 

直接経費 

180,000 円 

基盤研究（C） 

（平成 27～29 年度） 

社会学部 

中村和生 

初等・中等教育における「自然

（減少）の科学的理解」の相互

行為分析 

直接経費 

550,000 円 

基盤研究（C） 

（平成 28～30 年度） 

薬学部 

中田和一 

航空需要に対応する海上設置型

ローカライザの設置条件に関す

る研究 

直接経費 

340,000 円 

基盤研究（C） 

（平成 28～30 年度） 

計 9 件 5,245,000 円  

 

②他機関の分担分（平成 29 年度の金額） 

学部 氏名 研究課題（分担者名） 今年度補助金

額 

助成区分・期

間 

広島大学 由井義路 人口減少期の都市地域にお

ける空き家問題に向けた地

理学的地域貢献研究（社会学

部・櫛引素夫） 

直接経費 

240,000 円 

基盤研究（B） 

（平成 27～

29 年度） 

東京工業大

学 

中尾裕也 大自由度力学系のデータ駆

動型縮約モデリング手法の

確立とバイタルサインへの

適用（ソフトウェア情報学

部・紅林亘） 

直接経費 

1,000,000 円 

 

基盤研究（B） 

（平成 29～

32 年度） 
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奈良大学 吉村治正 社会的知見に基づく Web 調

査の代表性の分析（社会学

部・澁谷泰秀） 

直接経費 

95,000 円 

基盤研究（C） 

（平成 27～

29 年度） 

秋田県立大

学 

渡部論 高齢者の認知機能の相違と

エゴ・ネットワークに現象す

る特殊詐欺脆弱性リスクの

解明（社会学部・澁谷泰秀） 

直接経費 

728,500 円 

基盤研究（C） 

（平成 28～

30 年度） 

朝日大学 梅村直己 口腔がん幹細胞の転移巣形

成機構の解明（薬学部・大越

絵実加） 

直接経費 

400,000 円 

基盤研究（C） 

（平成 29～

31 年度） 

朝日大学 足立誠 低酸素環境下における口腔

癌のがん幹細胞に対する新

規分子標的治療の開発（薬学

部・大越絵実加） 

直接経費 

100,000 円 

基盤研究（C） 

（平成 29～

31 年度） 

計 6 件  2,563,500 円  

③日本学術振興会から受けているその他の事業 

事業名 代表者氏名 課題名 委託期間 経費 

ひらめき☆とき

めきサイエンス 

薬学部 

大越絵実加 

薬を創る薬剤師 平成 29 年 8 月

27・27 日 

329,000 円 

計 1 件   329,000 円 

④科研費以外の研究（新規） 

本学研究者 研究テーマ 今年度補助金 助成団体・期間 

総合経営学部 

研究代表者 

松本大吾 

研究分担者 

 飛鳥由美子 

青森県における税理士

事務所が職員に求める

能力と資質に関する調

査 

258,000 円 青森学術文化振興財団 

（平成 29 年度助成） 

社会学部 

 櫛引素夫 

北海道新幹線を活用し

た青函圏の社会的・経済

的な連携強化に関する

調査と提言事業 

780,000 円 青森学術文化振興財団 

（平成 29 年度助成） 

薬学部 

 大上哲也 

ミクロの世界へ～認知

症の脳・神経細胞を顕微

鏡で観察してみよう（子

どもゆめ基金助成金） 

295,000 円 独立行政法人国立青少

年教育振興機構 

薬学部 

 大上哲也 

高齢・認知症対応策に関

する地域振興研究～認

知症ドライバーの早期

391,000 円 青森学術文化振興財団 

（平成 29 年度助成） 
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発見に関する事業 

薬学部 

 大上哲也 

第 4 回オレンジ文化祭

～認知症の方々の作品

展示会 

191,000 円 青森学術文化振興財団 

（平成 29 年度助成） 

薬学部 

 大上哲也 

医療機関・調剤薬局（保

険薬局）の認知症早期発

見の取組みに関する共

同研究 

300,000 円 株式会社トータルブレ

インケア 

計 6 件 2,215,000 円  

 

（2）現状の評価 

 研究推進の基礎整備を満たしている。 

 

（3）将来の展望 

文部科学省の事業である科学研究費助成事業の採択件数は、各大学で研究能力・実績を示

す指標として重要視されている。近年、本学の研究者が関わる課題の採択件数及び補助金額

は増加傾向にあり、平成 22 年度は 1 件であったものが、平成 26 年度には 11 件、平成 29

年度は 15 件まで伸びており、この傾向を推進していきたい。 

 

 

Ⅺ－２ 青森大学付属総合研究所 

（1）Ⅺ－2の現状 

Ⅺ－2－① 青森大学付属総合研究所の趣旨・理念の明確化について 

青森大学は、教育研究及び社会貢献活動を通じ、社会の進展に貢献することを使命とする。

大学は学問の府であり、研究活動を活発に行い、人類の知的財産の充実と経済社会の進展に

貢献しなければならない。教員が研究活動を積極的に行うことは、学生に対する教育を常に

刷新していくためにも不可欠である。青森大学は、設立当初から教員の研究環境の充実に努

めてきた。 

青森大学付属総合研究所は、平成 7年 4月に設立された。青森大学付属総合研究所は、昭

和 43年度設立の青森大学附属産業研究所をはじめ、その後順次設立され、活動を続けてい

た同地域問題研究所、同雪国環境研究所、同考古学研究所、同学際情報研究所を統括し、研

究所相互間の連絡、調整を行い、調査研究の向上を図るとともに、各研究所が有する固有の

専門性を学際的に結集させて一層の研究進展を図ることを目的としていた。 

以後、各研究所の連絡調整を図るとともに、毎年、研究会を開催し、また、機関紙「研究

年報」を年１回刊行してきた。 

平成 22年 3月に、青森大学付属総合研究所以外の研究所は廃止され、翌年 4月から、付属
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総合研究所の研究班に組織された。 

 

Ⅺ－2－② 青森大学付属総合研究所の充実について 

平成 25年 4月からは、青森大学付属総合研究所は、産業研究班、地域問題研究班、学際

情報研究班及び文化・環境研究班により組織されている。青森大学付属総合研究所は、人文

科学、社会科学及び自然科学にわたる総合的又は学際的な研究を行い、あわせて総合研究所

に置かれた各研究班の機能を統括することを使命としている。 

平成 26年 3月、青森大学付属総合研究所の研究発表会を行うとともに、研究年報を復刊し、

誌名を改め、継続することとし、電子ジャーナルとして「青森大学付属総合研究所紀要」（15

巻 1号）を発行することとした。以後、発行を継続し、平成 29年度分は 19 巻 1号、2号と

なった。本学としては、発刊を続けている「青森大学研究紀要」に加え、新たな研究成果の

発表の機会となるものであり、本学の研究活動の活性化と学問の進展に資することを期し

ている。 

 

（2）現状の評価 

青森大学付属総合研究所は基準を見たいている。 

 

（3）将来の展望 

平成 24年度から、青森大学は、「青森大学ルネッサンス」を掲げ、「地域とともに生き

る大学」として、地域貢献活動の充実強化を進め、さらに、「学生中心の大学」として、学

生の主体的能力を引き出すことができるよう、教育改革を進めている。このような改革のた

めにも、研究活動の充実は必須であり、科学研究費等外部資金の確保等の努力を続けている。 

青森大学付属総合研究所の活動は、これら地域貢献活動や教育改革を積極的に進め、支援す

るための重要な役割を担う必要がある。今後もこのような活動をさらに充実強化していく

ことで趣旨・理念に合致するよう努力していく。 

 

 

Ⅺ．研究活動の活性化と教育に関する全体の自己評価（現状の評価と将来への

展望を含む） 

青森大学は、「青森大学ルネッサンス」を掲げ、「地域とともに生きる大学」として、地域

貢献活動の充実強化を進め、さらに、「学生中心の大学」として、学生の主体的能力を引き

出すことができるよう、教育改革を進めている。このような改革のためにも、研究活動の充

実は必須である。 

教育研究推進の基盤整備については、現在の教員の研究環境の整備改善と、学内及び学外

の研究グループの構築の推進などにより、科研費の獲得件数を増やすことである。 

青森大学付属総合研究所については、地域貢献活動や教育改革を積極的に進め、支援する
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ための重要な役割を担い、さらに充実強化していくことが求められる。 

研究活動の地域・教育への還元については、平成 25年度に整備された様々な基礎部分を

もとに、本学の研究活動と地域及び教育との連携がスムーズにいく体制づくりをより強化

していく必要がある。そのためには、カリキュラム改革を中心とした教育体制の整備と施

設・設備等教育研究環境の刷新・充実が急務である。 

 


